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本投資信託説明書（目論見書）は、前半部分は「アムンディ・りそな米国ハイ・

イールド債券ファンド」の「投資信託説明書（交付目論見書）」、後半部分は同

ファンドの「投資信託説明書（請求目論見書）」から構成されています。 

当ファンドは課税上は株式投資信託として取扱われます。 



追加型投信／海外／債券

投資信託説明書（交付目論見書）
2010年7月

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）



1.   本投資信託説明書（交付目論見書）により行う「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債
券ファンド」の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第
25号）第5条の規定により有価証券届出書を平成22年6月15日に関東財務局長に提出し
ており、平成22年7月1日にその届出の効力が生じております。

2.  本投資信託説明書（交付目論見書）は金融商品取引法（昭和23年法第25号）第13条の
規定に基づく目論見書のうち、同法第15条第2項の規定に基づき、投資家がファンドを
取得する際にあらかじめまたは同時に交付を行う目論見書です。
また、当該有価証券届出書第三部の内容を記載した投資信託説明書（請求目論見書）に
ついては、販売会社を通じて投資家の請求により交付いたします。なお、販売会社に投
資信託説明書（請求目論見書）をご請求された場合には、その旨をご自身において記録
しておくようにしてください。

3.  「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド」の受益権の価額は、同ファンドに
組入れられている有価証券等の値動きや為替の変動による影響を受けますが、これらの
運用による損益はすべて投資家の皆さまに帰属いたします。

4. 当ファンドは投資元本及び分配金が保証されているものではありません。

（投資信託についての一般的な留意事項）

投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申
し上げます。

・投資信託は預金ではなく、預金保険の対象とはなりません。

・投資信託は保険契約ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象とはなりません。

・銀行を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。

・投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（銀行は販売の窓口となります）。

・ 投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります）に投資する
ため、投資元本及び分配金が保証された商品ではありません。

・ 投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことに
なります。

・ 投資信託のご購入時にはお申込手数料、保有期間中には信託報酬及びその他の費用等が
かかります。

・投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。

（金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項）

当ファンドは、外国籍投資信託を通じて外貨建の債券を主要投資対象としていますので、
組入債券の価格の下落や組入債券の発行体の倒産や財務状況の悪化及びそれらに関する外部
評価の変化等により基準価額が下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。また、
為替の変動（円高となった場合等）により当ファンドの基準価額が下落し、損失を被り投資
元本を割込むことがあります。
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ファンドの概要

当概要は、投資信託説明書（交付目論見書）本文の記載内容を要約したものです。
詳細につきましては、各該当箇所をご覧ください。

ファンドの名称

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）
アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）
（以上を総称して「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド」
または「各ファンド」という場合、あるいは個別に「ファンド」という場
合があります。また、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファ
ンド（豪ドルコース）」を「豪ドルコース」、「アムンディ・りそな米国ハ
イ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」を「ブラジルレア
ルコース」、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中
国元コース）」を「中国元コース」、「アムンディ・りそな米国ハイ・イー
ルド債券ファンド（南アフリカランドコース）」を「南アフリカランド
コース」、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円
コース）」を「円コース」といいます。）

商 品 分 類 追加型投信／海外／債券
詳しくは後記〔ファンドの商品分類〕をご参照ください。

ファンドの目的
各ファンドは、米ドル建のハイイールド債（高利回り債／投機的格付
債）を実質的な主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と
中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行います。

主な投資対象

各ファンドは、各々以下のファンドを主要投資対象とします。

豪ドルコース
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ3シェアクラス、豪ドル）
CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

ブラジルレアルコース
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ4シェアクラス、ブラジルレアル）
CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

中国元コース
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ6シェアクラス、中国元）
CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

南アフリカランドコース
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ7シェアクラス、南アフリカランド）
CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

円コース
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ9シェアクラス、円）
CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

なお、各ファンドは、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券なら
びに短期金融商品等に直接投資する場合があります。
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信 託 設 定 日
【豪ドルコース、ブラジルレアルコース】平成21年11月6日（金）
【中国元コース、南アフリカランドコース、円コース】
平成22年4月28日（水）

信 託 期 間 平成26年11月7日（金）まで

決 算 日 毎月8日（休日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 毎決算時に、収益分配方針に基づいて分配を行います。

申 込 期 間

平成22年7月1日（木）から平成23年1月7日（金）まで
ただし、ファンドの休業日※にあたる場合は、お申込みできません。
※  東京証券取引所の休業日、ニューヨーク証券取引所の休業日、ニューヨー
クの銀行休業日、ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する場
合、または12月24日である場合を指します。

募 集 上 限 各ファンドについて、上限5,000億円

お 申 込 単 位 1円または1口を最低単位として販売会社が定める申込方法及び
単位とします。

お 申 込 価 額 取得申込受付日の翌営業日の基準価額

途 中 換 金

原則として毎営業日換金（解約）できます。
ただし、ファンドの休業日にあたる場合は、お申込みできません。
「換金請求」または「買取請求」によりお申込みいただけます。
買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申
込みの販売会社にお問合せください。

換 金 単 位 1口を最低単位として販売会社が定める単位とします。

換 金 価 額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除
した価額とします。

換 金 代 金 の
お 支 払 い

換金請求受付日から起算して、原則として5営業日目から販売会社
においてお支払いします。

委 託 会 社 アムンディ・ジャパン株式会社

受 託 会 社 株式会社 りそな銀行

【基準価額、換金価額及び販売会社について委託会社の照会先】

アムンディ・ジャパン株式会社　お客様サポートライン
電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル）

受付時間：月曜日～金曜日(祝休日を除く)の午前9時～午後5時
インターネットホームページ：http://www.amundi.co.jp
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ファンドの特色
1． 各ファンドは、米ドル建のハイイールド債（高利回り債／投機的格付債）
を実質的な主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と中長期
的な信託財産の成長を目指して運用を行います。

  各ファンドは、米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外国籍投資信託である
「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド」※と、円建の国内籍投資信託である「CAマネー
プールファンド（適格機関投資家専用）」を投資対象とするファンド・オブ・ファンズ方式で運用
します。
※  「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」は「ストラクチュラ-米国ハイ・
イールド・ボンド（Ⅰ3シェアクラス、豪ドル）」に、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド
（ブラジルレアルコース）」は「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（Ⅰ4シェアクラス、ブラジル
レアル）」に、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」は「ストラクチュラ
-米国ハイ・イールド・ボンド（Ⅰ6シェアクラス、中国元）」に、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債
券ファンド（南アフリカランドコース）」は「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（Ⅰ7シェアクラ
ス、南アフリカランド）」に、「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」は「ストラ
クチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（Ⅰ9シェアクラス、円）」に、投資します（以下、同じ）。

  米ドル建のハイイールド債の運用は、J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク
が行います。

1． 各ファンドは、米ドル建のハイイールド債（高利回り債／投機的格付債）
を実質的な主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と中長期
的な信託財産の成長を目指して運用を行います。

ファンド・オブ・ファンズとは
投資信託のことをファンドといい、ファンド・オブ・ファンズとは投資信託に投資する投資信託のことをいいます。一般的な投資信託
は株式や債券に投資しますが、ファンド・オブ・ファンズは、複数の投資信託に投資します。即ち、一つのファンドが他の複数のファ
ンドに分散投資を行う仕組みです。投資先の投資信託から株式や債券などへ投資します。

ファンド・オブ・ファンズ方式の投資による一般的なメリットと注意点
・資産規模の大きなファンドへ投資することによって幅広い分散投資を可能にします。
・少額でも効率よく資産運用できるので投資コストの軽減が図れます。
・既に運用実績のあるファンドに投資ができます。
・ファンド・オブ・ファンズの信託報酬の他に、投資対象となる組入投資信託ごとに信託報酬がかかります。

＊  各ファンドの「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド」への投資比率は、原則として90％以上とすることを基本とします。

投
資
家
（
受
益
者
）

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド〔イメージ図〕

申込金

分配金
償還金・換金代金

中国元コース
米ドル建資産を原則として
対中国元で為替ヘッジ取引
を行う外国籍投資信託に
投資を行います。

南アフリカランドコース
米ドル建資産を原則として
対南アフリカランドで為替
ヘッジ取引を行う外国籍投
資信託に投資を行います。

円コース
米ドル建資産を原則として
対円で為替ヘッジを行う外
国籍投資信託に投資を行い
ます。

ブラジルレアルコース
米ドル建資産を原則として
対ブラジルレアルで為替
ヘッジ取引を行う外国籍投
資信託に投資を行います。

豪ドルコース
米ドル建資産を原則として
対豪ドルで為替ヘッジ取引
を行う外国籍投資信託に
投資を行います。

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

申込金

分配金
償還金・換金代金

申込金

分配金
償還金・換金代金

申込金

分配金
償還金・換金代金

申込金

分配金
償還金・換金代金

本邦通貨表示の短期公社債、
コール・ローン等の短期金融商品

米ドル建ハイイールド債  等
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド

（Ⅰ6シェアクラス、中国元）
（ルクセンブルグ籍）（円建）

CAマネープールファンド
（適格機関投資家専用）（日本籍）（円建）

米ドル建ハイイールド債  等

本邦通貨表示の短期公社債、
コール・ローン等の短期金融商品

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ7シェアクラス、南アフリカランド）

（ルクセンブルグ籍）（円建）

CAマネープールファンド
（適格機関投資家専用）（日本籍）（円建）

CAマネープールファンド
（適格機関投資家専用）（日本籍）（円建）

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ9シェアクラス、円）

（ルクセンブルグ籍）（円建）
米ドル建ハイイールド債  等

本邦通貨表示の短期公社債、
コール・ローン等の短期金融商品

米ドル建ハイイールド債  等

本邦通貨表示の短期公社債、
コール・ローン等の短期金融商品

CAマネープールファンド
（適格機関投資家専用）（日本籍）（円建）

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ4シェアクラス、ブラジルレアル）
（ルクセンブルグ籍）（円建）

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド
（Ⅰ3シェアクラス、豪ドル）
（ルクセンブルグ籍）（円建）

米ドル建ハイイールド債  等

本邦通貨表示の短期公社債、
コール・ローン等の短期金融商品

CAマネープールファンド
（適格機関投資家専用）（日本籍）（円建）
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アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド
追加型投信／海外／債券

2. 「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド」は、投資する外国
籍投資信託における為替ヘッジ取引の対象通貨が異なる5つのコースか
ら構成されています。

 豪ドルコース 米ドル建資産を原則として対豪ドルで為替ヘッジ取引を行う外国
籍投資信託に投資を行います。

 ブラジルレアルコース 米ドル建資産を原則として対ブラジルレアルで為替ヘッジ取引を
行う外国籍投資信託に投資を行います。

 中国元コース 米ドル建資産を原則として対中国元で為替ヘッジ取引を行う外国
籍投資信託に投資を行います。

 南アフリカランドコース 米ドル建資産を原則として対南アフリカランドで為替ヘッジ取引
を行う外国籍投資信託に投資を行います。

 円コース 米ドル建資産を原則として対円で為替ヘッジを行う外国籍投資信
託に投資を行います。

  各ファンドが投資する外国籍投資信託において、米ドル建のハイイールド債に投資を行います
が、米ドル建資産に対して原則として各ファンドの対象通貨で為替ヘッジ取引を行うため、基準
価額は以下のような為替変動の影響を受けます。

ファンド 外国籍投資信託における
為替ヘッジ取引 下落 ⬅ 基準価額 ➡ 上昇

 円コース 円の買い／米ドルの売り 米ドル安 ⬅ 円に対して ➡ 米ドル高

 南アフリカランドコース 南アフリカランドの買い／米ドルの売り 南アフリカランド安 ⬅ 円に対して ➡ 南アフリカランド高

 中国元コース 中国元の買い／米ドルの売り 中国元安 ⬅ 円に対して ➡ 中国元高

 ブラジルレアルコース ブラジルレアルの買い／米ドルの売り ブラジルレアル安 ⬅ 円に対して ➡ ブラジルレアル高

 豪ドルコース 豪ドルの買い／米ドルの売り 豪ドル安 ⬅ 円に対して ➡ 豪ドル高

* 為替相場が各ファンドの対象通貨に対して円高に進んだ場合には、各ファンドの基準価額が下落する
恐れがあります。また、上記のみで基準価額が変動するわけではありません。
* 対象通貨で完全にヘッジすることができないため、基準価額は円に対する米ドルの為替変動の影響を受
ける場合があります。また、円コースでは対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります
が、円に対する米ドルの為替変動の影響を受ける可能性があります。

3.各ファンドは、原則として毎月の決算時に収益の分配を目指します。

  原則として、毎月8日（休日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行
うことを目指します。　

  分配金額は、分配原資の範囲内で委託会社が決定するものとし、原則として利子・配当等収益等
を中心に分配を行います。ただし、基準価額水準等によっては売買益（評価益を含みます）等が中
心となる場合があります。
分配対象額が少額の場合は、委託会社の判断で分配を行わないことがあります。

各ファンドにつき5,000億円を限度として信託金を追加することができます。
ただし、委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することができます。

2. 「アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド」は、投資する外国
籍投資信託における為替ヘッジ取引の対象通貨が異なる5つのコースか
ら構成されています。

3.各ファンドは、原則として毎月の決算時に収益の分配を目指します。
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ファンドの主な投資リスク及び留意点

以下に記載する投資リスク及び留意点は各ファンドの投資信託説明書（目論見書）に記載するもののうち、一部の要約であり、各
ファンドに係る全ての投資リスク及び留意点を網羅するものではありません。
詳細は投資信託説明書（目論見書）後記の「ファンドの主な投資リスク及び留意点」を必ずご参照ください。

各ファンドは、投資信託証券への投資を通じて値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準
価額は変動します。従って、各ファンドは、投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益及び損失は、全て受
益者に帰属することとなります。各ファンドにおける主な投資リスクは次のとおりです。これらの投資リスクにより、各ファンドの基
準価額は下落する可能性があり、損失を被り投資元本を割込むことがあります。

主な投資リスク 主な投資リスクの内容（損失が生じる恐れがある理由）

金利変動リスク

債券価格は金利変動により変動します。一般的に金利が上昇した場合には債券価格は下落し、各ファンドの
基準価額が下落する要因となり、損失を被り投資元本を割り込むことがあります。

長い 
下落幅 大 

償還までの期間 

債券価格上昇 金利低下債券価格下落 金利上昇

長い 
上昇幅 大 

償還までの期間 

信用リスク

　・発行体の財務内容の悪化等により債券の元金や利金等の支払といった発行体による債務の履行が遅滞
する、あるいは履行されないリスクです。また為替取引等の金融取引の相手方が債務を履行しないリスクです。
各ファンドが実質的に投資する債券の発行体や投資対象先の外国籍投資信託が行う為替ヘッジ取引等の取
引相手方等の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化を含む信用状況等の悪化といった
事態は信用リスクの上昇を招くことがあり、その場合には実質的に投資する債券の価格の下落及び上記為替
ヘッジ取引等に障害が生じ、不測のコスト上昇等を招くことがあります。この場合、各ファンドの基準価額の
下落要因となり、損失を被り投資元本を割込むことがあります。
　・債券の発行体等及び上記為替ヘッジ取引等の取引相手方等が破産した場合は、投資資金の全部あるいは一
部を回収できなくなることがあります。その結果、各ファンドの基準価額が下落し、損失を被り投資元本を割
込むことがあります。
　・各ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託（ファンド）は主にダブルB格〔BB＋格（スタンダード&
プアーズ社）/Ba1格（ムーディーズ社）〕以下のハイイールド債（高利回り債/投機的格付債）を投資対象として
いるため、トリプルB格〔BBB－格（スタンダード&プアーズ社）/Baa3格（ムーディーズ社）〕以上の投資適格
債を主要投資対象とするものに比べて信用リスクが高くなります。

為替変動リスク

■各ファンド（円コースを除く）
各ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売り、
対象通貨買いの為替ヘッジ取引を行います。そのため、各ファンドは円に対する対象通貨の為替変動の影
響を受け、対象通貨の為替相場が円高方向に進んだ場合には、各ファンドの基準価額は下落し、損失を被
り投資元本を割込むことがあります。また、米ドル建資産を対象通貨で完全にヘッジすることはできません
ので、基準価額は円に対する米ドルの為替変動の影響を受ける場合があります。なお、為替ヘッジ取引を
行う際に対象通貨の金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと対象通貨との金利差相当分の為替ヘッジ取
引によるコストがかかることにご留意ください。
■円コース
当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売り、
円買いの為替ヘッジを行うことで為替変動リスクの低減を図ります。ただし、当該為替ヘッジによって為替変
動リスクを完全に排除できるものではなく、円に対する米ドルの為替変動の影響を受ける可能性があります。
なお、為替ヘッジを行う際に円金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと円との金利差相当分の為替ヘッジコ
ストがかかることにご留意ください。

主な留意点 主な留意点の内容

中国元コースに
関する留意点

「中国元コース」では、その主要対象である外国籍投資信託の米ドル建資産について、米ドルから中国元への為替
ヘッジ取引を行います。しかし、中国の為替市場は内外の為替取引の自由化を実施しておらず、実際に中国元の現
物受渡しを伴う為替取引は制限されています。従って、中国外の非居住者間による為替取引（オフショア取引）につ
いてはNDF※（ノン･デリバラブル･フォワード、直物為替先渡取引）という取引手法を用いて為替ヘッジ取引を行う
事が一般的で、当ファンドにおいてもNDFを活用します。中国では海外との資本取引が制限されていることから、
中国元に係る内外の金利市場と為替市場との間で裁定が十分に働いていないのが実情です。また、当ファンドが
為替ヘッジ取引として行う中国元のNDF取引は、内外の金利差との裁定がほとんど働かないオフショアでの非居
住者間の直接（相対）取引によって市場が機能しているため、中国元の国内金利と米ドル金利の金利差から想定さ
れる為替ヘッジ取引の価格とNDFの価格は大きく乖離し、当該金利差から想定される期待収益性と運用成果が大
きく異なります。
※ NDF（ノン･デリバラブル･フォワード、直物為替先渡取引）とは、現物通貨の取引規制が厳しい通貨や為替市場が未成熟な通貨
の為替取引を行う場合に、あらかじめ約定したNDFレートと満期時の直物為替レートとの差から計算される差金のみを米ドルま
たはその他主要通貨で決済する相対取引です。

分配金に関する
留意点

各ファンドは、原則として、毎決算時に収益分配方針により分配を行いますが、分配金額はあらかじめ確定している
ものではなく、ファンドの運用状況（基準価額水準及び市況動向）等によっては分配を行わないこともあります。
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アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド
追加型投信／海外／債券

●お客さまに直接ご負担いただく費用及び税金（個人のお客さまの場合）

時　　期 項　　目 費　用・税　金

お申込時 申込手数料
3.675％（税抜3.5％）を上限として、販売会社が定める
率を申込受付日の翌営業日の基準価額（当初1口＝1円）
に乗じて得た金額とします。

途 中
換 金 時

信託財産留保額 0.1％

所得税及び
地 方 税

換金価額から取得費（お申込手数料等を含む）を控除した
利益（譲渡益）に対して課税されます。

収 益
分 配 時

所得税及び
地 方 税 普通分配金に対して課税されます。

償 還 時 所得税及び
地 方 税

償還価額から取得費（お申込手数料等を含む）を控除した
利益（譲渡益）に対して課税されます。

各ファンドの収益分配金は、配当控除 ･ 益金不算入制度の適用対象外となります。
上記は平成22年4月末現在の税法に基づき記載しております。
税法が変更 ･ 改正された場合は上記の内容が変更になることがあります。
各ファンドの会計上 ･ 税務上のお取扱いについては、あらかじめ会計士 ･ 税理士にご確認
ください。

●お客さまに間接的にご負担いただく費用（保有期間中にファンドが負担する費用）

信託報酬

上限：純資産総額に対して年率1.654%（税込）※の率を乗じて得た額
※ 各ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式をとっているため、各ファンドの
約款で定める信託報酬の年率0.924%（税込）に、組入投資信託証券のうち信
託報酬が最大のもの（年率0.73%）を加算しております。
　 この値はあくまでも信託報酬率の目安であり、各ファンドの実際の投資信託証
券の組入状況等によって実質的な信託報酬率は変動します。

【ご参考】
組入投資信託証券とその信託報酬
「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド」………………年率0.73%＊

「CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）」
………………年率0.0525%～0.3675%（税抜年率0.05%～0.35%）
＊ 日本国外においてかかる費用（日本籍以外の組入投資信託証券の信託報酬）に関
しては、消費税等が課されません。

その他の
費 用

上記の信託報酬以外に信託事務の諸費用、監査報酬及び実質組入有価証
券の売買委託手数料等が信託財産中から支払われます。
（その他の費用については、運用状況等により変動するものであり、事前
に料率、上限額等を示すことができません）

なお、費用の合計額については、お申込金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示
することができません。

詳しくは投資信託説明書（目論見書）後記の「ファンドにかかる費用・税金」をご参
照ください。
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〔ファンドの商品分類〕 
各ファンドは、追加型投信／海外／債券に属しています。 
 
○商品分類表        ○属性区分表 

 単位型／ 
追加型 

投資対象

地域 

投資対象資産 
（収益の源泉） 

 
投資対象資産 決算頻度

投資対象 
地域 

投資 
形態 

為替 
ヘッジ 

 

 

 

 

 

 

 

 
単 位 型 

 

 

 
追 加 型 

 

 

 

 

 

 

 

 
国  内 

 

 
海  外 

 

 
内  外 

 

 

 

 

 

 
株  式 

 
債  券 

 
不動産投信 

 
その他資産 
（    ） 

 
資産複合 

 

  
株式 
 一般 
 大型株 
 中小型株 

 
債券 
 一般 
 公債 
 社債 
 その他債券 
クレジット属性 
（  ） 

 
不動産投信 

 
その他資産※ 

（投資信託証券

（債券 社債 

（低格付債）））

 
資産複合 
（   ） 
 資産配分固定型 
 資産配分変更型 

 

 
年1回 

 

年2回 

 

年4回 

 

年6回 

（隔月）

 

年12回 

（毎月）

 
日々 

 
その他 
（  ）

 
グローバル 
 

 
日本 

 
北米 

 

欧州 

 
アジア 

 
オセアニア 

 
中南米 

 
アフリカ 

 
中近東 
（中東） 

 
エマージング 

 

 

 

 

 

 
ファミリー 
ファンド 

 

 

 

 

 

 

 
ファンド・オブ 

・ファンズ 

 

 

 

 

 
＜円コース＞

あり 

（フルヘッジ）

 

 

 

 

 
＜円コース

以外＞ 

なし 

（注）各ファンドが該当する商品分類・属性区分を網掛け表示しています。 
 
○商品分類の定義 
・単位型／追加型 
「追加型投信」…一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とともに運 

用されるファンドをいいます。 

・投資対象地域 
「海外」…………目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の

資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

・投資対象資産（収益の源泉） 
「債券」…………目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を

源泉とする旨の記載があるものをいいます。 
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○属性区分の定義 

・投資対象資産 
「その他資産（投資信託証券（債券 社債（低格付債）））」…目論見書又は投資信託約款において、組入れ

ている資産が主として投資信託証券であり、

実質的に債券のうち社債（低格付債）を投資

対象とするものをいいます。 

・決算頻度 

「年 12 回（毎月）」…目論見書又は投資信託約款において、年 12 回（毎月）決算する旨の記載があるもの

をいいます。 

 

・投資対象地域 

「北米」…………目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が北米地域の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

 

・投資形態 

「ファンド･オブ･ファンズ」…「投資信託等の運用に関する規則」第 2 条に規定するファンド・オブ・   

ファンズをいいます。 

・為替ヘッジ 

 ＜円コース＞ 
「為替ヘッジあり」…目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ又は一部の資産に為替の 

ヘッジを行う旨の記載があるものをいいます。 
＜円コース以外＞ 
「為替ヘッジなし」…目論見書又は投資信託約款において、為替のヘッジを行なわない旨の記載があるも

の又は為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいいます。 

 

※各ファンドは、ファンド・オブ・ファンズ方式で運用されます。このため、組入れている資産を示す属

性区分上の投資対象資産（その他資産（投資信託証券（債券 社債(低格付債)）））と収益の源泉となる資

産を示す商品分類上の投資対象資産（債券）とが異なります。 

 
*上記は、社団法人 投資信託協会「商品分類に関する指針」に基づき記載しております。商品分類・属性区

分の全体的な定義については、社団法人 投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/ ）を

ご参照ください。 
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＜アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）＞ 

①当ファンドは、円建の外国籍投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I3        

シェアクラス、豪ドル）」の投資信託証券及び円建の国内籍投資信託である「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と中長期

的な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I3 シェアクラス、豪ドル）」への投資比率は、原則

として 90％以上とすることを基本とします。 

③組入対象投資信託証券は、委託会社の判断により、変更されることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

豪ドルコース

投資

投資

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド
（I3シェアクラス、豪ドル）

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資

投資

米ドル建
ハイイールド債 等

本邦通貨表示の短期公社債、
コールローン等の短期金融商品

 

・「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I3 シェアクラス、豪ドル）」は、米ドル建資産を原則

として対豪ドルで為替ヘッジ取引を行います。 

  詳しくは後述の「◆投資対象ファンド概要◆ 外国籍投資信託」をご参照ください。 

 

 

＜アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）＞ 

①当ファンドは、円建の外国籍投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I4        

シェアクラス、ブラジルレアル）」の投資信託証券及び円建の国内籍投資信託である「ＣＡマネープール

ファンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保

と中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I4 シェアクラス、ブラジルレアル）」への投資比率

は、原則として 90％以上とすることを基本とします。 

③組入対象投資信託証券は、委託会社の判断により、変更されることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

ブラジルレアルコース

投資

投資 ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資

投資

米ドル建
ハイイールド債 等

本邦通貨表示の短期公社債、
コールローン等の短期金融商品

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド
（I4シェアクラス、ブラジルレアル）

 

・「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I4 シェアクラス、ブラジルレアル）」は、米ドル建資

産を原則として対ブラジルレアルで為替ヘッジ取引を行います。 

詳しくは後述の「◆投資対象ファンド概要◆ 外国籍投資信託」をご参照ください。 
 

 

＜アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）＞ 

①当ファンドは、円建の外国籍投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I6        

シェアクラス、中国元）」の投資信託証券及び円建の国内籍投資信託である「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と中長期

的な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I6 シェアクラス、中国元）」への投資比率は、原則

として 90％以上とすることを基本とします。 

③組入対象投資信託証券は、委託会社の判断により、変更されることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

 

投資方針 



 

- 10 - 

 

中国元コース

投資

投資

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド
（I6シェアクラス、中国元）

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資

投資

米ドル建
ハイイールド債 等

本邦通貨表示の短期公社債、
コールローン等の短期金融商品

 

・「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I6 シェアクラス、中国元）」は、米ドル建資産を原則

として対中国元で為替ヘッジ取引を行います。 

  詳しくは後述の「◆投資対象ファンド概要◆ 外国籍投資信託」をご参照ください。 

 

 

＜アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）＞ 

①当ファンドは、円建の外国籍投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I7        

シェアクラス、南アフリカランド）」の投資信託証券及び円建の国内籍投資信託である「ＣＡマネープー

ルファンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確

保と中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I7 シェアクラス、南アフリカランド）」への投資比

率は、原則として 90％以上とすることを基本とします。 

③組入対象投資信託証券は、委託会社の判断により、変更されることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

南アフリカランドコース

投資

投資 ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資

投資

米ドル建
ハイイールド債 等

本邦通貨表示の短期公社債、
コールローン等の短期金融商品

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド
（I7シェアクラス、南アフリカランド）

 

・「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I7 シェアクラス、南アフリカランド）」は、米ドル建

資産を原則として対南アフリカランドで為替ヘッジ取引を行います。 

詳しくは後述の「◆投資対象ファンド概要◆ 外国籍投資信託」をご参照ください。 
 

 

＜アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）＞ 

①当ファンドは、円建の外国籍投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I9        

シェアクラス、円）」の投資信託証券及び円建の国内籍投資信託である「ＣＡマネープールファンド（適

格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保と中長期的な

信託財産の成長を目指して運用を行います。 

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I9 シェアクラス、円）」への投資比率は、原則とし

て 90％以上とすることを基本とします。 

③組入対象投資信託証券は、委託会社の判断により、変更されることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 

円コース

投資

投資 ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資

投資

米ドル建
ハイイールド債 等

本邦通貨表示の短期公社債、
コールローン等の短期金融商品

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド
（I9シェアクラス、円）

 

・「ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I9 シェアクラス、円）」は、米ドル建資産を原則とし

て対円で為替ヘッジを行います。 

  詳しくは後述の「◆投資対象ファンド概要◆ 外国籍投資信託」をご参照ください。 
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投資対象ファンドの選定方針 
各ファンドは、アムンディ・グループ内外で運用される米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とす

るファンドとアムンディ・ジャパン株式会社が運用するマネーファンドを選定します。 

 

選定にあたっては、下記の点を選定のポイントとします。 

1. 投資対象ファンドの運用目的・運用方針が各ファンドの運用目的・運用方針に合致していること。 

2. 投資対象ファンドにおいて運用体制及びプロセス・リスク管理・情報開示が明確及び適切に行わ

れていること。 

3. 投資対象ファンドまたはその運用者がその投資対象資産における運用において必要な運用実績が

あること。 

4. 各ファンドが投資対象ファンドを売買する場合、その決済が適切に行われること。 
 
 
 
 
 
 

 
 

＜各ファンド＞ 
米ドル建のハイイールド債を実質的な主要投資対象※とします。 
※各ファンドは、各々以下の円建の外国籍投資信託及び円建の国内籍投資信託を主要投資対象とします。  

なお、各ファンドはコマーシャル・ペーパー等の短期有価証券ならびに短期金融商品等に直接投資する場合

があります。 
ファンド名 投資対象 

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド 

（I3 シェアクラス、豪ドル） 豪ドルコース 

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド 

（I4 シェアクラス、ブラジルレアル） ブラジルレアルコース 

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド 

（I6 シェアクラス、中国元） 中国元コース 

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド 

（I7 シェアクラス、南アフリカランド） 南アフリカランドコース 

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド 

（I9 シェアクラス、円） 円コース 

ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

 ＊組入対象投資信託証券は、変更されることがあります。 

投資対象 
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各ファンドの投資対象である投資信託の概要は、下記の通りです。 

投資対象の詳細は、信託約款をご参照ください。 

 
◆投資対象ファンド概要◆ 

外国籍投資信託 
ファンド名 ■ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェアクラス、豪ドル） 

■ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル） 

■ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I6シェアクラス、中国元） 

■ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I7シェアクラス、南アフリカランド） 

■ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I9シェアクラス、円） 

基本的性格 ルクセンブルグ籍会社型投資信託（円建） 

ファンドの特色 ① 米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とし、インカムゲインの確保に加え、中長期的

なキャピタルゲインの獲得を目指して運用を行います。 

② ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェアクラス、豪ドル）は、米ドル建

資産を原則として対豪ドルで為替ヘッジ取引を行います。 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル）は、

米ドル建資産を原則として対ブラジルレアルで為替ヘッジ取引を行います。 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I6シェアクラス、中国元）は、米ドル建

資産を原則として対中国元で為替ヘッジ取引を行います。 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I7シェアクラス、南アフリカランド）は、

米ドル建資産を原則として対南アフリカランドで為替ヘッジ取引を行います。 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I9シェアクラス、円）は、米ドル建資産を

原則として対円で為替ヘッジを行います。 

投資方針 1) 投資対象 
① 米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とします。  

② 外国為替予約取引、為替先渡取引、直物為替先渡取引等を活用します。  

2) 投資態度 
① 原則として、純資産総額の4分の3以上を米ドル建のハイ・イールド債に投資します。 
② 原則として、投資する資産は米ドル建とします。 
③ 投資適格債に投資する場合がありますが、その投資割合は原則として純資産総額の20%以
内とします。 

④ ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェアクラス、豪ドル）は、米ドル建
資産を原則として対豪ドルで為替ヘッジ取引を行います。                           
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル）は、
米ドル建資産を原則として対ブラジルレアルで為替ヘッジ取引を行います。     
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I6シェアクラス、中国元）は、米ドル建
資産を原則として対中国元で為替ヘッジ取引を行います。                           
ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I7シェアクラス、南アフリカランド）は、
米ドル建資産を原則として対南アフリカランドで為替ヘッジ取引を行います。 

  ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I9シェアクラス、円）は、米ドル建資産
を原則として対円で為替ヘッジを行います。 

⑤ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 
主な投資制限 ① 格付が付与されていない債券への投資割合は、原則として純資産総額の5%以内とします。

② 同一発行体の発行する債券への投資割合は、原則として純資産総額の5%以内とします。 
ただし、米国国債等への投資割合は、原則として純資産総額の20%以内とします。 

収益分配方針 原則として、毎月分配を行う方針です。 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェアクラス、豪ドル） 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I4シェアクラス、ブラジル
レアル） 

2009年11月6日
設定日 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I6シェアクラス、中国元） 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I7シェアクラス、南アフリ

カランド） 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド（I9シェアクラス、円） 

2010年4月28日
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関係法人 投資顧問会社：アムンディ・ジャパン株式会社 

副投資顧問会社：J.P.モルガン・インベストメント・ マネージメント・インク 

管理会社：アムンディ・ルクセンブルグ・エス・エー 

保管銀行・管理事務代行会社：CACEIS・バンク・ルクセンブルグ・エス・エー 

信託報酬 純資産総額に対し年率0.73% 

信託財産留保額 0.1% 

申込手数料 なし 

 
 
－「ストラクチュラ－米国ハイ・イールド・ボンド」の運用の体制等について－ 
「ストラクチュラ－米国ハイ・イールド・ボンド」の債券の運用は副投資顧問会社であるJ.P.モルガン・イ

ンベストメント・マネージメント・インク（JPMIM 社）が行います。当運用においては、ボトムアップに

よる銘柄選択とマクロ経済分析を組み合わせることにより、割安な銘柄を発掘することを重要視していま

す。銘柄選択においては、利回りが高く、割安と判断された銘柄とセクターを選択することによって、超

過収益を生み出すことを目指しています。JPMIM 社の運用担当者は、クレジット・アナリストとの意見交

換によりポートフォリオを決定し、トレーダーによって有価証券の売買が執行されます。 

■運用プロセス 

ファンダメンタル
リサーチ

≪例≫

業種別動向の確認

経営陣の評価

財務概況の確認、予想

流動性の分析

格付け動向の予想

キャッシュ･フロー分析

個別銘柄の
バリュエーション

≪例≫

債券の契約条項の分析

資本構成のレラティブ・バリ
ュー分析

業界／同業他社のレラティ
ブ・バリュー分析

市場全体でのレラティブ・
バリュー分析

ポートフォリオ
構築

約125～175 
銘柄*

チーム内でのレビュー、
ポートフォリオ構築
≪例≫

 日次市場分析

 レラティブ・バリュー分析の
ミーティング

 クレジット分析

 ポートフォリオ・レビュー

 リスク分析 *発行体数

 

 

■リスク管理 
JPMIM 社では、安定的な超過収益を確保するために、適正なリスク管理を行います。 
・信用リスクについては、格付機関による格付けに加えて、JPMIM 社独自の信用調査による社内評価を活用
することで、正確で迅速な投資判断を行うことにより管理します。 
・金利変動リスクについては、マクロ経済見通しに基づき、リスクの計測および管理を行います。 
・運用のプロセスに内在するリスクについては、リスク管理にかかる委員会および部署が、運用にかかる法
令上の制限が遵守されていることを確認することにより、またはポートフォリオの状況をチェックするこ
とにより管理します。 

■J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インクについて■ 
◆JPMIM 社は、1984 年 2 月に米国において設立された運用会社であり、金融持株会社 JP モルガン・チェ
ース・アンド・カンパニーの傘下にある「JP モルガン・アセット・マネジメント」グループの一員です。 

◆JPMIM社の経験豊富な高利回り社債運用チームは、徹底的な調査・分析にもとづく銘柄選択により、良好
な運用実績を有しています。 
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国内籍投資信託 

ファンド名  ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用） 

基本的性格 日本籍契約型投資信託（円建） 

ファンドの特色 主として本邦通貨表示の短期公社債に投資し、安定した収益の確保を目指して運用を行うと

ともに、あわせてコール・ローンなどで運用を行うことで流動性の確保を図ります。 

投資方針  1)投資対象 

本邦通貨表示の短期公社債を主要投資対象とします。 

2)投資態度 

①主として、本邦通貨表示の短期公社債に投資し、安定した収益の確保を目指して運用を行

うとともに、あわせてコール・ローンなどで運用を行うことで流動性の確保を図ります。

②資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等ならびに信託財産の規模によっては、上

記の運用ができない場合があります。 

主な投資制限 外貨建資産への投資は行いません。 

設定日 2007年11月7日 

純資産 約7.3億円（2010年4月30日現在） 

関係法人 委託会社：アムンディ・ジャパン株式会社 

受託会社：株式会社 りそな銀行 

販売会社：株式会社 りそな銀行 

信託報酬 年率0.0525%～0.3675%（税抜年率0.05%～0.35%） 

申込手数料 なし 
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①収益分配方針 
各ファンドは、毎決算時(毎月 8 日。休日の場合は翌営業日とします)に、原則として次の方針により  

分配を行います。 

１）分配対象収益の範囲  

分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当収入と売買益(評価益を含みます)等

の全額とします。 

２）分配対象収益についての分配方針 

分配金額は、委託会社が基準価額水準及び市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額

が少額の場合には分配を行わないこともあります。 

３）留保益の運用方針 

留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を

行います。 

②収益の分配 
１）信託財産から生じる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

(ⅰ)配当金、利子及びこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等収益」といい

ます）は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除した後、

その残金を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配金に充てるため、その一

部を分配準備積立金として積立てることができます。 

(ⅱ)売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬

及び当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その

全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分

配に充てるため、分配準備積立金として積立てることができます。 

(ⅲ)収益分配金にかかる収益調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額等に応じて

計算されるものとします。 

(ⅳ)収益調整金は、所得税法施行令第 27 条の規定によるもの（追加型証券投資信託の収益分配のう

ち非課税とされるもの）とし、受益者毎の信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、原則

として、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。また、受益者毎の信託時の受益権の価額等とは、原則として、受益者毎の個別元本をいい、

追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

２）毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

③収益分配金の支払 
１）収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該

収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。ま

た、当該収益分配金にかかる決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払以前のために販売

会社名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします）に、毎計

算期間終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日からお支払いします（原則として決算日(休日

の場合は翌営業日)の翌営業日からお支払いします）。 

２）上記１）の規定にかかわらず、別に定める契約（自動けいぞく投資契約）に基づいて収益分配金を

再投資する受益者に対しては、受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払込むことにより、原

則として毎計算期間終了日の翌営業日に収益分配金が販売会社に交付されます。この場合、販売会

社は受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付を行います。再投資により増

加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

３）上記１）に規定する収益分配金の支払は、販売会社の営業所等において行うものとします。 

４）受益者が、収益分配金について上記１）に規定する支払開始日から 5年間その支払を請求しないと

きはその権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属します。 
 

分配方針 
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各ファンドの信託約款で定める投資制限は、下記の通りです。 

投資制限の詳細は、信託約款をご参照ください。 

 

１）投資信託証券への投資割合には制限を設けません。 

２）外貨建資産への直接投資は行いません。 

３）デリバティブの直接利用は行いません。 

４）株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）への直接投資は行いません。 

５）同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けません。 

投資制限 
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各ファンドの主要投資対象は、米ドル建のハイイールド債に投資をするルクセンブルグ籍の投資信託であり、

当該投資信託は、値動きのある有価証券に投資します（外貨建資産には為替変動リスクもあります）ので、

基準価額は変動します。従って、各ファンドは投資元本が保証されているものではありません。また、   

各ファンドは預金保険の対象ではなく、信託財産に生じた利益及び損失は、全て受益者に帰属することとな

ります。 
後記の各投資リスクにより実質的な組入有価証券の価格が下落することにより、各ファンドの基準価額が下

落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。 
以下は、各ファンドに関して考えられる主な投資リスク及び留意点です。ただし、以下の記述は全ての投資

リスク及び留意点を網羅したものではありません。 
 

投資リスク 
①価格変動リスク 
各ファンドが主要投資対象とするルクセンブルグ籍の投資信託は、主に米ドル建のハイイールド債

（高利回り債／投機的格付債）を投資対象としています。債券の価格はその発行体の経営状況及び財

務状況、一般的な経済状況や金利、証券の市場感応度の変化等により価格が値下がりするリスクがあ

ります。当該債券の価格が下落した場合には、各ファンドの基準価額も下落し、損失を被り投資元本

を割込むことがあります。 

 

②金利変動リスク 
債券価格は、金利変動により変動します。一般的に金利が上昇した場合には、債券価格は下落し、各   

ファンドの基準価額が下落する要因になり、損失を被り投資元本を割込むことがあります。 
債券の償還までの期間が長ければ長いほど、その債券価格の下落幅は大きくなる可能性があります。 
 

③信用リスク 
・発行体の財務内容の悪化等により債券の元金や利金等の支払といった発行体による債務の履行が遅滞す

る、あるいは履行されないリスクです。また為替取引等の金融取引の相手方が債務を履行しないリスク

です。各ファンドが実質的に投資する債券の発行体や投資対象先の外国籍投資信託が行う為替ヘッジ取

引等の取引相手方等の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化を含む信用状況等の悪

化といった事態は信用リスクの上昇を招くことがあり、その場合には実質的に投資する債券の価格の下

落及び上記為替ヘッジ取引等に障害が生じ、不測のコスト上昇等を招くことがあります。この場合、各

ファンドの基準価額の下落要因となり、損失を被り投資元本を割込むことがあります。 

・債券の発行体等及び上記為替ヘッジ取引等の取引相手方が破産した場合は、投資資金の全部あるいは一

部を回収できなくなることがあります。その結果、各ファンドの基準価額が下落し、損失を被り投資元

本を割込むことがあります。 

・各ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託（ファンド）は主にダブル B格〔BB＋格（スタンダー

ド&プアーズ社）/Ba1 格（ムーディーズ社）〕以下のハイイールド債（高利回り債／投機的格付債）を

投資対象としているため、トリプル B 格〔BBB－格（スタンダード&プアーズ社）/Baa3 格（ムーディー

ズ社）〕以上の投資適格債を主要投資対象とするものに比べて信用リスクが高くなります。 

 

④為替変動リスク 
■豪ドルコース 
  当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売
り、豪ドル買いの為替ヘッジ取引を行います。そのため、当ファンドは円に対する豪ドルの為替変動

の影響を受け、為替相場が豪ドルに対して円高方向に進んだ場合には、当ファンドの基準価額は下落

し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。また、米ドル建資産に対して豪ドルで完全にヘッ

ジすることはできませんので、基準価額は円に対する米ドルの為替変動の影響を受ける場合がありま

す。なお、為替ヘッジ取引を行う際に豪ドル金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと豪ドルとの金

利差相当分の為替ヘッジ取引によるコストがかかることにご留意ください。 

ファンドの主な投資リスク及び留意点



 

- 18 - 

 
■ブラジルレアルコース 
  当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売
り、ブラジルレアル買いの為替ヘッジ取引を行います。そのため、当ファンドは円に対するブラジル

レアルの為替変動の影響を受け、為替相場がブラジルレアルに対して円高方向に進んだ場合には、当

ファンドの基準価額は下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。また、米ドル建資産に

対してブラジルレアルで完全にヘッジすることはできませんので、基準価額は円に対する米ドルの為

替変動の影響を受ける場合があります。なお、為替ヘッジ取引を行う際にブラジルレアル金利が米ド

ル金利より低い場合、米ドルとブラジルレアルとの金利差相当分の為替ヘッジ取引によるコストがか

かることにご留意ください。 
 
■中国元コース 
  当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売
り、中国元買いの為替ヘッジ取引を行います。そのため、当ファンドは円に対する中国元の為替変動

の影響を受け、中国元の為替相場が円高方向に進んだ場合には、当ファンドの基準価額は下落し、損

失を被り投資元本を割込むことがあります。また、米ドル建資産を中国元へ完全にヘッジすることは

できませんので、基準価額は円に対する米ドルの為替変動の影響を受ける場合があります。なお、為

替ヘッジ取引を行う際に中国元金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと中国元との金利差相当分の

為替ヘッジ取引によるコストがかかることにご留意ください。 
 
■南アフリカランドコース 
  当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル売
り、南アフリカランド買いの為替ヘッジ取引を行います。そのため、当ファンドは円に対する南アフ

リカランドの為替変動の影響を受け、南アフリカランドの為替相場が円高方向に進んだ場合には、当

ファンドの基準価額は下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。また、米ドル建資産を

南アフリカランドへ完全にヘッジすることはできませんので、基準価額は円に対する米ドルの為替変

動の影響を受ける場合があります。なお、為替ヘッジ取引を行う際に南アフリカランド金利が米ドル

金利より低い場合、米ドルと南アフリカランドとの金利差相当分の為替ヘッジ取引によるコストがか

かることにご留意ください。 
 
*上記為替ヘッジ取引においては、外国為替予約取引、為替先渡取引、直物為替先渡取引等を活用し
ます。従って、為替ヘッジ取引通貨国の国内金利と米ドル金利から計算される金利差の値と為替ヘ

ッジ取引から導き出される金利差が大きく異なる場合があります。 
 

■円コース 
当ファンドの主要投資対象である外国籍投資信託は、主に米ドル建資産に投資し、原則として米ドル

売り、円買いの為替ヘッジを行うことで為替変動リスクの低減を図ります。ただし、当該為替ヘッジ

によって為替変動リスクを完全に排除できるものではなく、円に対する米ドルの為替変動の影響を受

ける可能性があります。なお、為替ヘッジを行う際に円金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと円

との金利差相当分の為替ヘッジコストがかかることにご留意ください。 

 
⑤流動性リスク 
急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な

変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、債券等を市場実勢から期待される価

格で売買できず、不測の損失を被るリスクがあります。このような場合には、当該債券等の価格の下

落により、各ファンドの基準価額が下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。 
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留意点 
①分配金に関する留意点 
各ファンドは、毎決算時に原則として収益分配方針により分配を行いますが、分配金額はあらかじめ確

定されているものではなく、ファンドの運用状況（基準価額水準及び市況動向）等によっては分配を行

わないこともあります。 
 

②ハイイールド債への投資に関する留意点 
ハイイールド債（高利回り債/投機的格付債）とは、格付機関によりダブル B格〔BB＋格（スタンダード

&プアーズ社）/Ba1 格（ムーディーズ社）〕以下に格付されている社債をいい、より高い信用格付を有す

る債券に比べて、通常、より高い利回りを提供する一方で組入債券の価格は大きく変動すると考えられ

ます。各ファンドが外国籍投資信託を通じて投資する債券に債務不履行が発生した場合、またはそうし

た事態が予測される場合、あるいは格付機関により信用格付が格下げされた場合等には、当該債券の価

格は下落し、その影響を受け、各ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、ハイイールド

債（高利回り債／投機的格付債）は、金利の変化につれて価格が変動する債券としての性格を持つとと

もに、株式に類似した特質を併せ有しています。このため、個々の発行体の業績、財務内容の変化や全

般的な景気動向の影響を強く受け、債券価格は格付の引上げ、引下げ、信用市場の動向などによって上

下に大きく変動します。 

 

③ 規制の変更に関する留意点 
・各ファンドの運用に関連する国または地域の法令、税制及び会計基準等は今後変更される可能性があり

ます。 
・将来、規制が変更された場合、各ファンドは重大な不利益を被る可能性があります。 

 
④ その他の留意点 
・「中国元コース」に関する留意点 

「中国元コース」ではその主要対象である外国籍投資信託の米ドル建資産について、米ドルから中国元

への為替ヘッジ取引を行います。しかし、中国の為替市場は内外の為替取引の自由化を実施しておらず、

実際に中国元の現物受渡しを伴う為替取引は制限されています。従って、中国外の非居住者間による為

替取引（オフショア取引）については NDF※（ノン･デリバラブル･フォワード、直物為替先渡取引）と

いう取引手法を用いて為替ヘッジ取引を行う事が一般的で、当ファンドにおいても NDF を活用します。 

中国では海外との資本取引が制限されていることから、中国元に係る内外の金利市場と為替市場との間

で裁定が十分に働いていないのが実情です。また当ファンドが為替ヘッジ取引として行う中国元の NDF

取引は、内外の金利差との裁定がほとんど働かないオフショアでの非居住者間の直接（相対）取引によ

って市場が機能しているため、中国元の国内金利と米ドル金利の金利差から想定される為替ヘッジ取引

の価格と NDF の価格は大きく乖離し、当該金利差から想定される期待収益性と運用成果が大きく異なり

ます。 
※NDF（ノン･デリバラブル･フォワード、直物為替先渡取引）とは、現物通貨の取引規制が厳しい通貨や為

替市場が未成熟な通貨の為替取引を行う場合に、あらかじめ約定した NDF レートと満期時の直物為替レー

トとの差から計算される差金のみを米ドルまたはその他主要通貨で決済する相対取引です。 
・前記以外にも、実質組入有価証券の売買委託手数料、信託報酬、監査費用の負担及びこれらに対する消

費税等の負担による負の影響が存在します。 
・証券市場及び外国為替市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済事

情の変化もしくは政策の変更等の諸事情により閉鎖されることや不測の事態に陥ることがあります。こ

の場合、各ファンドの運用が影響を被って基準価額が下落することがあり、その結果、投資元本を下回

る可能性があります。基準価額の正確性に合理的な疑いがあると判断した場合、委託会社は途中換金の

受付を一時的に中止することがあります。 
・投資環境の変化などにより、継続申込期間の更新を行わないことや、申込の受付を停止することがあり

ます。この場合は、新たに各ファンドを購入できなくなります。 
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投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申し上げます。 

 

・投資信託は預金ではなく、預金保険の対象とはなりません。 

・投資信託は保険契約ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象とはなりません。 

・銀行を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

・投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（銀行は販売の窓口となります）。 

・投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります）に投資するため、投資元

本及び分配金が保証された商品ではありません。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。 

・投資信託のご購入時にはお申込手数料、保有期間中には信託報酬及びその他の費用等がかかります。 

・投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。 

 

 

一般的な留意点 
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■各ファンド共通 
  以下の図表中※イ、※ロについて下記の表よりそれぞれあてはめてご覧ください。 

   

※イ 豪ドルコース ブラジルレアルコース 中国元コース 南アフリカランドコース 円コース 

※ロ 
I3シェアクラス、 

豪ドル 

I4シェアクラス、  

ブラジルレアル 

I6シェアクラス、

中国元 

I7シェアクラス、   

南アフリカランド 

I9シェアクラス、

円 

 
 

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

委託会社

株式会社 りそな銀行
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

株式会社 りそな銀行
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

受託会社

信託契約※1

募集･販売等に関する契約※2

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド

（※イ）

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド

（※イ）

ファンド

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

販売会社

投資家
（受益者）

（ルクセンブルグ籍会社型投資信託／円建）

投資顧問会社:アムンディ・ジャパン株式会社

副投資顧問会社：J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク

（ルクセンブルグ籍会社型投資信託／円建）

投資顧問会社:アムンディ・ジャパン株式会社

副投資顧問会社：J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（※ロ）ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（※ロ）

（日本籍契約型投資信託／円建）

運用会社:アムンディ・ジャパン株式会社

（日本籍契約型投資信託／円建）

運用会社:アムンディ・ジャパン株式会社

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資 損益 投資 損益

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

委託会社

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

アムンディ・ジャパン株式会社

信託財産の運用業務等を行います。

委託会社

株式会社 りそな銀行
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

株式会社 りそな銀行
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

受託会社

信託契約※1

募集･販売等に関する契約※2

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド

（※イ）

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド

（※イ）

ファンド

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

販売会社

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

販売会社販売会社

投資家
（受益者）
投資家
（受益者）

（ルクセンブルグ籍会社型投資信託／円建）

投資顧問会社:アムンディ・ジャパン株式会社

副投資顧問会社：J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク

（ルクセンブルグ籍会社型投資信託／円建）

投資顧問会社:アムンディ・ジャパン株式会社

副投資顧問会社：J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク

ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（※ロ）ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（※ロ）

（日本籍契約型投資信託／円建）

運用会社:アムンディ・ジャパン株式会社

（日本籍契約型投資信託／円建）

運用会社:アムンディ・ジャパン株式会社

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

投資 損益 投資 損益

 
 

 

※1 信託契約 

委託会社と受託会社との間において「信託契約（投資信託約款）」を締結しており、委託会社及び受託会社の業

務、受益者の権利、受益権、投資信託財産の運用・評価・管理、収益の分配、信託の期間・償還等を規定して

います。 

 

※2 募集・販売等に関する契約 

委託会社と販売会社との間において締結しており、販売会社が行う募集・販売等の取扱、収益分配金及び償還

金の支払、解約の取扱等を規定しています。 

ファンドのしくみ 
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名 称 等 アムンディ・ジャパン株式会社 

（金融商品取引業者 登録番号 関東財務局長（金商）第 350 号） 

資 本 の 額 12 億円 

昭和46年11月22日 山一投資カウンセリング株式会社設立 

昭和55年 1月 4日 山一投資カウンセリング株式会社から山一投資顧問株式会社 

へ社名変更 

平成10年 1月28日 ソシエテ ジェネラル投資顧問株式会社（現アムンディ・ 

ジャパンホールディング株式会社）が主要株主となる 

平成10年 4月 1日 山一投資顧問株式会社からエスジー山一アセットマネジメント 

株式会社へ社名変更 

平成10年11月30日 証券投資信託委託会社の免許取得 

平成16年 8月 1日 りそなアセットマネジメント株式会社と合併し、ソシエテ 

ジェネラルアセットマネジメント株式会社へ社名変更 

平成19年 9月30日 金融商品取引法の施行に伴い同法の規定に基づく金融商品 

取引業者の登録を行う 

会社の沿革 

平成22年 7月 1日 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社と合併し、 

アムンディ・ジャパン株式会社へ社名変更 

名     称 住     所 所 有 株 式 数 比     率 
大 株 主 

の 状 況 
アムンディ・ジャパン 

ホールディング株式会社 

東京都千代田区内幸町

一丁目 2番 2号 
2,400,000 株 100% 

（平成22年7月1日現在） 

 

《アムンディ概要》 

アムンディは、運用資産規模で 6,880 億ユーロ※1を超え、欧州第 3位※2、世界ではトップ・テン※3に入る

グローバルプレーヤーの運用会社です。世界 30 ヵ国以上の主要な投資地域の中心に拠点を持ち、すべての

アセットクラスや主要通貨を網羅する広範囲な運用商品を提供します。 

アムンディは、世界中の 1億人以上のリテールのお客様のニーズに応えるべく、貯蓄・投資手段の提供に

力を注ぎます。また、機関投資家のお客様については、個別の要望やリスク許容度に応じた、革新的で良

好なパフォーマンスを生み出すような商品を開発、提供します。 
 

※1 アムンディによる試算 (数値は 2010 年 3 月末現在) 
※2 IPE (インベストメント・ペンション・ヨーロッパ) によるトップ 400 社調査 ‒ 2009 年 7 月版 (数値は 2008 年 12 月末) 
※3 GI (グローバル・インベスターズ) による 100 社ランキング ‒ 2008 年 9 月版 (数値は 2008 年 6 月) 

 

委託会社の概要 
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≪各ファンドの運用体制≫ 

委託会社の運用体制は、運用本部所属のファンド・マネージャーがファンドの運用指図を行う体制となり

ます。 

投
資

投資信託契約に
基づく運用指図

Plan

Do

See

運用計画

投資行動

運用成果のチェック
（運用成果、手法、
プロセス、体制のチェック）

資金フロー、シミュレーション、
トレーディングプラン等

ポートフォリオ構築・決定
↓

トレーディング

レビュー委員会（月次）

投資政策委員会

受
託
会
社

金融商品市場

委 託 会 社

投
資
投
資

投資信託契約に
基づく運用指図
投資信託契約に
基づく運用指図

Plan

Do

See

運用計画

投資行動

運用成果のチェック
（運用成果、手法、
プロセス、体制のチェック）

資金フロー、シミュレーション、
トレーディングプラン等

ポートフォリオ構築・決定
↓

トレーディング

レビュー委員会（月次）

投資政策委員会

受
託
会
社

金融商品市場

委 託 会 社

 

ファンドの運用組織は以下のとおりです。 

運用計画・・・・・・・運用本部各運用部（7名程度） 

投資行動・・・・・・・運用本部所属ファンド・マネージャー（7名程度） 

運用成果のチェック・・レビュー委員会（7名以上）、投資政策委員会（3名以上） 

ファンドの運用を行うに当たっての社内規定 

・証券投資信託の運用に関する規則 

・服務規程（ファンド・マネージャー用） 

・リスク管理基本規程 

・証券先物取引に関する社内基準 

・各種業務マニュアル 

・コンプライアンス・マニュアル 

関係法人に関する管理体制 

受託会社・・・・年 1回以上、ミーティングまたは内部統制報告書に基づくレビューを実施 

各ファンドの運用体制等は平成 22 年 7 月 1日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
 

≪リスク管理体制≫ 
委託会社では、以下のように 2段階でリスクのモニタリング及び管理を行います。 

 

・ 運用パフォーマンスの評価・分析 

リスクマネジメント部が運用リスク全般の状況をモニタリングするとともに、運用パフォーマンスの

分析及び評価を行い、定期的にリスク委員会に報告します。 

・ 運用リスクの管理 

リスクマネジメント部が法令諸規則及び運用ガイドライン等の遵守状況のモニタリングを行い、運用

状況を検証及び管理し、定期的にリスク委員会に報告します。また、コンプライアンス部が運用に係

る社内規程、関連法規の遵守を徹底し、重大なコンプライアンス事案については、コンプライアンス

委員会で審議が行われ必要な方策を講じます。 

各ファンドのリスク管理体制等は平成 22 年 7 月 1日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

運用体制及びリスク管理体制
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各ファンドの取得申込は、委託会社が指定する販売会社の本支店・営業所において取扱っております。    
販売会社によっては、一部の支店・営業所等で取扱わない場合があります。 
詳しくは販売会社にお問合せください。 
 平成 22 年 7 月 1日（木）から平成 23 年 1 月 7 日（金）まで※1 

 

申込期間 

取得申込の受付は、原則として各営業日の午後 3 時までに受付けたもの（当該取得の

申込にかかる販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を当日の受付分として取扱

います。この時刻を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとなります。 

ただし、ファンドの休業日※2にあたる場合は、お申込みできません。 

※1 申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新 され

ます。 
※2 東京証券取引所の休業日、ニューヨーク証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行

休業日、ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する場合、または 12 月 24

日である場合を指します。 

 
申込単位 

1 円または 1口を最低単位として販売会社が定める申込方法及び単位とします。 

詳しくは、販売会社にお問合せください。 

申込価額 申込受付日の翌営業日の基準価額 

払込期日 

お申込みを受付けた販売会社が定める日までに、お申込金額をお申込みの販売会社に

お支払いください。払込期日は販売会社によって異なる場合がありますので、お申込

みの販売会社にご確認ください。 

* 委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、取得申込の受付を中止すること及び既に受付けた取得申込の受付を取消すこ

とができます。 

* 取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振

替機関等の口座を申出るものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行

われます。なお、販売会社は、当該取得申込の代金の支払と引換に、当該口座に当該取得申込者にかか

る口数の増加の記載または記録を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権

について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機

関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法

の規定に従い、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。受託会社は、追加信託に

より生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に

かかる信託を設定した旨の通知を行います。 

 

申込(販売)の手続等 
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換金取扱期間 

原則として、毎営業日換金（解約）のお申込みが可能です。 

各ファンドをご購入いただいた販売会社においてお申込みください。 

ただし、ファンドの休業日にあたる場合は、お申込みできません。 

途中換金の実行の請求の受付は、原則として各営業日の午後 3 時までに受付けた

もの（当該換金の申込みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を

当日の受付分として取扱います。この時刻を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとな

ります。 

 
換金単位 

1 口を最低単位として販売会社が定める単位とします。 

詳しくは、販売会社にお問合せください。 

 
換金価額 

換金請求受付日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に 0.1%の率を乗じて得た

信託財産留保額を控除した価額とします。 

 
換金代金の支払 

換金代金は、換金請求受付日から起算して原則として 5 営業日目から、販売会社

においてお支払いします。 

１）委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停止その他

やむを得ない事情があるときは、途中換金の実行の請求の受付を中止すること及び既に受付けた

途中換金の実行の請求の受付を取消すことができます。 

２）受益権の買取 

販売会社は、受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。 

買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問合せく

ださい。 

 

* 換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかる

この信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹

消の申請を行うものとし、社振法の規定に従い、当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載

または記録が行われます。換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

 
 
申込（販売）手続等及び換金（解約）手続等について委託会社の照会先は次の通りです。 

 
 

換金(解約)の手続等 
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時期 項目 費用･税金 

申込時 申込手数料※1 3.675%（税抜3.5%）を上限に販売会社が定めるものとします。

途中換金時 所得税及び地方税 換金価額※2の個別元本超過額※3に対して課されます。 

収益分配時 所得税及び地方税 普通分配金に対して課されます。 

償還時 所得税及び地方税 償還時の個別元本超過額※3に対して課されます。 

※1 申込手数料についての詳細はお申込みの販売会社の本支店営業所等にお問合せください。 

委託会社のインターネットホームページ（http://www.amundi.co.jp）でも販売会社の申込手数料等がご覧いただけます。 

※2 換金価額は、換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額（0.1%）を控除した額とします。 
※3 個人の受益者においては、換金価額及び償還価額から取得費（申込手数料及び当該申込手数料に係る消費税等相当額を含

みます）を控除した利益が譲渡益（譲渡所得）として課税対象になります。 

 

* 各ファンドの収益分配金は、配当控除・益金不算入制度の適用対象外となります。 

（注）平成 22 年 4 月末現在の税法に基づき記載しております。 

  税制が変更・改正された場合は上記の内容が変更になることがあります。 

各ファンドの会計上・税務上のお取扱いについては、あらかじめ会計士・税理士にご確認ください。 

 

 
 

信託報酬等 

 時期 信託報酬 

 
信託報酬の総額

信託財産の純資産総額に対し、 

年率 0.924%（税抜 0.88%）を乗じて得た金額 

 純資産総額が 300 億円以下の場合 

 委 託 会 社  ： 年率 0.3675%（税抜 0.35%） 

 販 売 会 社  ： 年率 0.5250%（税抜 0.50%） 

 受 託 会 社  ： 年率 0.0315%（税抜 0.03%） 

 純資産総額が 300 億円超、500 億円以下の場合 

 委 託 会 社  ： 年率 0.3150%（税抜 0.30%） 

 販 売 会 社  ： 年率 0.5775%（税抜 0.55%） 

 受 託 会 社  ： 年率 0.0315%（税抜 0.03%） 

 

毎日 

信託報酬の配分

純資産総額が 500 億円超の場合 

 委 託 会 社  ： 年率 0.2625%（税抜 0.25%） 

 販 売 会 社  ： 年率 0.6300%（税抜 0.60%） 

受 託 会 社  ： 年率 0.0315%（税抜 0.03%）  

 

信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

委託会社は、受託会社の同意のうえ、前記に規定する率以内で信託報酬率を変更することができます。 

なお、各ファンドは、主として投資信託証券に投資するファンド・オブ・ファンズです。 

上記信託報酬の他に、投資対象となる組入投資信託証券ごとに信託報酬がかかります。 

お客さまに直接ご負担いただく費用・税金

ファンドで間接的にご負担いただく費用 
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組入投資信託証券とその信託報酬は次の通りです。 

各ファンドが投資対象とする投資信託証券 信託報酬 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボンド 

（ルクセンブルグ籍） 

年率0.73%※ 

 

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用）

（日本籍） 

 

各月毎に決定するものとし、前月の最終営業日の翌日

から当月の最終営業日までの信託報酬率は、各月の前

月の最終5営業日における無担保コール翌日物レート

の平均値に0.315（税抜0.3）を乗じて得た率（以下「当

該率」といいます）とします。 

ただし、当該率が年0.0525%（税抜0.05%）未満の場合

には、年0.0525%（税抜0.05%）の率とし、年0.3675%

（税抜0.35%）を超える場合には、年0.3675%（税抜

0.35%）の率とします。 

※日本国外においてかかる費用（日本籍以外の組入投資信託証券の信託報酬）に関しては、消費税等が課されません。 

 

実質的な信託報酬等 
各ファンドの信託報酬に各ファンドが投資対象とする投資信託の信託報酬等を加えた、受益者が負担する

信託報酬は以下の通りです。ただし、この値はあくまでも信託報酬率の目安であり、各ファンドの実際の

投資信託証券の組入状況等によっては、実質的な信託報酬率は変動します。 

 

受益者の方に 

ご負担いただく 

実質的な信託報酬 

 「アムンディ・りそな米国  

ハイ・イールド債券ファンド」

信託報酬(税込) 

 
組入投資信託証券 

信託報酬 

上限※ 年率1.654%（税込） 

 

＝ 年率0.924% 

 

＋ 年率0.73%～0.0525% 

※各ファンドの「信託報酬 年率 0.924%（税込）」に、組入投資信託証券のうち信託報酬が最大のもの（年

率 0.73%）を加算しております。 

 

その他の手数料等 
①資金の借入れにかかる借入金の利息 
信託財産において一部解約に伴う支払資金の手当て、再投資に係る収益分配金の支払資金の手当て

等を目的として資金借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産中から支払われます。 

②信託事務等の諸費用及び監査報酬 
1)信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用及び受託会社の立替えた立替金の利息は、

受益者の負担とし、信託財産中から支払われます。 

2)信託財産の財務諸表の監査費用 (消費税等相当額を含みます)は、毎年 4月及び 10 月に到来する計

算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁することを原則とします(日々の信託財産の純資

産総額に対して年率 0.01%（税込）を乗じて得た額。ただし、1 回当たりの監査報酬の上限は 500

万円（税込）(有価証券届出書提出日現在))。 
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③各ファンドの実質組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料 
信託財産が負担します。この他に、売買委託手数料に対する消費税等相当額、CP、CD、預金、指定

金銭信託、コール・ローン及び手形割引等に要する費用ならびに外国における資産の保管等に要す

る費用についても信託財産が負担します。信託財産の証券取引等に伴う手数料や税金は信託財産が

負担しますが、売買委託手数料等は国や市場によって異なります。また、売買金額によっても異な

ります。 
※ 各ファンドが投資対象とする投資信託証券において組入有価証券の売買の際に発生する売買委託

手数料等を現地投資信託証券が負担します。 

＊その他の手数料等については運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示す

ることができません。 

＊費用の合計額については、お申込金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができま

せん。 

 
 

 
 
 
課税については、次のような取扱となります。なお、税法が変更・改正された場合は、以下の内容が変

更になることがあります（平成 22 年 4 月末現在の税法に基づき記載しております）。 

 

①個別元本について 
(ⅰ) 追加型投資信託について、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料及び当該申込手数料

にかかる消費税等相当額は含まれません）が当該受益者の元本（個別元本）にあたります。 
(ⅱ) 受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、原則として、個別元本は、当該受益者が

追加信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 
(ⅲ) 同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については販売会社毎に、個別元本の算出が行わ

れます。また、同一販売会社であっても複数口座で同一ファンドを取得する場合は当該口座毎に、

個別元本の算出が行われる場合があります。 
(ⅳ) 受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控

除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります（「特別分配金」については、後記「②

収益分配金の課税について」を参照）。 

②収益分配金の課税について 
追加型投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別

分配金」（受益者毎の元本一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 
受益者が収益分配金を受取る際、次の通りとなります。 

(ⅰ) 当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合又は当該受益者の個別

元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。 
(ⅱ) 当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る

部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金と

なります。なお、受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当

該特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

税金の取扱 
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③個人、法人別の課税の取扱いについて 

(ⅰ)個人の受益者に対する課税 
 

時期 適用期間 条件 内容 

課税対象 

換金価額又は償還価額から取得費（申込

手数料等を含みます）を控除した場合に

生じる利益（譲渡所得） 

源泉徴収の有無 無※1 

申告方法 確定申告による申告分離課税※2 

平成 23 年 12 月 31 日まで

税率 
確定申告による税率は、10%(所得税 7%、

地方税 3%)となります。 

課税対象 

換金価額又は償還価額から取得費（申込

手数料等を含みます）を控除した場合に

生じる利益（譲渡所得） 

源泉徴収の有無 無※1 

申告方法 確定申告による申告分離課税※2 

 

途中換金時 

償還時 

平成 24 年 1 月 1日以降 

税率 
確定申告による税率は、20%(所得税 15%、

地方税 5%)となります。 

課税対象 普通分配金(配当所得) 

源泉徴収の有無 有(10%の税率で源泉徴収) 

申告方法 
確定申告による申告分離課税※3 又は確定

申告による総合課税又は申告不要※4 

平成 23 年 12 月 31 日まで

税率 

申告分離課税の場合は、10%(所得税 7%、

地方税 3%)の税率となります。 

確定申告による総合課税の場合は所得税

の累進税率が適用されます。 

申告不要の場合は 10%(所得税 7%、地方税

3%)の源泉徴収税額で納税が完了します。

課税対象 普通分配金(配当所得) 

源泉徴収の有無 有(20%の税率で源泉徴収) 

申告方法 
確定申告による申告分離課税※3 又は確定

申告による総合課税又は申告不要※4 

 

収益分配時 

平成 24 年 1 月 1日以降 

税率 

申告分離課税の場合は、20%(所得税 15%、

地方税 5%)の税率となります。 

確定申告による総合課税の場合は所得税

の累進税率が適用されます。 

申告不要の場合は 20%(所得税 15%、地方

税 5%)の源泉徴収税額で納税が完了しま

す。 
※1 特定口座（源泉徴収選択口座）を利用している場合には、平成 23 年 12 月 31 日までは 10%の税率で、平成

24 年 1 月 1日以降は 20%の税率で源泉徴収が行われます。 
※2 特定口座（源泉徴収選択口座）を利用している場合においては、申告不要とすることができます。 
※3 申告分離課税を選択した場合、上場株式等の譲渡損失との損益通算が可能となります。 
※4 特定口座（源泉徴収選択口座）内において、上場株式等の譲渡損失と配当所得の金額との損益通算が可能

となります。 
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（ⅱ）法人の受益者に対する課税 

※ お客さまの個別元本（受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料及び当該申込手数料にかかる消費税等相当額

は含まれません）をいいます）を上回る金額に対して課税されます。 

  

④買取請求時の課税について 
原則として源泉徴収は行われず、確定申告により納税していただきます。 
買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問合せくだ

さい。 
 
各ファンドの収益分配金は、配当控除、益金不算入制度の適用対象外となります。 
税法が変更・改正された場合は、前記の内容が変更になることがあります。 
各ファンドの会計上・税務上の取扱については、あらかじめ会計士・税理士にご確認ください。 

 

時期 適用期間 条件 内容 

課税対象 個別元本超過額※ 
平成 23年 12月 31日まで

源泉徴収の有無 有(7%の税率による源泉徴収(所得税)) 

課税対象 個別元本超過額※ 

途中換金時 

償還時 
平成 24 年 1 月 1日以降 

源泉徴収の有無 有(15%の税率による源泉徴収(所得税)) 

課税対象 普通分配金 
平成 23年 12月 31日まで

源泉徴収の有無 有(7%の税率による源泉徴収(所得税)) 

課税対象 普通分配金 
収益分配時 

平成 24 年 1 月 1日以降 
源泉徴収の有無 有(15%の税率による源泉徴収(所得税)) 



 

- 31 - 

 
 
 

資産の評価 
１）基準価額の算定 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券及び信託約款に規定する借入有価

証券を除きます）を法令及び社団法人投資信託協会規則に従って時価又は一部償却原価法により評

価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいます）を、計

算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 
２）基準価額の算出頻度と公表 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問合せることによ

り知ることができます。また、当日の基準価額は原則として、翌日の日本経済新聞に掲載されます。

なお、基準価額は 1万口単位で表示されたものが発表されます。 

 
各ファンドの基準価額について委託会社の照会先は次の通りです。 

 
 
保管 
該当事項はありません。 

 

信託期間 
ファンド 信託期間 

豪ドルコース、ブラジルレアルコース 平成21年11月6日から平成26年11月7日まで 

中国元コース、南アフリカランドコース、円コース 平成22年4月28日から平成26年11月7日まで 

ただし、後記「その他 １）信託の終了」に該当する場合、信託は終了することがあります。なお、委託

会社は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託会社と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。 

 

計算期間 
１）各ファンドの計算期間は以下のとおりです。 

ファンド 計算期間 

豪ドルコース、ブラジルレアルコース 

原則として毎月9日から翌月8日までとします。

ただし、第1計算期間は信託契約締結日から平成

22年1月8日までとします。 

中国元コース、南アフリカランドコース、円コース 

原則として毎月9日から翌月8日までとします。

ただし、第1計算期間は信託契約締結日から平成

22年6月8日までとします。 

２）各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます）が休業日のとき、各計算期間終了日

は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終

計算期間の終了日は、信託約款に定める信託期間の終了日とします。 

 

受益者の権利等 
受益者は、主な権利として収益分配金に対する請求権、償還金に対する請求権及び途中換金（買取）請

求権を有しています。 

管理及び運営の概要 
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その他 
１）信託の終了 
(a)委託会社は、各ファンドにつき、次の場合、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託

を終了させることができます（以下「繰上償還」といいます）。この場合において、委託会社は、あ

らかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ⅰ．信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき 
ⅱ．信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が 10 億口を下回った場合 

ⅲ．やむを得ない事情が発生したとき 

委託会社は、前記に従い繰上償還させる場合、以下の手続により行います。 

1) 委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨について、書面による決議（以下「書面決議」と

いいます）を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解

約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れている受

益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

2）前記1)の書面決議において、受益者（委託会社及びこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下2）において同じ）は

受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受

益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものと

みなします。 

3）前記1)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 

4）前記1)から前記3)までの規定は、以下に掲げる場合には適用しません。 

1．信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、前記 1）か

ら 3）までの規定による信託契約の解除の手続きを行うことが困難な場合 

2．委託会社が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提案につき、この信託

契約に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をした場合 

(b)委託会社が、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき、その命令に従い、信託契約を

解約し信託を終了させます。 

(c)委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき、委託

会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁がこの信託契約に関する

委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、後記「２）

信託約款の変更等」の(b)の書面決議が否決された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社と

の間において、存続します。 

(d)受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合及び解任された場合において、委託会

社が新受託会社を選任できないとき、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

２）信託約款の変更等 
(a)委託会社は、各ファンドにつき、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が

発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託

との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第 16 条第 2号に規定する「委託者指図型投資信託の

併合」をいいます。以下同じ）を行うことができるものとし、あらかじめ、変更または併合しよう

とする旨及びその内容を監督官庁に届け出ます。なお、信託約款は「２）信託約款の変更等」に定

める以外の方法によって変更することができないものとします。 

(b)委託会社は、前記(a)の事項（(a)の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に

限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます）について、書面決議を行い

ます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容及びその

理由などの事項を定め、当該決議の日の 2週間前までに、この信託約款に係る知れている受益者に

対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

(c)前記(b)の書面決議において、受益者（委託会社及びこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属

するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下(c)において同じ）は受益権

の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決

権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

(d)前記(b)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議

決権の 3分の 2以上に当たる多数をもって行います。 
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(e)書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

(f)前記(b)から前記(e)までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたときには適用しません。 

(g)前記(a)から前記(f)にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合にあっ

ても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合

は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

３）反対者の買取請求権 
各ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合において、書面決議において当該

解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、販売会社を通じて、受託会社に対し、自己に帰

属する受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内容

及び買取請求の手続に関する事項は、前記「１）信託の終了」（a）の 1)または、「２）信託約款の変

更等」(b) に規定する書面に付記します。 

４）公告 
委託会社が受益者に対してする公告は日本経済新聞に掲載します。 

５）運用報告書の作成 
委託会社は、4 月及び 10 月の計算期間の末日及び償還時に運用報告書を作成し、各ファンドの信託

財産にかかる知られたる受益者に対して交付します。 
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(1)受益証券の名義書換等 

各ファンドの振替受益権には無記名式や記名式の形態はありません。 

なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。 

 

(2)受益者名簿 

作成いたしません。 

 

(3)受益者等に対する特典 

該当するものはありません。 

 

(4)受益権の譲渡制限の内容 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記

載または記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。記名

式の受益証券の所持人は、委託会社の定める手続によって名義書換を委託会社に請求することが

できます。 

② 上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益

権の口数の減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載

または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開設したものでない

場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含

みます）に社振法の規定に従い、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が

行われるよう通知するものとします。 

③ 委託会社は、上記①の振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録さ

れている振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる

場合等において、委託会社が必要と認めるときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、

振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

 

(5)受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社及び受託会社に対抗する

ことができません。 

 

(6)受益権の再分割 
委託会社は、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところに従い、一定日現在の受益権を均等に再

分割できるものとします。 

 

(7)償還金 
償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日以前

において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定された

受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については

原則として取得申込者とします）に支払います。 

 

(8)質権口記載又は記録の受益権の取扱について 
振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金の支払等については、信託約款の規定によるほか、

民法その他の法令等に従って取扱われます。 

 

内国投資信託受益証券事務の概要
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(1)内国投資信託受益証券の形態等 
追加型証券投資信託の受益権です。 
格付は取得していません。 

 
(2)発行価額の総額 
各ファンドにつき、5,000 億円を上限とします（前記金額には、申込手数料及び申込手数料にかかる
消費税等相当額は含まれていません）。 

 
(3)振替機関に関する事項 
振替機関は下記の通りです。 

株式会社 証券保管振替機構 
 
(4)日本以外の地域における発行 
該当事項はありません。 

 
(5)クーリングオフ制度（金融商品取引法第 37 条の 6）の適用 
該当事項はありません。 

 
(6)有価証券届出書の写しの縦覧 
委託会社が、有価証券届出書(有価証券届出書の訂正届出書が提出された場合には、当該訂正届出書を
含みます)の写しを縦覧に供する主要な支店はありません。 

 
 
 
 
有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の記載項目は、後記の通りです。 
 
第１ ファンドの沿革 
 

第２ 手続等 
１ 申込(販売)手続等 
２ 換金(解約)手続等 
 

第３ 管理及び運営 
１ 資産管理等の概要 

(1)資産の評価 
(2)保管 
(3)信託期間 
(4)計算期間 
(5)その他 

２ 受益者の権利等 
 
第４ ファンドの経理状況 
１ 財務諸表 
２ ファンドの現況 
 
第５ 設定及び解約の実績 

その他ファンドの情報 

投資信託説明書(請求目論見書)の記載項目 
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ファンドの名称が変更になっておりますが、一部旧名称で記載されております。 

 

以下は平成 22 年 5 月末日現在の運用状況です。 

また、投資比率は、小数点以下第 3 位を切捨てで表示しているため、当該比率の合計と合計欄の比率が

一致しない場合があります。 

 

（1）投資状況 

信託財産の構成 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

 資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%) 

投資信託受益証券 日本 6,817,199 0.46 

投資証券 ルクセンブルグ 1,418,106,420 97.49 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 29,591,408 2.03 

  合計（純資産総額） 1,454,515,027 100.00 

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計比率をいいます。以下同じ。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

 資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%) 

投資信託受益証券 日本 129,875,761 0.43 

投資証券 ルクセンブルグ 28,853,105,500 97.55 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 593,131,808 2.00 

  合計（純資産総額） 29,576,113,069 100.00 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

 資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%) 

投資信託受益証券 日本 600,059 0.33 

投資証券 ルクセンブルグ 176,285,940 97.32 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 4,252,645 2.34 

  合計（純資産総額） 181,138,644 100.00 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

 資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%) 

投資信託受益証券 日本 1,200,051 0.48 

投資証券 ルクセンブルグ 242,387,800 97.95 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 3,860,773 1.56 

  合計（純資産総額） 247,448,624 100.00 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

 資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%) 

投資信託受益証券 日本 100,010 1.59 

投資証券 ルクセンブルグ 5,994,780 95.45 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 185,586 2.95 

  合計（純資産総額） 6,280,376 100.00 

ファンドの運用状況 
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（2）投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

順
位 

国/地域 種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

（円） 

投資

比率

(%)

1 
ルクセン

ブルグ 投資証券 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I3シェアクラス、豪ドル） 152,190 9,708.74 1,477,574,250 9,318 1,418,106,420 97.49

2 
日本 

投資信託受

益証券 

CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 6,776,540 1.0059 6,816,521 1.006 6,817,199 0.46

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価額比率をいいます。以下同じ。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

順
位 

国/地域 種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

（円） 

投資

比率

(%)

1 
ルクセン

ブルグ 投資証券 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル） 3,068,500 9,348.9 28,687,113,400 9,403 28,853,105,500 97.55

2 
日本 

投資信託受

益証券 

CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 129,101,155 1.0059 129,862,851 1.006 129,875,761 0.43

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

順
位 国/地域 種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

（円） 

投資

比率

(%)

1 
ルクセン

ブルグ 投資証券 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I6シェアクラス、中国元） 19,060 9,818.58 187,142,210 9,249 176,285,940 97.32

2 
日本 

投資信託受

益証券 

CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 596,481 1.0058 600,000 1.006 600,059 0.33

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

順
位 国/地域 種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

（円） 

投資

比率

(%)

1 ルクセン

ブルグ 投資証券 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I7シェアクラス、南アフリカラン

ド） 26,450 9,694.58 256,421,900 9,164 242,387,800 97.95

2 
日本 

投資信託受

益証券 

CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 1,192,894 1.0059 1,200,000 1.006 1,200,051 0.48

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

順
位 国/地域 種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

（円） 

投資

比率

(%)

1 
ルクセン

ブルグ 投資証券 

ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I9シェアクラス、円） 620 9,991.7 6,194,860 9,669 5,994,780 95.45

2 
日本 

投資信託受

益証券 

CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 99,414 1.0058 100,000 1.006 100,010 1.59

 

種類別投資比率 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

国内/外国 種類 投資比率(%) 

国内 投資信託受益証券 0.46 

外国 投資証券 97.49 

合計 97.96 

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価額比率をいいます。以下同じ。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

国内/外国 種類 投資比率(%) 

国内 投資信託受益証券 0.43 

外国 投資証券 97.55 

合計 97.99 
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「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

国内/外国 種類 投資比率(%) 

国内 投資信託受益証券 0.33 

外国 投資証券 97.32 

合計 97.65 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

国内/外国 種類 投資比率(%) 

国内 投資信託受益証券 0.48 

外国 投資証券 97.95 

合計 98.43 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

国内/外国 種類 投資比率(%) 

国内 投資信託受益証券 1.59 

外国 投資証券 95.45 

合計 97.04 

 

② 投資不動産物件 
該当事項はありません。 
  
③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 

 

（3）運用実績 

① 純資産の推移 

平成 22年 5月末日及び同日前1年以内における各月末ならびに下記の特定期間末の純資産の推移は次の

通りです。以下同じ。 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

期間 純資産総額 
(分配落)(円） 

純資産総額 
(分配付)(円） 

1口当たり 
純資産額 
(分配落)(円) 

1口当たり
純資産額 
(分配付)(円)

第1特定期間末 (平成22年 4月 8日) 1,389,245,482 1,401,503,564 1.0767 1.0862 

平成21年11月末日 519,524,598 － 0.9631 － 

12月末日 833,697,082 － 1.0260 － 

平成22年 1月末日 1,013,558,080 － 1.0028 － 

2月末日 1,077,360,343 － 0.9683 － 

3月末日 1,375,704,464 － 1.0667 － 

4月末日 1,425,195,643 － 1.1025 － 

5月末日 1,454,515,027 － 0.9409 － 

（注）純資産総額（分配付）及び１口当たり純資産額（分配付）は、各特定期間の最終計算期間に係る

収益分配金のみを含んでおります。以下同じ。 
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「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

期間 純資産総額 
(分配落)(円） 

純資産総額 
(分配付)(円） 

1口当たり 
純資産額 
(分配落)(円) 

1口当たり
純資産額 
(分配付)(円)

第1特定期間末 (平成22年 4月 8日) 26,453,572,433 26,811,952,831 1.0334 1.0474 

平成21年11月末日 8,879,536,332 － 0.9600 － 

12月末日 13,422,189,300 － 1.0375 － 

平成22年 1月末日 16,604,337,381 － 0.9451 － 

2月末日 19,934,009,030 － 0.9368 － 

3月末日 25,435,364,776 － 1.0141 － 

4月末日 29,009,287,494 － 1.0722 － 

5月末日 29,576,113,069 － 0.9483 － 

 

平成 22 年 5 月末日及び同日前 1年以内における各月末の純資産の推移は次の通りです。以下同じ。 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

期間 純資産総額 
(分配落)(円） 

純資産総額 
(分配付)(円） 

1口当たり 
純資産額 
(分配落)(円) 

1口当たり
純資産額 
(分配付)(円)

平成22年 4月末日 114,294,973 － 0.9977 － 

5月末日 181,138,644 － 0.9350 － 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

期間 純資産総額 
(分配落)(円） 

純資産総額 
(分配付)(円） 

1口当たり 
純資産額 
(分配落)(円) 

1口当たり
純資産額 
(分配付)(円)

平成22年 4月末日 108,098,455 － 1.0171 － 

5月末日 247,448,624 － 0.9147 － 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

期間 純資産総額 
(分配落)(円） 

純資産総額 
(分配付)(円） 

1口当たり 
純資産額 
(分配落)(円) 

1口当たり
純資産額 
(分配付)(円)

平成22年 4月末日 6,449,458 － 1.0001 － 

5月末日 6,280,376 － 0.9739 － 

 

 

② 分配の推移 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

期間 1口当たり分配金（円）

第 1特定期間 自 平成21年11月 6日 
至 平成22年 4月 8日 0.0380 

（注）１口当たり分配金は、各特定期間中の分配金単価の合計を表示しております。以下同じ。 
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「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

期間 1口当たり分配金（円）

第 1特定期間 自 平成21年11月 6日 
至 平成22年 4月 8日 0.0560 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

③ 収益率の推移 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

期間 収益率(%) 

第 1 特定期間 自 平成21年11月 6日 
至 平成22年 4月 8日 11.5 

(注 1)収益率は、各特定期間中の分配金単価の合計を加算して算出しております。以下同じ。 

(注 2)収益率は以下の計算により算出しております。 

特定期間末の基準価額（当該特定期間中の分配金累計額を加算した額）から当該特定期間の直前の

特定期間末の基準価額（分配落ちの額。以下｢前特定期間末基準価額｣）を控除した額を前特定期間

末基準価額で除して得た数値に 100 を乗じて得た数値です。 

ただし、第 1 特定期間については「前特定期間末基準価額」に代えて設定時の基準価額（10,000

円）を用いております。 

なお、小数点以下第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位まで表示しております。以下同じ。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

期間 収益率(%) 

第 1 特定期間 自 平成21年11月 6日 
至 平成22年 4月 8日 8.9 

 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 
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■以下の情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報  第４ ファンドの経理状況」に記

載されている「財務諸表」から抜粋して記載したものです。 

■各ファンドは、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1項の規定に基づき、第 1特定期間(平成 21 年 11 月 6

日から平成 22 年 4 月 8日まで)の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。 

また、当該監査法人による監査報告書は、「第三部 ファンドの詳細情報  第４ ファンドの経理状

況」に記載されている「財務諸表」に添付されています。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

１ 貸借対照表 

（単位：円） 

  
第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  44,957,263 

投資信託受益証券  2,816,520 

投資証券  1,362,296,160 

未収利息  61 

流動資産合計  1,410,070,004 

資産合計  1,410,070,004 

負債の部   

流動負債   

未払収益分配金  12,258,082 

未払解約金  7,545,034 

未払受託者報酬  33,555 

未払委託者報酬  950,741 

その他未払費用  37,110 

流動負債合計  20,824,522 

負債合計  20,824,522 

純資産の部   

元本等   

元本 ※1,2 1,290,324,425 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  98,921,057 

(分配準備積立金)  90,054,348 

元本等合計  1,389,245,482 

純資産合計  1,389,245,482 

負債純資産合計  1,410,070,004 

ファンドの財務ハイライト情報 
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２ 損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

  

第 1 特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

至 平成22年 4月 8日） 

営業収益   

受取配当金  46,838,120 

受取利息  7,960 

有価証券売買等損益  88,494,900 

営業収益合計  135,340,980 

営業費用   

受託者報酬  117,050 

委託者報酬  3,316,345 

その他費用  37,110 

営業費用合計  3,470,505 

営業利益又は営業損失（△）  131,870,475 

経常利益又は経常損失（△）  131,870,475 

当期純利益又は当期純損失（△）  131,870,475 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部

解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
 471,944 

剰余金増加額又は欠損金減少額  15,669,705 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額 
 3,709 

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額 
 15,665,996 

剰余金減少額又は欠損金増加額  7,263,536 

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額 
 1,518,517 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額 
 5,745,019 

分配金 ※1 40,883,643 

期末剰余金又は期末欠損金（△）  98,921,057 
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３ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

  至 平成22年 4月 8日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1)投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しており

ます。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。 

 

２．収益及び費用の計上基準 

 

受取配当金 

原則として、投資証券の収益分配金落ち日において、当該収益分

配金金額を計上しております。 

３．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

特定期間の取扱い 

ファンドの特定期間は、設定日の平成 21 年 11 月 6 日から平成

22 年 4 月 8日までとなっております。 
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「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

１ 貸借対照表 

（単位：円） 

  
第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  1,179,831,503 

投資信託受益証券  61,862,850 

投資証券  25,875,100,000 

未収利息  1,616 

流動資産合計  27,116,795,969 

資産合計  27,116,795,969 

負債の部   

流動負債   

未払金  222,164,600 

未払収益分配金  358,380,398 

未払解約金  63,341,546 

未払受託者報酬  636,693 

未払委託者報酬  18,039,662 

その他未払費用  660,637 

流動負債合計  663,223,536 

負債合計  663,223,536 

純資産の部   

元本等   

元本 ※1,2 25,598,599,917 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  854,972,516 

(分配準備積立金)  1,278,635,105 

元本等合計  26,453,572,433 

純資産合計  26,453,572,433 

負債純資産合計  27,116,795,969 
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２ 損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

  

第 1 特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

至 平成22年 4月 8日） 

営業収益   

受取配当金  1,189,899,800 

受取利息  150,393 

有価証券売買等損益  1,199,618,450 

営業収益合計  2,389,668,643 

営業費用   

受託者報酬  2,081,172 

委託者報酬  58,966,541 

その他費用  660,637 

営業費用合計  61,708,350 

営業利益又は営業損失（△）  2,327,960,293 

経常利益又は経常損失（△）  2,327,960,293 

当期純利益又は当期純損失（△）  2,327,960,293 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一

部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
 4,561,017 

剰余金増加額又は欠損金減少額  7,760,950 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 
 7,760,950 

剰余金減少額又は欠損金増加額  343,106,671 

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 1,328,143 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 341,778,528 

分配金 ※1 1,133,081,039 

期末剰余金又は期末欠損金（△）  854,972,516 
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３ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

  至 平成22年 4月 8日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1)投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しており

ます。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。 

 

２．収益及び費用の計上基準 

 

受取配当金 

原則として、投資証券の収益分配金落ち日において、当該収益分

配金金額を計上しております。 

３．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

特定期間の取扱い 

ファンドの特定期間は、設定日の平成 21 年 11 月 6 日から平成

22 年 4 月 8日までとなっております。 

 

 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 
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追加型証券投資信託 

 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース） 

 

信託約款 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アムンディ・ジャパン株式会社
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追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド  

（豪ドルコース） 

 

運 用 の 基 本 方 針 

  

信託約款第18条に基づき委託者の定める運用の基本方針は、

次のものとします。  

 

１．基本方針  

この投資信託は、高水準のインカムゲインの確保と中長期的

な信託財産の成長を目指して運用を行います。  

 

２．運用方法  

(1) 投資対象  

米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外

国籍の投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イール

ド・ボンド（I3シェアクラス、豪ドル）」の投資信託証券と、

円建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象と

します。なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券な

らびに短期金融商品等に直接投資する場合があります。  

 

(2) 投資態度  

①当ファンドは、円建の外国籍の投資信託である「ストラク

チュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェアクラス、

豪ドル）」の投資信託証券と、円建の国内籍の投資信託で

ある「ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専用）」

の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のインカムゲ

インの確保と中長期的な信託財産の成長を目指して運用

を行います。  

②「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I3シェ

アクラス、豪ドル）」のへの投資比率は、原則として90％

以上とすることを基本とします。  

③組入対象投資信託証券は、委託者の判断により、変更され

ることがあります。 

④資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用がで

きない場合があります。  

 

(3) 投資制限  

①投資信託証券への投資割合には制限を設けません。  

②外貨建資産への直接投資は行いません。  

③デリバティブの直接利用は行いません。  

④株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）へ

の直接投資は行いません。 

⑤同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けま

せん。 

 

３．収益分配方針  

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。  

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･

配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とします。 

②分配金額は、委託者が基準価額水準及び市況動向等を勘案

して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には分

配を行わないこともあります。 

③留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判

断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。  

 

 

 

 

 

 

追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（豪ドルコース）  

 

信 託 約 款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第1条 この信託は、証券投資信託であり、アムンディ・ジ   

ャパン株式会社を委託者とし、株式会社 りそな銀

行を受託者とします。 

② この信託は､信託法（平成 18 年法律第 108 号）（以

下「信託法」といいます）の適用を受けます｡ 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1 号に基づく信託事務

の委託として、信託事務の処理の一部について、金

融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条第 1

項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一

の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関の信託

業務の兼営等に関する法律第2条第1項にて準用す

る信託業法第 29 条第 2 項第 1 号に規定する利害関

係人をいいます。以下この条において同じ）を含み

ます）と信託契約を締結し、これを委託することが

できます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託につ

いては、受益者の保護に支障を生じることがない場

合に行うものとします。  

 

（信託の目的と金額）  

第2条  委託者は、金2,000億円を上限として受益者のために

利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引き受

けます。 

  

（信託金の限度額）  

第3条  委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限

度として信託金を追加することができます。  

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変

更することができます。  

 

（信託期間）  

第4条   この信託の期間は、信託契約締結日から平成26年11

月7日までとします。  

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類）  

第5条  この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、金

融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に該当

し、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第8項

で定める公募により行われます。  

 

（当初の受益者）  

第6条  この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第7

条の規定により分割された受益権は、その取得申込

口数に応じて、取得申込者に帰属します。  

 

（受益権の分割及び再分割）  

第7条  委託者は、第2条の規定による受益権については

2,000億口を上限とし、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第8条第1項

の追加口数に、それぞれ均等に分割します。  

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の振

替に関する法律（以下「社振法」といいます）の定

めるところに従い、一定日現在の受益権を均等に再

分割できるものとします。  
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（追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法）  

第8条   追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準

価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じ

た額とします。  

②  この信託約款において基準価額とは、信託財産に属

する資産（受入担保金代用有価証券及び第19条に規

定する借入有価証券を除きますを除きます）を法令

及び社団法人投資信託協会規則に従って時価また

は一部償却原価法により評価して得た信託財産の

資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資

産総額」といいます）を、計算日における受益権総

口数で除した金額をいいます。  

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第9条   この信託の受益権は、信託の日時を異にすることに

より差異を生ずることはありません。  

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行）  

第10条  この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用

を受けることとし、受益権の帰属は、委託者があら

かじめこの投資信託の受益権を取扱うことについ

て同意した一の振替機関（社振法第2条に規定する

「振替機関」をいい、以下「振替機関」といいます）

及び当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第

2条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関

を含め、以下「振替機関等」といいます）の振替口

座簿に記載または記録されることにより定まりま

す（以下、振替口座簿に記載または記録されること

により定まる受益権を「振替受益権」といいます）。  

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社

振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合

または当該指定が効力を失った場合であって、当該

振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合そ

の他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受益

権を表示する受益証券を発行しません。  

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等によ

り受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証

券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益

証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証

券の再発行の請求を行わないものとします。  

③ 委託者は、第7条の規定により分割された受益権に

ついて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載ま

たは記録をするため社振法に定める事項の振替機

関への通知を行うものとします。振替機関等は、委

託者から振替機関への通知があった場合、社振法の

規定に従い、その備える振替口座簿への新たな記載

または記録を行います。  

 

（受益権の設定に係る受託者の通知）  

第11条   受託者は、第2条の規定による受益権については信

託契約締結日に、また、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定め

る方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行います。  

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等）  

第 12 条  指定販売会社（委託者の指定する金融商品取引法第

28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行

う者及び金融商品取引法第 2 条第 11 項に規定する

登録金融機関をいいます。以下同じ）は、第 7条第

1 項の規定により分割される受益権を、その取得申

込者に対し、指定販売会社が定める単位をもって取

得申込に応じることができるものとします。 ただ

し、指定販売会社と別に定める「自動けいぞく投資

約款」にしたがって契約(以下「別に定める契約」

といいます)を結んだ取得申込者に対しては、1口の

整数倍をもって取得の申込に応ずることとします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この信

託について受益権取得申込者と指定販売会社が締

結する別に定める契約と別の名称で同様の権利義

務関係を規定する契約を含むものとします。この場

合別に定める契約は当該別の名称に読み替えるも

のとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と同

時にまたは予め、自己のために開設されたこの信託

の受益権の振替を行うための振替機関等の口座を

示すものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口

数の増加の記載または記録が行われます。なお、指

定販売会社は、当該取得申込の代金（第4項第1号の

受益権の価額に当該取得申込の口数を乗じて得た

額をいいます）の支払と引換に、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行

うことができます。  

③ 第1項の規定にかかわらず、取得申込日がファンドの

休業日(東京証券取引所の休業日、ニューヨーク証

券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、ル

クセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する

場合、または12月24日である場合を指します。以下

同じ)にあたる場合は、受益権の取得の申込を受付

けないものとします。ただし、別に定める契約に基

づく収益分配金の再投資にかかる追加信託金の申

込に限ってこれを受付けるものとします。 

④ 1．第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌

営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料に

かかる消費税並びに地方消費税(以下「消費税

等」といいます)に相当する金額を加算した価額

とします。ただし、この信託契約締結日前の取

得申込にかかる受益権の価額は、1 口につき 1

円に、手数料及び当該手数料にかかる消費税等

に相当する金額を加算した価額とします。 

2．前号の手数料の額は、指定販売会社が個別に定め

る料率を乗じて得た金額とします。  

⑤ 第4項の規定にかかわらず、受益者が第33条第2項の

規定に基づいて収益分配金を再投資する場合の受

益権の価額は、原則として第28条に規定する各計算

期間終了日の基準価額とします。 

⑥ 前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商品取

引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融

商品取引所及び金融商品取引法第2条第8項第3号ロ

に規定する外国金融商品市場をいいます。以下同

じ）等における取引の停止、決済機能の停止、外国

為替取引の停止その他やむを得ない事情があると

きは、受益権の取得申込の受付を中止すること及び

取得申込の受付を取消すことができます。  

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録）  

第13条  受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、

当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また

は記録されている振替口座簿に係る振替機関等に

振替の申請をするものとします。  

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、

当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の

減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増加に

つき、その備える振替口座簿に記載または記録する

ものとします。ただし、前項の振替機関等が振替先

口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替
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先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機

関等の上位機関を含みます）に社振法の規定に従い、

譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載

または記録が行われるよう通知するものとします。  

③ 委託者は、第1項に規定する振替について、当該受

益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人

の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合

等において、委託者が必要と認めるときまたはやむ

を得ない事情があると判断したときは、振替停止日

や振替停止期間を設けることができます。  

 

（受益権の譲渡の対抗要件）  

第14条  受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への

記載または記録によらなければ、委託者及び受託者

に対抗することができません。  

 

（投資の対象とする資産の種類）  

第15条   この信託において投資の対象とする資産の種類は、

次に掲げるものとします。  

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で

定めるものをいいます。以下同じ）  

イ．有価証券  

ロ．金銭債権  

ハ．約束手形（金融商品取引法第2条第1項第

15号に掲げるものを除きます） 

2．次に掲げる特定資産以外の資産  

為替手形  

 

（運用の指図範囲等）  

第16条  委託者は、信託金を、円建の外国籍の投資信託で

ある「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I3シェアクラス、豪ドル）」の投資信託証

券（投資信託及び外国投資信託の受益証券（金融

商品取引法第2条第１項第10号で定めるものをい

います）ならびに投資証券及び外国投資証券（金

融商品取引法第2条第１項第11号で定めるものを

いいます）をいいます。以下同じ）と、円建の国

内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファン

ド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券のほ

か、次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の

規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を除くものとし、本邦通貨表示のものに限

ります）に投資することを指図します。  

1．コマーシャル・ペーパー及び短期社債等  

2．外国または外国の者の発行する証券または証書

で、前号の証券の性質を有するもの  

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人

の発行する債券及び社債券（新株引受権証券と

社債券とが一体となった新株引受権付社債券

の新株引受権証券及び短期社債等を除きます）  

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2

条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります）  

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、

公社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売

戻し条件付の買い入れ）及び債券貸借取引（現

金担保付き債券借入れ）に限り行うことができ

るものとします。  

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条第

2項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を含みます）により運用することを

指図することができます。  

1．預金  

2．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項14

号で定める受益証券発行信託を除きます） 

3．コール・ローン  

4．手形割引市場において売買される手形  

③  第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解

約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者

が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託

金を、前項第 1 号から第 4 号までに掲げる金融商

品により運用することの指図ができます。 

 

（利害関係人等との取引等）  

第17条   受託者は、受益者の保護に支障を生じることがな

いものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、委託者の指図により、信託財産と、受託

者（第三者との間において信託財産のためにする

取引その他の行為であって、受託者が当該第三者

の代理人となって行うものを含みます）及び受託

者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律第2条第1項にて準用する信託業法第29

条第2項第1号に規定する利害関係人をいいます。

以下本項、次項及び第20条において同じ）、第20

条第1項に定める信託業務の委託先及びその利害

関係人または受託者における他の信託財産との間

で、前2条に掲げる資産への投資等ならびに第19

条及び第23条から第25条までに掲げる取引その他

これらに類する行為を行うことができます。  

②  受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権

限に基づいて信託事務の処理として行うことがで

きる取引その他の行為について、受託者または受

託者の利害関係人の計算で行うことができるもの

とします。なお、受託者の利害関係人が当該利害

関係人の計算で行う場合も同様とします。  

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合

には、信託財産と、委託者、その取締役、執行役

及び委託者の利害関係人等（金融商品取引法第31

条の4第3項及び同条第4項に規定する親法人等又

は子法人等をいいます）または委託者が運用の指

図を行う他の信託財産との間で、前2条に掲げる資

産への投資等ならびに第19条及び第23条から第25

条までに掲げる取引その他これらに類する行為を

行うことの指図をすることができ、受託者は、委

託者の指図により、当該投資等ならびに当該取引、

当該行為を行うことができます。  

④ 前3項の場合、委託者及び受託者は、受益者に対し

て信託法第31条第3項及び同法第32条第3項の通知

は行いません。 

 

（運用の基本方針）  

第18条   委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定

める運用の基本方針に従って、その指図を行いま

す。 

 

（公社債の借入れの指図及び範囲）  

第19条   委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提

供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。  



 

 - 52 -

② 前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。  

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速

やかに、その超える額に相当する借入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。  

④ 第1項の借入れにかかる品貸料は信託財産中から

支弁します。  

 

（信託業務の委託等）  

第20条   受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部に

ついて、信託業法第22条第1項に定める信託業務の

委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに

適合するもの（受託者の利害関係人を含みます）

を委託先として選定します。  

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の

遂行に懸念がないこと  

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託

業務を確実に処理する能力があると認められ

ること  

3．委託される信託財産に属する財産と自己の固有

財産その他の財産とを区分する等の管理を行

う体制が整備されていること  

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するための

体制が整備されていること  

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。  

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる

業務を、受託者及び委託者が適当と認める者（受

託者の利害関係人を含みます）に委託することが

できるものとします。  

1．信託財産の保存に係る業務  

2．信託財産の性質を変えない範囲内において、そ

の利用または改良を目的とする業務  

3．委託者のみの指図により信託財産の処分及びそ

の他の信託の目的の達成のために必要な行為

に係る業務  

4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能 

を有する行為  

 

（混蔵寄託）  

第21条  金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国

の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条にお

いて同じ）から、売買代金及び償還金等について

円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した

外国において発行されたコマーシャル・ペーパー

は、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄

託できるものとします。  

 

（信託財産の登記等及び記載等の留保等）  

第22条   信託の登記または登録をすることができる信託財

産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託

の登記または登録を留保することがあります。  

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のため

に委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。  

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすること

ができる信託財産については、信託財産に属する

旨の記載または記録をするとともに、その計算を

明らかにする方法により分別して管理するもの

とします。ただし、受託者が認める場合は、その

計算を明らかにする方法により分別して管理す

ることがあります。  

④  動産（金銭を除きます）については、外形上区別

することができる方法によるほか、その計算を明

らかにする方法により分別して管理することがあ

ります。  

 

（有価証券売却等の指図）  

第23条   委託者は、信託財産に属する投資信託証券にかか

る信託契約の一部解約、有価証券の売却等の指図

ができます。  

 

（再投資の指図）  

第24条   委託者は、前条の規定による投資信託証券の一部

解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係る償

還金等、有価証券等に係る利子等及びその他の収

入金を再投資することの指図ができます。  

 

（資金の借入れ）  

第25条   委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのた

めに借入れた資金の返済を含みます）を目的とし

て、または再投資にかかる収益分配金の支払資金

の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。  

② 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期

間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日まで

の間または受益者への解約代金支払開始日から信

託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日ま

での間もしくは受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金

日までの期間が5営業日以内である場合の当該期

間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、

有価証券等の解約代金及び有価証券等の償還金の

合計額を限度とします。  

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産

から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を

限度とします。  

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。  

 

（損益の帰属）  

第26条   委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じ

た利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。  

 

（受託者による資金の立替え）  

第27条  信託財産に属する有価証券について、借替がある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資

金の立替えをすることができます。  

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価

証券等に係る利子等及びその他の未収入金で、信

託終了日までにその金額を見積りうるものがある

ときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り

入れることができます。  

③ 前2項の立替金の決済及び利息については、受託者
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と委託者との協議によりそのつど別にこれを定め

ます。  

 

（信託の計算期間）  

第28条  この信託の計算期間は、毎月9日から翌月8日までと

することを原則とします。ただし、第1計算期間は   

信託契約締結日より平成22年1月8日までとします。  

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終

了日に該当する日（以下本項において「該当日」と

いいます）が休業日のとき、各計算期間終了日は該

当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が

開始されるものとします。ただし、最終計算期間の

終了日は、第4条に定める信託期間の終了日としま

す。  

 

（信託財産に関する報告等）  

第29条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産

に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。  

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託

財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。  

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者

に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わな

いこととします。  

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定

める書類または電磁的記録の作成に欠くことので

きない情報その他の信託に関する重要な情報及び

当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない

情報を除き、信託法第38条第1項に定める閲覧また

は謄写の請求をすることはできないものとします。  

 

（信託事務の諸費用及び監査費用）  

第30条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸

費用及び受託者の立替えた立替金の利息（以下「諸

経費」といいます）は、受益者の負担とし、信託財

産中から支弁します。  

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税等

相当額を含みます）は、毎年4月及び10月に到来す

る計算期末または信託終了のとき信託財産中から

支弁することを原則とします。  

 

（信託報酬等の総額及び支弁の方法）  

第31条  委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第28条に規

定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総

額に年10,000分の88の率を乗じて得た額とします。  

② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了のと

き信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託

者との間の配分は別に定めます。  

③ 第1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を

信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。  

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第1項に規定する

率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

（収益の分配方式）  

第32条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次

の方法により処理します。  

1．配当金、利子及びこれ等に類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といいま

す）は、諸経費、監査費用、当該監査費用に係る

消費税等に相当する金額、信託報酬及び当該信託

報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した

後その残金を受益者に分配することができます。

なお、次期以降の分配金にあてるため、その一部

を分配準備積立金として積み立てることができ

ます。  

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下

「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬及 

び当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額

を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を

売買益をもって補てんした後、受益者に分配する

ことができます。なお、次期以降の分配にあてる

ため、分配準備積立金として積み立てることがで

きます。  

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払）  

第33条   収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委

託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録され

ている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権

で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原

則として取得申込者とします）に支払います。  

② 前項の規定にかかわらず、指定販売会社との別に

定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受

益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金

口座等に払込むことにより、原則として、毎計算

期間終了日の翌営業日に、収益分配金が指定販売

会社に交付されます。この場合、指定販売会社は、

受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか

る受益権の売付を行います。当該売付により増加

した受益権は、第10条第3項の規定に従い、振替口

座簿に記載または記録されます。  

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）

は、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日

から、信託終了日において振替機関等の振替口座簿

に記載または記録されている受益者（信託終了日以

前において一部解約が行われた受益権にかかる受

益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定

された受益権で取得申込代金支払前のため指定販

売会社の名義で記載または記録されている受益権

については原則として取得申込者とします）に支払

います。なお、当該受益者は、その口座が開設され

ている振替機関等に対して委託者がこの信託の償

還をするのと引換に、当該償還に係る受益権の口数

と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規

定に従い当該振替機関等の口座において当該口数

の減少の記載または記録が行われます。  

④  一部解約金（第36条第3項の一部解約の価額に当該

一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同

じ）は、第36条第1項の受益者の請求を受付けた日

から起算して、原則として5営業日目から当該受益

者に支払います。  

⑤  前各項（第2項を除きます）に規定する収益分配金、

償還金及び一部解約金の支払いは、指定販売会社の

営業所等において行うものとします。  

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益調

整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益権の

価額等に応じて計算されるものとします。  

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令
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第27条の規定によるものとし、受益者毎の信託時の

受益権の価額と元本の差額をいい、原則として、追

加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分

配のつど調整されるものとします。また、前項に規

定する「受益者毎の信託時の受益権の価額等」とは、

原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額をい

い、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。 

 

（収益分配金及び償還金の時効）  

第34条  受益者が、収益分配金については前条第1項に規定

する支払開始日から5年間その支払いを請求しない

とき、ならびに信託終了による償還金については前

条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払に関する

受託者の免責）  

第35条   受託者は、収益分配金及び償還金については第33

条第1項及び第3項にそれぞれ規定する支払開始日

までに、一部解約金については第33条第4項に規定

する支払日までに、その全額を委託者の指定する

預金口座等に払込みます。  

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預

金口座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払

込んだ後は、受益者に対する支払につき、その責に

任じません。  

 

（信託の一部解約）  

第36条  受益者（指定販売会社を含みます。以下本条におい

て同じ）は、自己に帰属する受益権につき、委託者

に指定販売会社が定める単位をもって、一部解約の

実行を請求することができます。ただし、一部解約

の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合

には、原則として受益権の一部解約の実行の請求の

受付は行いません。  

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、

前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託

者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。  

③  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日

の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.1％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除し

た価額とします。  

④  一部解約の実行の請求を受益者がするときは、指定

販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとし

ます。  

⑤  委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、

決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第1項による一部解約の

実行の請求の受付を中止すること及び既に受付け

た一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。  

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合には、受益者は当該受付中止以前に行った

当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただ

し、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

に一部解約の実行の請求を受付けたものとして第3

項の規定に準じて計算された価額とします。  

 

（信託契約の解約）  

第37条  委託者は、第4条の規定による信託終了前に、信託

契約の一部を解約することにより受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認める

ときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。  

② 委託者は、第1項の事項について、書面による決議

（以下「書面決議」といいます）を行います。この

場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れて

いる受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき

の当該受益権に係る受益者としての受託者を除き

ます。以下本項において同じ）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について

賛成するものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤  第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の

解約について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときに

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、

真にやむを得ない事情が生じている場合であって、

第2項から前項までに規定するこの信託契約の解約

の手続を行うことが困難な場合には適用しません。  

 

（信託契約に関する監督官庁の命令）  

第38条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令

を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。  

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款

を変更しようとするときは、第42条の規定に従いま

す。  

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱）  

第39条  委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解

散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第42

条の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信

託委託会社と受託者との間において存続します。  

 

（委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱）  

第40条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することが

あり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲
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渡することがあります。  

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継

させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。  

 

（受託者の辞任及び解任に伴う取扱）  

第41条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任す

ることができます。受託者がその任務に違反して信

託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事

由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に

受託者の解任を申立てることができます。受託者が

辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場

合、委託者は、第42条の規定に従い、新受託者を選

任します。なお、受益者は、上記によって行う場合

を除き、受託者を解任することはできないものとし

ます。  

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

 

（信託約款の変更等）  

第42条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときま

たはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこ

の信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人

に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図

型投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行う

ことができるものとし、あらかじめ、変更または併

合しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け

出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の

方法によって変更することができないものとしま

す。  

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、

その内容が重大なものに該当する場合に限ります。

以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」とい

います）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を

定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約

款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこ

れらの事項を記載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。

以下本項において同じ）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、

当該知れている受益者は書面決議について賛成する

ものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対

してその効力を生じます。  

⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款

の変更等について提案した場合において当該提案に

つき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときには

適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において

併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当

該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投

資信託との併合を行うことはできません。  

 

（反対者の買取請求権）  

第43条 第37条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決

議において当該解約または重大な約款の変更等に

反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する

受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。この買取請求の内容及び買取請

求の手続に関する事項は、第37条第2項または前条

第2項に規定する書面に付記します。  

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限）  

第44条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、

次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできま

せん。  

1．他の受益者の氏名または名称及び住所  

2．他の受益者が有する受益権の内容  

 

（信託期間の延長）  

第45条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受

益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。  

 

（公告）  

第46条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞

に掲載します。  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱）  

第47条  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記

録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金

の支払等については、この信託約款によるほか、民

法その他の法令等に従って取扱われます。  

 

（信託約款に関する疑義の取扱）  

第48条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。  

 

上記条項により信託契約を締結します。  

 

信託契約締結日 平成21年11月6日  

 

委託者 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 

受託者 株式会社 りそな銀行 
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追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（ブラジルレアルコース） 

 

運 用 の 基 本 方 針 

  

信託約款第18条に基づき委託者の定める運用の基本方針は、

次のものとします。  

 

１．基本方針  

この投資信託は、高水準のインカムゲインの確保と中長期的

な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

 

２．運用方法  

(1) 投資対象  

米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外

国籍の投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イール

ド・ボンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル）」の投資信

託証券と、円建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープー

ルファンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要

投資対象とします。なお、コマーシャル・ペーパー等の短期

有価証券ならびに短期金融商品等に直接投資する場合があ

ります。  

 

(2) 投資態度  

① 当ファンドは、円建の外国籍の投資信託である「ストラ

クチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I4シェアクラ

ス、ブラジルレアル）」の投資信託証券と、円建の国内

籍の投資信託である「ＣＡマネープールファンド（適格

機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、

高水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の

成長を目指して運用を行います。  

② 「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I4シ

ェアクラス、ブラジルレアル）」への投資比率は、原則

として90％以上とすることを基本とします。  

③ 組入対象投資信託証券は、委託者の判断により変更され

ることがあります  

④ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用が

できない場合があります。  

 

(3) 投資制限  

① 投資信託証券への投資割合には制限を設けません。  

② 外貨建資産への直接投資は行いません。 

③ デリバティブの直接利用は行いません。  

④ 株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）

への直接投資は行いません。 

⑤ 同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けま

せん。 

 

３．収益分配方針  

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。  

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･

配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とします。 

② 分配金額は、委託者が基準価額水準及び市況動向等を勘

案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に

は分配を行わないこともあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の 

判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。  

 

 

 

 

 

追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（ブラジルレアルコース） 

 

信 託 約 款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第 1条  この信託は、証券投資信託であり、アムンディ・ジ

ャパン株式会社を委託者とし、株式会社 りそな銀

行を受託者とします。      

② この信託は､信託法（平成 18 年法律第 108 号）（以

下「信託法」といいます）の適用を受けます｡ 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1号に基づく信託事務    
の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条

第 1 項の規定による信託業務の兼営の認可を受け

た一の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関

の信託業務の兼営等に関する法律第 2 条第 1 項に

て準用する信託業法第29条第 2項第 1号に規定す

る利害関係人をいいます。以下この条において同

じ）を含みます）と信託契約を締結し、これを委

託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託につ

いては、受益者の保護に支障を生じることがない

場合に行うものとします。  

 

（信託の目的と金額）  

第2条    委託者は、金2,000億円を上限として受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引

き受けます。 

  

（信託金の限度額）  

第3条    委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限

度として信託金を追加することができます。  

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を

変更することができます。  

 

（信託期間）  

第4条    この信託の期間は、信託契約締結日から平成26年

11月7日までとします。  

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類）  

第5条   この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、

金融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に

該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第2条

第8項で定める公募により行われます。  

 

（当初の受益者）  

第6条   この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第7

条の規定により分割された受益権は、その取得申

込口数に応じて、取得申込者に帰属します。  

 

（受益権の分割及び再分割）  

第7条   委託者は、第2条の規定による受益権については

2,000億口を上限とし、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第8条第1

項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。  

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます）

の定めるところに従い、一定日現在の受益権を均

等に再分割できるものとします。  
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（追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法）  

第8条    追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基

準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を

乗じた額とします。  

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券及び第19条

に規定する借入有価証券を除きますを除きます）

を法令及び社団法人投資信託協会規則に従って時

価または一部償却原価法により評価して得た信託

財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以

下「純資産総額」といいます）を、計算日におけ

る受益権総口数で除した金額をいいます。  

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第9条    この信託の受益権は、信託の日時を異にすること

により差異を生ずることはありません。  

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行）  

第10条   この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適

用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者が

あらかじめこの投資信託の受益権を取扱うことに

ついて同意した一の振替機関（社振法第2条に規定

する「振替機関」をいい、以下「振替機関」とい

います）及び当該振替機関の下位の口座管理機関

（社振法第2条に規定する「口座管理機関」をいい、

振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます）

の振替口座簿に記載または記録されることにより

定まります（以下、振替口座簿に記載または記録

されることにより定まる受益権を「振替受益権」

といいます）。  

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が

社振法の規定により主務大臣の指定を取消された

場合または当該指定が効力を失った場合であって、

当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない

場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、

振替受益権を表示する受益証券を発行しません。  

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等に

より受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名

式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。  

③ 委託者は、第7条の規定により分割された受益権に

ついて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替

機関への通知を行うものとします。振替機関等は、

委託者から振替機関への通知があった場合、社振

法の規定に従い、その備える振替口座簿への新た

な記載または記録を行います。  

 

（受益権の設定に係る受託者の通知）  

第11条   受託者は、第2条の規定による受益権については信

託契約締結日に、また、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定め

る方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行います。  

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等）  

第 12 条  指定販売会社（委託者の指定する金融商品取引法

第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を

行う者及び金融商品取引法第2条第11項に規定す

る登録金融機関をいいます。以下同じ）は、第 7

条第 1 項の規定により分割される受益権を、その

取得申込者に対し、指定販売会社が定める単位を

もって取得申込に応じることができるものとしま

す。ただし、指定販売会社と別に定める「自動け

いぞく投資約款」にしたがって契約(以下「別に定

める契約」といいます)を結んだ取得申込者に対し

ては、1 口の整数倍をもって取得の申込に応ずる

こととします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この

信託について受益権取得申込者と指定販売会社が

締結する別に定める契約と別の名称で同様の権利

義務関係を規定する契約を含むものとします。こ

の場合別に定める契約は当該別の名称に読み替え

るものとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と

同時にまたは予め、自己のために開設されたこの

信託の受益権の振替を行うための振替機関等の

口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者

に係る口数の増加の記載または記録が行われま

す。なお、指定販売会社は、当該取得申込の代金

（第4項第1号の受益権の価額に当該取得申込の

口数を乗じて得た額をいいます）の支払と引換に、

当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。  

③ 第1項の規定にかかわらず、取得申込日がファンド

の休業日(東京証券取引所の休業日、ニューヨーク

証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、

ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当す

る場合、または12月24日である場合を指します。

以下同じ)にあたる場合は、受益権の取得の申込を

受付けないものとします。ただし、別に定める契

約に基づく収益分配金の再投資にかかる追加信託

金の申込に限ってこれを受付けるものとします。 

④ 1．第 1項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌

営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料に

かかる消費税並びに地方消費税(以下「消費税

等」といいます)に相当する金額を加算した価

額とします。ただし、この信託契約締結日前の

取得申込にかかる受益権の価額は、1口につき

1円に、手数料及び当該手数料にかかる消費税

等に相当する金額を加算した価額とします。 

2．前号の手数料の額は、指定販売会社が個別に

定める料率を乗じて得た金額とします。  

⑤ 第4項の規定にかかわらず、受益者が第33条第2

項の規定に基づいて収益分配金を再投資する場

合の受益権の価額は、原則として第28条に規定

する各計算期間終了日の基準価額とします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商

品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定す

る金融商品取引所及び金融商品取引法第2条第8

項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいい

ます。以下同じ）等における取引の停止、決済

機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、受益権の取得申込の

受付を中止すること及び取得申込の受付を取消

すことができます。  

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録）  

第13条    受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合に

は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載

または記録されている振替口座簿に係る振替機

関等に振替の申請をするものとします。  

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、

当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数

の減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増
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加につき、その備える振替口座簿に記載または記

録するものとします。ただし、前項の振替機関等

が振替先口座を開設したものでない場合には、譲

受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当

該他の振替機関等の上位機関を含みます）に社振

法の規定に従い、譲受人の振替先口座に受益権の

口数の増加の記載または記録が行われるよう通

知するものとします。  

③  委託者は、第1項に規定する振替について、当該

受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿に係る振替機関等と

譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異

なる場合等において、委託者が必要と認めるとき

またはやむを得ない事情があると判断したとき

は、振替停止日や振替停止期間を設けることがで

きます。  

 

（受益権の譲渡の対抗要件）  

第14条    受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿へ

の記載または記録によらなければ、委託者及び受

託者に対抗することができません。  

 

（投資の対象とする資産の種類）  

第15条    この信託において投資の対象とする資産の種類

は、次に掲げるものとします。  

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投

資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項

で定めるものをいいます。以下同じ）  

イ．有価証券  

ロ．金銭債権  

ハ．約束手形（金融商品取引法第2条第1項第

15号に掲げるものを除きます） 

2． 次に掲げる特定資産以外の資産  

為替手形  

 

（運用の指図範囲等）  

第16条  委託者は、信託金を、円建の外国籍の投資信託で

ある「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I4シェアクラス、ブラジルレアル）」の投

資信託証券（投資信託及び外国投資信託の受益証

券（金融商品取引法第2条第１項第10号で定めるも

のをいいます）ならびに投資証券及び外国投資証

券（金融商品取引法第2条第１項第11号で定めるも

のをいいます）をいいます。以下同じ）と、円建

の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープールフ

ァンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券

のほか、次の有価証券（金融商品取引法第2条第2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に

掲げる権利を除くものとし、本邦通貨表示のもの

に限ります）に投資することを指図します。  

1．コマーシャル・ペーパー及び短期社債等  

2．外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前号の証券の性質を有するもの  

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法

人の発行する債券及び社債券（新株引受権証

券と社債券とが一体となった新株引受権付社

債券の新株引受権証券及び短期社債等を除き

ます）  

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2

条第1項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に限ります）  

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公

社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し

条件付の買い入れ）及び債券貸借取引（現金担保

付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。  

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条

第2項の規定により有価証券とみなされる同項各

号に掲げる権利を含みます）により運用すること

を指図することができます。  

1．預金  

2．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項14

号で定める受益証券発行信託を除きます） 

3．コール・ローン  

4．手形割引市場において売買される手形  

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信

託金を、前項第 1号から第 4号までに掲げる金融

商品により運用することの指図ができます。 

 

（利害関係人等との取引等）  

第17条   受託者は、受益者の保護に支障を生じることがな

いものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない

場合には、委託者の指図により、信託財産と、受

託者（第三者との間において信託財産のためにす

る取引その他の行為であって、受託者が当該第三

者の代理人となって行うものを含みます）及び受

託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律第2条第1項にて準用する信託業法

第29条第2項第1号に規定する利害関係人をいい

ます。以下本項、次項及び第20条において同じ）、

第20条第1項に定める信託業務の委託先及びその

利害関係人または受託者における他の信託財産

との間で、前2条に掲げる資産への投資等ならび

に第19条及び第23条から第25条までに掲げる取

引その他これらに類する行為を行うことができ

ます。  

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権

限に基づいて信託事務の処理として行うことが

できる取引その他の行為について、受託者または

受託者の利害関係人の計算で行うことができる

ものとします。なお、受託者の利害関係人が当該

利害関係人の計算で行う場合も同様とします。  

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、信託財産と、委託者、その取締役、執行

役及び委託者の利害関係人等（金融商品取引法第

31条の4第3項及び同条第4項に規定する親法人等

又は子法人等をいいます）または委託者が運用の

指図を行う他の信託財産との間で、前2条に掲げ

る資産への投資等ならびに第19条及び第23条か

ら第25条までに掲げる取引その他これらに類す

る行為を行うことの指図をすることができ、受託

者は、委託者の指図により、当該投資等ならびに

当該取引、当該行為を行うことができます。  

④ 前3項の場合、委託者及び受託者は、受益者に対

して信託法第31条第3項及び同法第32条第3項の

通知は行いません。 

 

（運用の基本方針）  

第18条    委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定

める運用の基本方針に従って、その指図を行いま

す。 
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（公社債の借入れの指図及び範囲）  

第19条    委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提

供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。  

② 前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。  

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は

速やかに、その超える額に相当する借入れた公社

債の一部を返還するための指図をするものとし

ます。  

④  第1項の借入れにかかる品貸料は信託財産中から

支弁します。  

 

（信託業務の委託等）  

第20条    受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部

について、信託業法第22条第1項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべ

てに適合するもの（受託者の利害関係人を含みま

す）を委託先として選定します。  

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと  

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託

業務を確実に処理する能力があると認められ

ること  

3．委託される信託財産に属する財産と自己の固

有財産その他の財産とを区分する等の管理を

行う体制が整備されていること  

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するため

の体制が整備されていること  

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。  

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げ

る業務を、受託者及び委託者が適当と認める者

（受託者の利害関係人を含みます）に委託するこ

とができるものとします。  

1．信託財産の保存に係る業務  

2．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務  

3．委託者のみの指図により信託財産の処分及び

その他の信託の目的の達成のために必要な行

為に係る業務  

4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為  

 

（混蔵寄託）  

第21条  金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国

の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条にお

いて同じ）から、売買代金及び償還金等について

円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した

外国において発行されたコマーシャル・ペーパー

は、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄

託できるものとします。  

 

（信託財産の登記等及び記載等の留保等）  

第22条  信託の登記または登録をすることができる信託財

産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託

の登記または登録を留保することがあります。  

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のため

に委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。  

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をするこ

とができる信託財産については、信託財産に属す

る旨の記載または記録をするとともに、その計算

を明らかにする方法により分別して管理するも

のとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理

することがあります。  

④ 動産（金銭を除きます）については、外形上区別

することができる方法によるほか、その計算を明

らかにする方法により分別して管理することが

あります。  

 

（有価証券売却等の指図）  

第23条   委託者は、信託財産に属する投資信託証券にかか

る信託契約の一部解約、有価証券の売却等の指図

ができます。  

 

（再投資の指図）  

第24条   委託者は、前条の規定による投資信託証券の一部

解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係る償

還金等、有価証券等に係る利子等及びその他の収

入金を再投資することの指図ができます。  

 

（資金の借入れ）  

第25条   委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのた

めに借入れた資金の返済を含みます）を目的とし

て、または再投資にかかる収益分配金の支払資金

の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。  

②  一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期

間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの

間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の解約代金入金日まで

の間もしくは受益者への解約代金支払開始日から

信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日

までの期間が5営業日以内である場合の当該期間と

し、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価

証券等の解約代金及び有価証券等の償還金の合計

額を限度とします。  

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産

から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限

度とします。  

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。  

  

（損益の帰属）  

第26条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じ

た利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。  

   

  （受託者による資金の立替え）  

第27条   信託財産に属する有価証券について、借替がある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資
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金の立替えをすることができます。  

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価

証券等に係る利子等及びその他の未収入金で、信

託終了日までにその金額を見積りうるものがある

ときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り

入れることができます。  

③ 前2項の立替金の決済及び利息については、受託者

と委託者との協議によりそのつど別にこれを定め

ます。  

 

（信託の計算期間）  

第28条   この信託の計算期間は、毎月9日から翌月8日まで

とすることを原則とします。ただし、第1計算期間

は信託契約締結日より平成22年1月8日までとしま

す。  

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間

終了日に該当する日（以下本項において「該当日」

といいます）が休業日のとき、各計算期間終了日

は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算

期間が開始されるものとします。ただし、最終計

算期間の終了日は、第4条に定める信託期間の終了

日とします。  

 

（信託財産に関する報告等）  

第29条   受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財

産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。  

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信

託財産に関する報告書を作成して、これを委託者

に提出します。  

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者

に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わ

ないこととします。  

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定

める書類または電磁的記録の作成に欠くことので

きない情報その他の信託に関する重要な情報及び

当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない

情報を除き、信託法第38条第1項に定める閲覧また

は謄写の請求をすることはできないものとします。  

 

（信託事務の諸費用及び監査費用）  

第30条   信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する

諸費用及び受託者の立替えた立替金の利息（以下

「諸経費」といいます）は、受益者の負担とし、

信託財産中から支弁します。  

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税

等相当額を含みます）は、毎年4月及び10月に到来

する計算期末または信託終了のとき信託財産中か

ら支弁することを原則とします。  

 

（信託報酬等の総額及び支弁の方法）  

第31条   委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第28条に

規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資

産総額に年10,000分の88の率を乗じて得た額とし

ます。  

② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了の

とき信託財産中から支弁するものとし、委託者と

受託者との間の配分は別に定めます。  

③ 第1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額

を信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁しま

す。  

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第1項に規定する

率以内で信託報酬率を変更することができます。 

（収益の分配方式）  

第32条   信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、

次の方法により処理します。  

1．配当金、利子及びこれ等に類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といい

ます）は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬

に係る消費税等に相当する金額を控除した後

その残金を受益者に分配することができます。

なお、次期以降の分配金にあてるため、その一

部を分配準備積立金として積み立てることが

できます。  

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下

「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬

及び当該信託報酬に係る消費税等に相当する

金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その

全額を売買益をもって補てんした後、受益者に

分配することができます。なお、次期以降の分

配にあてるため、分配準備積立金として積み立

てることができます。  

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払）  

第33条   収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委

託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録され

ている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権

で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原

則として取得申込者とします）に支払います。  

② 前項の規定にかかわらず、指定販売会社との別に

定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受

益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金

口座等に払込むことにより、原則として、毎計算

期間終了日の翌営業日に、収益分配金が指定販売

会社に交付されます。この場合、指定販売会社は、

受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか

る受益権の売付を行います。当該売付により増加

した受益権は、第10条第3項の規定に従い、振替口

座簿に記載または記録されます。  

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）

は、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日

から、信託終了日において振替機関等の振替口座

簿に記載または記録されている受益者（信託終了

日以前において一部解約が行われた受益権にかか

る受益者を除きます。また、当該信託終了日以前

に設定された受益権で取得申込代金支払前のため

指定販売会社の名義で記載または記録されている

受益権については原則として取得申込者としま

す）に支払います。なお、当該受益者は、その口

座が開設されている振替機関等に対して委託者が

この信託の償還をするのと引換に、当該償還に係

る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うもの

とし、社振法の規定に従い当該振替機関等の口座

において当該口数の減少の記載または記録が行わ

れます。  

④ 一部解約金（第36条第3項の一部解約の価額に当該

一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同

じ）は、第36条第1項の受益者の請求を受付けた日
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から起算して、原則として5営業日目から当該受益

者に支払います。  

⑤ 前各項（第2項を除きます）に規定する収益分配金、

償還金及び一部解約金の支払いは、指定販売会社

の営業所等において行うものとします。  

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益

調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益

権の価額等に応じて計算されるものとします。  

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行

令第27条の規定によるものとし、受益者毎の信託

時の受益権の価額と元本の差額をいい、原則とし

て、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。また、

前項に規定する「受益者毎の信託時の受益権の価

額等」とは、原則として、受益者毎の信託時の受

益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数によ

り加重平均され、収益分配のつど調整されるもの

とします。 

 

（収益分配金及び償還金の時効）  

第34条  受益者が、収益分配金については前条第1項に規定

する支払開始日から5年間その支払いを請求しない

とき、ならびに信託終了による償還金については前

条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払に関する

受託者の免責）  

第35条  受託者は、収益分配金及び償還金については第33条

第1項及び第3項にそれぞれ規定する支払開始日ま

でに、一部解約金については第33条第4項に規定す

る支払日までに、その全額を委託者の指定する預金

口座等に払込みます。  

②  受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金

口座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払込

んだ後は、受益者に対する支払につき、その責に任

じません。  

 

（信託の一部解約）  

第36条  受益者（指定販売会社を含みます。以下本条におい

て同じ）は、自己に帰属する受益権につき、委託者

に指定販売会社が定める単位をもって、一部解約の

実行を請求することができます。ただし、一部解約

の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合

には、原則として受益権の一部解約の実行の請求の

受付は行いません。  

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、

前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託

者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。  

③  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日

の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.1％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除し

た価額とします。  

④  一部解約の実行の請求を受益者がするときは、指定

販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとし

ます。  

⑤  委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、

決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第1項による一部解約の

実行の請求の受付を中止すること及び既に受付け

た一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。  

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合には、受益者は当該受付中止以前に行った

当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただ

し、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

に一部解約の実行の請求を受付けたものとして第3

項の規定に準じて計算された価額とします。  

 

（信託契約の解約）  

第37条  委託者は、第4条の規定による信託終了前に、信託

契約の一部を解約することにより受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認める

ときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。  

②  委託者は、第１項の事項について、書面による決議

（以下「書面決議」といいます）を行います。この

場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れて

いる受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。  

③  前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき

の当該受益権に係る受益者としての受託者を除き

ます。以下本項において同じ）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について

賛成するものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤  第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の

解約について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときに

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、

真にやむを得ない事情が生じている場合であって、

第2項から前項までに規定するこの信託契約の解約

の手続を行うことが困難な場合には適用しません。  

 

（信託契約に関する監督官庁の命令）  

第38条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令

を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。  

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款

を変更しようとするときは、第42条の規定に従いま

す。  

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱）  

第39条   委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、

解散したときまたは業務を廃止したときは、委託
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者は、この信託契約を解約し、信託を終了させま

す。  

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第42

条の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信

託委託会社と受託者との間において存続します。  

 

（委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱）  

第40条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することが

あり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲

渡することがあります。  

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継

させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。  

 

（受託者の辞任及び解任に伴う取扱）  

第41条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任す

ることができます。受託者がその任務に違反して信

託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事

由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に

受託者の解任を申立てることができます。受託者が

辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場

合、委託者は、第42条の規定に従い、新受託者を選

任します。なお、受益者は、上記によって行う場合

を除き、受託者を解任することはできないものとし

ます。  

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

 

（信託約款の変更等）  

第42条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときま

たはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこ

の信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人

に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型

投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行うこ

とができるものとし、あらかじめ、変更または併合

しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け出ま

す。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法

によって変更することができないものとします。  

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、

その内容が重大なものに該当する場合に限ります。

以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」とい

います）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を定

め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約款に

係る知れている受益者に対し、書面をもってこれら

の事項を記載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。

以下本項において同じ）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、

当該知れている受益者は書面決議について賛成する

ものとみなします。  

④ 第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の3

分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対

してその効力を生じます。  

⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の 

変更等について提案をした場合において、当該提案 

につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面 

又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき 

には適用しません。  

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において

併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当

該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投

資信託との併合を行うことはできません。  

 

（反対者の買取請求権）  

第43条  第37条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決

議において当該解約または重大な約款の変更等に

反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する

受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。この買取請求の内容及び買取請

求の手続に関する事項は、第37条第2項または前条

第2項に規定する書面に付記します。  

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限）  

第44条  この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、

次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできま

せん。  

1．他の受益者の氏名または名称及び住所  

2．他の受益者が有する受益権の内容  

 

（信託期間の延長）  

第45条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受

益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。  

 

（公告）  

第46条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞

に掲載します。  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱）  

第47条  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記

録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金

の支払等については、この信託約款によるほか、民

法その他の法令等に従って取扱われます。  

 

（信託約款に関する疑義の取扱）  

第48条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。  

 

上記条項により信託契約を締結します。  

 

信託契約締結日 平成21年11月6日  

委託者 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 

受託者 株式会社 りそな銀行 
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追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（中国元コース） 

 

運 用 の 基 本 方 針 

  

信託約款第18条に基づき委託者の定める運用の基本方針は、

次のものとします。  

 

１．基本方針  

この投資信託は、高水準のインカムゲインの確保と中長期的

な信託財産の成長を目指して運用を行います。  

 

２．運用方法  

(1) 投資対象  

米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外

国籍の投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イール

ド・ボンド（I6シェアクラス、中国元）」の投資信託証券と、

円建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象と

します。なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券な

らびに短期金融商品等に直接投資する場合があります。  

 

(2) 投資態度  

① 当ファンドは、円建の外国籍の投資信託である「ストラ

クチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I6シェアクラ

ス、中国元）」の投資信託証券と、円建の国内籍の投資

信託である「ＣＡマネープールファンド（適格機関投資

家専用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準

のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を

目指して運用を行います。  

② 「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I6シ

ェアクラス、中国元）」のへの投資比率は、原則として

90％以上とすることを基本とします。  

③ 組入対象投資信託証券は、委託者の判断により、変更さ

れることがあります。 

④ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用が

できない場合があります。  

 

(3) 投資制限  

① 投資信託証券への投資割合には制限を設けません。  

② 外貨建資産への直接投資は行いません。  

③ デリバティブの直接利用は行いません。  

④ 株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）

への直接投資は行いません。 

⑤ 同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けま

せん。 

 

３．収益分配方針  

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。  

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･

配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とします。 

② 分配金額は、委託者が基準価額水準及び市況動向等を勘

案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に

は分配を行わないこともあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の

判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。  

 

 

 

 

 

 

追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（中国元コース）  

 

信 託 約 款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第 1条 この信託は、証券投資信託であり、アムンディ・ジ

ャパン株式会社を委託者とし、株式会社 りそな銀

行を受託者とします。 

② この信託は､信託法（平成 18 年法律第 108 号）（以

下「信託法」といいます）の適用を受けます｡ 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1 号に基づく信託事務

の委託として、信託事務の処理の一部について、金

融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条第 1

項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一

の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関の信託

業務の兼営等に関する法律第2条第1項にて準用す

る信託業法第 29 条第 2 項第 1 号に規定する利害関

係人をいいます。以下この条において同じ）を含み

ます）と信託契約を締結し、これを委託することが

できます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託につ

いては、受益者の保護に支障を生じることがない場

合に行うものとします。  

 

（信託の目的と金額）  

第2条   委託者は、金2,000億円を上限として受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引き

受けます。 

  

（信託金の限度額）  

第3条   委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限

度として信託金を追加することができます。  

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変

更することができます。  

 

（信託期間）  

第4条   この信託の期間は、信託契約締結日から平成26年11

月7日までとします。  

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類）  

第5条  この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、金

融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に該当

し、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第8項

で定める公募により行われます。  

 

（当初の受益者）  

第6条  この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第7

条の規定により分割された受益権は、その取得申込

口数に応じて、取得申込者に帰属します。  

 

（受益権の分割及び再分割）  

第7条  委託者は、第2条の規定による受益権については

2,000億口を上限とし、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第8条第1項

の追加口数に、それぞれ均等に分割します。  

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の振

替に関する法律（以下「社振法」といいます）の定

めるところに従い、一定日現在の受益権を均等に再

分割できるものとします。  
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（追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法）  

第8条   追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準

価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じ

た額とします。  

②  この信託約款において基準価額とは、信託財産に属

する資産（受入担保金代用有価証券及び第19条に規

定する借入有価証券を除きます）を法令及び社団法

人投資信託協会規則に従って時価または一部償却

原価法により評価して得た信託財産の資産総額か

ら負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」と

いいます）を、計算日における受益権総口数で除し

た金額をいいます。  

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第9条   この信託の受益権は、信託の日時を異にすることに

より差異を生ずることはありません。  

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行）  

第10条  この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用

を受けることとし、受益権の帰属は、委託者があら

かじめこの投資信託の受益権を取扱うことについ

て同意した一の振替機関（社振法第2条に規定する

「振替機関」をいい、以下「振替機関」といいます）

及び当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第

2条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関

を含め、以下「振替機関等」といいます）の振替口

座簿に記載または記録されることにより定まりま

す（以下、振替口座簿に記載または記録されること

により定まる受益権を「振替受益権」といいます）。  

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社

振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合

または当該指定が効力を失った場合であって、当該

振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合そ

の他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受益

権を表示する受益証券を発行しません。  

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等によ

り受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証

券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益

証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証

券の再発行の請求を行わないものとします。  

③ 委託者は、第7条の規定により分割された受益権に

ついて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載ま

たは記録をするため社振法に定める事項の振替機

関への通知を行うものとします。振替機関等は、委

託者から振替機関への通知があった場合、社振法の

規定に従い、その備える振替口座簿への新たな記載

または記録を行います。  

 

（受益権の設定に係る受託者の通知）  

第11条   受託者は、第2条の規定による受益権については信

託契約締結日に、また、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定め

る方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行います。  

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等）  

第 12 条  指定販売会社（委託者の指定する金融商品取引法第

28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行

う者及び金融商品取引法第 2 条第 11 項に規定する

登録金融機関をいいます。以下同じ）は、第 7条第

1 項の規定により分割される受益権を、その取得申

込者に対し、指定販売会社が定める単位をもって取

得申込に応じることができるものとします。 ただ

し、指定販売会社と別に定める「自動けいぞく投資

約款」にしたがって契約(以下「別に定める契約」

といいます)を結んだ取得申込者に対しては、1口の

整数倍をもって取得の申込に応ずることとします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この信

託について受益権取得申込者と指定販売会社が締

結する別に定める契約と別の名称で同様の権利義

務関係を規定する契約を含むものとします。この場

合別に定める契約は当該別の名称に読み替えるも

のとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と同

時にまたは予め、自己のために開設されたこの信託

の受益権の振替を行うための振替機関等の口座を

示すものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口

数の増加の記載または記録が行われます。なお、指

定販売会社は、当該取得申込の代金（第4項第1号の

受益権の価額に当該取得申込の口数を乗じて得た

額をいいます）の支払と引換に、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行

うことができます。  

③ 第1項の規定にかかわらず、取得申込日がファンドの

休業日(東京証券取引所の休業日、ニューヨーク証

券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、ル

クセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する

場合、または12月24日である場合を指します。以下

同じ)にあたる場合は、受益権の取得の申込を受付

けないものとします。ただし、別に定める契約に基

づく収益分配金の再投資にかかる追加信託金の申

込に限ってこれを受付けるものとします。 

④ 1．第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌

営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料に

かかる消費税並びに地方消費税(以下「消費税

等」といいます)に相当する金額を加算した価額

とします。ただし、この信託契約締結日前の取

得申込にかかる受益権の価額は、1 口につき 1

円に、手数料及び当該手数料にかかる消費税等

に相当する金額を加算した価額とします。 

2．前号の手数料の額は、指定販売会社が個別に定め

る料率を乗じて得た金額とします。  

⑤ 第4項の規定にかかわらず、受益者が第33条第2項の

規定に基づいて収益分配金を再投資する場合の受

益権の価額は、原則として第28条に規定する各計算

期間終了日の基準価額とします。 

⑥ 前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商品取

引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融

商品取引所及び金融商品取引法第2条第8項第3号ロ

に規定する外国金融商品市場をいいます。以下同

じ）等における取引の停止、決済機能の停止、外国

為替取引の停止その他やむを得ない事情があると

きは、受益権の取得申込の受付を中止すること及び

取得申込の受付を取消すことができます。  

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録）  

第13条  受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、

当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また

は記録されている振替口座簿に係る振替機関等に

振替の申請をするものとします。  

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、

当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の

減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増加に

つき、その備える振替口座簿に記載または記録する

ものとします。ただし、前項の振替機関等が振替先

口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替
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先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機

関等の上位機関を含みます）に社振法の規定に従い、

譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載

または記録が行われるよう通知するものとします。  

③ 委託者は、第1項に規定する振替について、当該受

益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人

の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合

等において、委託者が必要と認めるときまたはやむ

を得ない事情があると判断したときは、振替停止日

や振替停止期間を設けることができます。  

 

（受益権の譲渡の対抗要件）  

第14条  受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への

記載または記録によらなければ、委託者及び受託者

に対抗することができません。  

 

（投資の対象とする資産の種類）  

第15条   この信託において投資の対象とする資産の種類は、

次に掲げるものとします。  

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で

定めるものをいいます。以下同じ）  

イ．有価証券  

ロ．金銭債権  

ハ．約束手形（金融商品取引法第2条第1項第

15号に掲げるものを除きます） 

2．次に掲げる特定資産以外の資産  

為替手形  

 

（運用の指図範囲等）  

第16条  委託者は、信託金を、円建の外国籍の投資信託で

ある「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I6シェアクラス、中国元）」の投資信託証

券（投資信託及び外国投資信託の受益証券（金融

商品取引法第2条第１項第10号で定めるものをい

います）ならびに投資証券及び外国投資証券（金

融商品取引法第2条第１項第11号で定めるものを

いいます）をいいます。以下同じ）と、円建の国

内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファン

ド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券のほ

か、次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の

規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を除くものとし、本邦通貨表示のものに限

ります）に投資することを指図します。  

1．コマーシャル・ペーパー及び短期社債等  

2．外国または外国の者の発行する証券または証書

で、前号の証券の性質を有するもの  

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人

の発行する債券及び社債券（新株引受権証券と

社債券とが一体となった新株引受権付社債券

の新株引受権証券及び短期社債等を除きます）  

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2

条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります）  

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公

社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し

条件付の買い入れ）及び債券貸借取引（現金担保

付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。  

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条第

2項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を含みます）により運用することを

指図することができます。  

1．預金  

2．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項14

号で定める受益証券発行信託を除きます） 

3．コール・ローン  

4．手形割引市場において売買される手形  

③  第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解

約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者

が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託

金を、前項第 1 号から第 4 号までに掲げる金融商

品により運用することの指図ができます。 

 

（利害関係人等との取引等）  

第17条   受託者は、受益者の保護に支障を生じることがな

いものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、委託者の指図により、信託財産と、受託

者（第三者との間において信託財産のためにする

取引その他の行為であって、受託者が当該第三者

の代理人となって行うものを含みます）及び受託

者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律第2条第1項にて準用する信託業法第29

条第2項第1号に規定する利害関係人をいいます。

以下本項、次項及び第20条において同じ）、第20

条第1項に定める信託業務の委託先及びその利害

関係人または受託者における他の信託財産との間

で、前2条に掲げる資産への投資等ならびに第19

条及び第23条から第25条までに掲げる取引その他

これらに類する行為を行うことができます。  

②  受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権

限に基づいて信託事務の処理として行うことがで

きる取引その他の行為について、受託者または受

託者の利害関係人の計算で行うことができるもの

とします。なお、受託者の利害関係人が当該利害

関係人の計算で行う場合も同様とします。  

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合

には、信託財産と、委託者、その取締役、執行役

及び委託者の利害関係人等（金融商品取引法第31

条の4第3項及び同条第4項に規定する親法人等又

は子法人等をいいます）または委託者が運用の指

図を行う他の信託財産との間で、前2条に掲げる資

産への投資等ならびに第19条及び第23条から第25

条までに掲げる取引その他これらに類する行為を

行うことの指図をすることができ、受託者は、委

託者の指図により、当該投資等ならびに当該取引、

当該行為を行うことができます。  

④ 前3項の場合、委託者及び受託者は、受益者に対し

て信託法第31条第3項及び同法第32条第3項の通知

は行いません。 

 

（運用の基本方針）  

第18条   委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定

める運用の基本方針に従って、その指図を行いま

す。 

 

（公社債の借入れの指図及び範囲）  

第19条   委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提

供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。  
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② 前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。  

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速

やかに、その超える額に相当する借入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。  

④ 第1項の借入れにかかる品貸料は信託財産中から

支弁します。  

 

（信託業務の委託等）  

第20条   受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部に

ついて、信託業法第22条第1項に定める信託業務の

委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに

適合するもの（受託者の利害関係人を含みます）

を委託先として選定します。  

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の

遂行に懸念がないこと  

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託

業務を確実に処理する能力があると認められ

ること  

3．委託される信託財産に属する財産と自己の固有

財産その他の財産とを区分する等の管理を行

う体制が整備されていること  

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するための

体制が整備されていること  

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。  

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる

業務を、受託者及び委託者が適当と認める者（受

託者の利害関係人を含みます）に委託することが

できるものとします。  

1．信託財産の保存に係る業務  

2．信託財産の性質を変えない範囲内において、そ

の利用または改良を目的とする業務  

3．委託者のみの指図により信託財産の処分及びそ

の他の信託の目的の達成のために必要な行為

に係る業務  

4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能 

を有する行為  

 

（混蔵寄託）  

第21条  金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国

の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条にお

いて同じ）から、売買代金及び償還金等について

円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した

外国において発行されたコマーシャル・ペーパー

は、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄

託できるものとします。  

 

（信託財産の登記等及び記載等の留保等）  

第22条   信託の登記または登録をすることができる信託財

産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託

の登記または登録を留保することがあります。  

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のため

に委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。  

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすること

ができる信託財産については、信託財産に属する

旨の記載または記録をするとともに、その計算を

明らかにする方法により分別して管理するものと

します。ただし、受託者が認める場合は、その計

算を明らかにする方法により分別して管理するこ

とがあります。  

④  動産（金銭を除きます）については、外形上区別

することができる方法によるほか、その計算を明

らかにする方法により分別して管理することがあ

ります。  

 

（有価証券売却等の指図）  

第23条   委託者は、信託財産に属する投資信託証券にかか

る信託契約の一部解約、有価証券の売却等の指図

ができます。  

 

（再投資の指図）  

第24条   委託者は、前条の規定による投資信託証券の一部

解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係る償

還金等、有価証券等に係る利子等及びその他の収

入金を再投資することの指図ができます。  

 

（資金の借入れ）  

第25条   委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのた

めに借入れた資金の返済を含みます）を目的とし

て、または再投資にかかる収益分配金の支払資金

の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。  

② 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期

間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日まで

の間または受益者への解約代金支払開始日から信

託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日ま

での間もしくは受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金

日までの期間が5営業日以内である場合の当該期

間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、

有価証券等の解約代金及び有価証券等の償還金の

合計額を限度とします。  

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産

から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を

限度とします。  

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。  

 

（損益の帰属）  

第26条   委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じ

た利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。  

 

（受託者による資金の立替え）  

第27条  信託財産に属する有価証券について、借替がある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資

金の立替えをすることができます。  

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価

証券等に係る利子等及びその他の未収入金で、信

託終了日までにその金額を見積りうるものがある

ときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り

入れることができます。  

③ 前2項の立替金の決済及び利息については、受託者
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と委託者との協議によりそのつど別にこれを定め

ます。  

 

（信託の計算期間）  

第28条  この信託の計算期間は、毎月9日から翌月8日までと

することを原則とします。ただし、第1計算期間は   

信託契約締結日より平成22年6月8日までとします。  

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終

了日に該当する日（以下本項において「該当日」と

いいます）が休業日のとき、各計算期間終了日は該

当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が

開始されるものとします。ただし、最終計算期間の

終了日は、第4条に定める信託期間の終了日としま

す。  

 

（信託財産に関する報告等）  

第29条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産

に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。  

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託

財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。  

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者

に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わな

いこととします。  

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定

める書類または電磁的記録の作成に欠くことので

きない情報その他の信託に関する重要な情報及び

当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない

情報を除き、信託法第38条第1項に定める閲覧また

は謄写の請求をすることはできないものとします。  

 

（信託事務の諸費用及び監査費用）  

第30条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸

費用及び受託者の立替えた立替金の利息（以下「諸

経費」といいます）は、受益者の負担とし、信託財

産中から支弁します。  

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税等

相当額を含みます）は、毎年4月及び10月に到来す

る計算期末または信託終了のとき信託財産中から

支弁することを原則とします。  

 

（信託報酬等の総額及び支弁の方法）  

第31条  委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第28条に規

定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総

額に年10,000分の88の率を乗じて得た額とします。  

② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了のと

き信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託

者との間の配分は別に定めます。  

③ 第1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を

信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。  

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第1項に規定する

率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

（収益の分配方式）  

第32条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次

の方法により処理します。  

1．配当金、利子及びこれ等に類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といいま

す）は、諸経費、監査費用、当該監査費用に係る

消費税等に相当する金額、信託報酬及び当該信託

報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した

後その残金を受益者に分配することができます。

なお、次期以降の分配金にあてるため、その一部

を分配準備積立金として積み立てることができ

ます。  

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下

「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬及 

び当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額

を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を

売買益をもって補てんした後、受益者に分配する

ことができます。なお、次期以降の分配にあてる

ため、分配準備積立金として積み立てることがで

きます。  

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払）  

第33条   収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委

託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録され

ている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権

で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原

則として取得申込者とします）に支払います。  

② 前項の規定にかかわらず、指定販売会社との別に

定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受

益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金

口座等に払込むことにより、原則として、毎計算

期間終了日の翌営業日に、収益分配金が指定販売

会社に交付されます。この場合、指定販売会社は、

受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか

る受益権の売付を行います。当該売付により増加

した受益権は、第10条第3項の規定に従い、振替口

座簿に記載または記録されます。  

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）

は、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日

から、信託終了日において振替機関等の振替口座簿

に記載または記録されている受益者（信託終了日以

前において一部解約が行われた受益権にかかる受

益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定

された受益権で取得申込代金支払前のため指定販

売会社の名義で記載または記録されている受益権

については原則として取得申込者とします）に支払

います。なお、当該受益者は、その口座が開設され

ている振替機関等に対して委託者がこの信託の償

還をするのと引換に、当該償還に係る受益権の口数

と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規

定に従い当該振替機関等の口座において当該口数

の減少の記載または記録が行われます。  

④  一部解約金（第36条第3項の一部解約の価額に当該

一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同

じ）は、第36条第1項の受益者の請求を受付けた日

から起算して、原則として5営業日目から当該受益

者に支払います。  

⑤  前各項（第2項を除きます）に規定する収益分配金、

償還金及び一部解約金の支払いは、指定販売会社の

営業所等において行うものとします。  

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益調

整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益権の

価額等に応じて計算されるものとします。  

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令
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第27条の規定によるものとし、受益者毎の信託時の

受益権の価額と元本の差額をいい、原則として、追

加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分

配のつど調整されるものとします。また、前項に規

定する「受益者毎の信託時の受益権の価額等」とは、

原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額をい

い、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。 

 

（収益分配金及び償還金の時効）  

第34条  受益者が、収益分配金については前条第1項に規定

する支払開始日から5年間その支払いを請求しない

とき、ならびに信託終了による償還金については前

条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払に関する

受託者の免責）  

第35条   受託者は、収益分配金及び償還金については第33

条第1項及び第3項にそれぞれ規定する支払開始日

までに、一部解約金については第33条第4項に規定

する支払日までに、その全額を委託者の指定する

預金口座等に払込みます。  

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預

金口座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払

込んだ後は、受益者に対する支払につき、その責に

任じません。  

 

（信託の一部解約）  

第36条  受益者（指定販売会社を含みます。以下本条におい

て同じ）は、自己に帰属する受益権につき、委託者

に指定販売会社が定める単位をもって、一部解約の

実行を請求することができます。ただし、一部解約

の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合

には、原則として受益権の一部解約の実行の請求の

受付は行いません。  

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、

前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託

者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。  

③  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日

の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.1％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除し

た価額とします。  

④  一部解約の実行の請求を受益者がするときは、指定

販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとし

ます。  

⑤  委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、

決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第1項による一部解約の

実行の請求の受付を中止すること及び既に受付け

た一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。  

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合には、受益者は当該受付中止以前に行った

当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただ

し、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

に一部解約の実行の請求を受付けたものとして第3

項の規定に準じて計算された価額とします。  

 

（信託契約の解約）  

第37条  委託者は、第4条の規定による信託終了前に、信託

契約の一部を解約することにより受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認める

ときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。  

② 委託者は、第1項の事項について、書面による決議

（以下「書面決議」といいます）を行います。この

場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れて

いる受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき

の当該受益権に係る受益者としての受託者を除き

ます。以下本項において同じ）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について

賛成するものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤  第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の

解約について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときに

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、

真にやむを得ない事情が生じている場合であって、

第2項から前項までに規定するこの信託契約の解約

の手続を行うことが困難な場合には適用しません。  

 

（信託契約に関する監督官庁の命令）  

第38条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令

を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。  

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款

を変更しようとするときは、第42条の規定に従いま

す。  

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱）  

第39条  委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解

散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第42

条の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信

託委託会社と受託者との間において存続します。  

 

（委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱）  

第40条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することが

あり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲
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渡することがあります。  

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継

させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。  

 

（受託者の辞任及び解任に伴う取扱）  

第41条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任す

ることができます。受託者がその任務に違反して信

託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事

由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に

受託者の解任を申立てることができます。受託者が

辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場

合、委託者は、第42条の規定に従い、新受託者を選

任します。なお、受益者は、上記によって行う場合

を除き、受託者を解任することはできないものとし

ます。  

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

 

（信託約款の変更等）  

第42条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときま

たはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこ

の信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人

に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図

型投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行う

ことができるものとし、あらかじめ、変更または併

合しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け

出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の

方法によって変更することができないものとしま

す。  

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、

その内容が重大なものに該当する場合に限ります。

以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」とい

います）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を

定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約

款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこ

れらの事項を記載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。

以下本項において同じ）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、

当該知れている受益者は書面決議について賛成する

ものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができ

る受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権

の3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対

してその効力を生じます。  

⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款

の変更等について提案した場合において当該提案に

つき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときには

適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において

併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当

該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投

資信託との併合を行うことはできません。  

（反対者の買取請求権）  

第43条 第37条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決

議において当該解約または重大な約款の変更等に

反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する

受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。この買取請求の内容及び買取請

求の手続に関する事項は、第37条第2項または前条

第2項に規定する書面に付記します。  

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限）  

第44条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、

次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできま

せん。  

1．他の受益者の氏名または名称及び住所  

2．他の受益者が有する受益権の内容  

 

（信託期間の延長）  

第45条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受

益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。  

 

（公告）  

第46条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞

に掲載します。  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱）  

第47条  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記

録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金

の支払等については、この信託約款によるほか、民

法その他の法令等に従って取扱われます。  

 

（信託約款に関する疑義の取扱）  

第48条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。  

 

上記条項により信託契約を締結します。  

 

信託契約締結日 平成22年4月28日  

委託者 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 

受託者 株式会社 りそな銀行 
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追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（南アフリカランドコース） 

 

運 用 の 基 本 方 針 

  

信託約款第18条に基づき委託者の定める運用の基本方針は、

次のものとします。  

 

１．基本方針  

この投資信託は、高水準のインカムゲインの確保と中長期的

な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

 

２．運用方法  

(1) 投資対象  

米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外

国籍の投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イール

ド・ボンド（I7シェアクラス、南アフリカランド）」の投資

信託証券と、円建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープ

ールファンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主

要投資対象とします。なお、コマーシャル・ペーパー等の短

期有価証券ならびに短期金融商品等に直接投資する場合が

あります。  

 

(2) 投資態度  

① 当ファンドは、円建の外国籍の投資信託である「ストラ

クチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I7シェアクラ

ス、南アフリカランド）」の投資信託証券と、円建の国

内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファンド（適

格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象と

し、高水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財

産の成長を目指して運用を行います。  

② 「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I7シ

ェアクラス、南アフリカランド）」への投資比率は、原

則として90％以上とすることを基本とします。  

③ 組入対象投資信託証券は、委託者の判断により変更され

ることがあります  

④ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用が

できない場合があります。  

 

(3) 投資制限  

① 投資信託証券への投資割合には制限を設けません。  

② 外貨建資産への直接投資は行いません。 

③ デリバティブの直接利用は行いません。  

④ 株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）

への直接投資は行いません。 

⑤ 同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けま

せん。 

 

３．収益分配方針  

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。  

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･

配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とします。 

② 分配金額は、委託者が基準価額水準及び市況動向等を勘

案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に

は分配を行わないこともあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の 
判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。  

 

 

 

 

 

追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

（南アフリカランドコース） 

 

信 託 約 款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第 1条  この信託は、証券投資信託であり、アムンディ・ジ

ャパン株式会社を委託者とし、株式会社 りそな銀

行を受託者とします。      

② この信託は､信託法（平成 18 年法律第 108 号）（以

下「信託法」といいます）の適用を受けます｡ 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1号に基づく信託事務    

の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条

第 1 項の規定による信託業務の兼営の認可を受け

た一の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関

の信託業務の兼営等に関する法律第 2 条第 1 項に

て準用する信託業法第29条第 2項第 1号に規定す

る利害関係人をいいます。以下この条において同

じ）を含みます）と信託契約を締結し、これを委

託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託につ

いては、受益者の保護に支障を生じることがない

場合に行うものとします。  

 

（信託の目的と金額）  

第2条    委託者は、金2,000億円を上限として受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引

き受けます。 

  

（信託金の限度額）  

第3条    委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限

度として信託金を追加することができます。  

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を

変更することができます。  

 

（信託期間）  

第4条    この信託の期間は、信託契約締結日から平成26年

11月7日までとします。  

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類）  

第5条   この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、

金融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に

該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第2条

第8項で定める公募により行われます。  

 

（当初の受益者）  

第6条   この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第7

条の規定により分割された受益権は、その取得申

込口数に応じて、取得申込者に帰属します。  

 

（受益権の分割及び再分割）  

第7条   委託者は、第2条の規定による受益権については

2,000億口を上限とし、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第8条第1

項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。  

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます）

の定めるところに従い、一定日現在の受益権を均

等に再分割できるものとします。  
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（追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法）  

第8条    追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基

準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を

乗じた額とします。  

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券及び第19条

に規定する借入有価証券を除きます）を法令及び

社団法人投資信託協会規則に従って時価または一

部償却原価法により評価して得た信託財産の資産

総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産

総額」といいます）を、計算日における受益権総

口数で除した金額をいいます。  

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第9条    この信託の受益権は、信託の日時を異にすること

により差異を生ずることはありません。  

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行）  

第10条   この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適

用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者が

あらかじめこの投資信託の受益権を取扱うことに

ついて同意した一の振替機関（社振法第2条に規定

する「振替機関」をいい、以下「振替機関」とい

います）及び当該振替機関の下位の口座管理機関

（社振法第2条に規定する「口座管理機関」をいい、

振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます）

の振替口座簿に記載または記録されることにより

定まります（以下、振替口座簿に記載または記録

されることにより定まる受益権を「振替受益権」

といいます）。  

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が

社振法の規定により主務大臣の指定を取消された

場合または当該指定が効力を失った場合であって、

当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない

場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、

振替受益権を表示する受益証券を発行しません。  

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等に

より受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名

式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。  

③ 委託者は、第7条の規定により分割された受益権に

ついて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替

機関への通知を行うものとします。振替機関等は、

委託者から振替機関への通知があった場合、社振

法の規定に従い、その備える振替口座簿への新た

な記載または記録を行います。  

 

（受益権の設定に係る受託者の通知）  

第11条   受託者は、第2条の規定による受益権については信

託契約締結日に、また、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定め

る方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行います。  

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等）  

第 12 条  指定販売会社（委託者の指定する金融商品取引法

第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を

行う者及び金融商品取引法第2条第11項に規定す

る登録金融機関をいいます。以下同じ）は、第 7

条第 1 項の規定により分割される受益権を、その

取得申込者に対し、指定販売会社が定める単位を

もって取得申込に応じることができるものとしま

す。ただし、指定販売会社と別に定める「自動け

いぞく投資約款」にしたがって契約(以下「別に定

める契約」といいます)を結んだ取得申込者に対し

ては、1 口の整数倍をもって取得の申込に応ずる

こととします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この

信託について受益権取得申込者と指定販売会社が

締結する別に定める契約と別の名称で同様の権利

義務関係を規定する契約を含むものとします。こ

の場合別に定める契約は当該別の名称に読み替え

るものとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と

同時にまたは予め、自己のために開設されたこの

信託の受益権の振替を行うための振替機関等の

口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者

に係る口数の増加の記載または記録が行われま

す。なお、指定販売会社は、当該取得申込の代金

（第4項第1号の受益権の価額に当該取得申込の

口数を乗じて得た額をいいます）の支払と引換に、

当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。  

③ 第1項の規定にかかわらず、取得申込日がファンド

の休業日(東京証券取引所の休業日、ニューヨーク

証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、

ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当す

る場合、または12月24日である場合を指します。

以下同じ)にあたる場合は、受益権の取得の申込を

受付けないものとします。ただし、別に定める契

約に基づく収益分配金の再投資にかかる追加信託

金の申込に限ってこれを受付けるものとします。 

④ 1．第 1項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌

営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料に

かかる消費税並びに地方消費税(以下「消費税

等」といいます)に相当する金額を加算した価

額とします。ただし、この信託契約締結日前の

取得申込にかかる受益権の価額は、1口につき

1円に、手数料及び当該手数料にかかる消費税

等に相当する金額を加算した価額とします。 

2．前号の手数料の額は、指定販売会社が個別に

定める料率を乗じて得た金額とします。  

⑤ 第4項の規定にかかわらず、受益者が第33条第2

項の規定に基づいて収益分配金を再投資する場

合の受益権の価額は、原則として第28条に規定

する各計算期間終了日の基準価額とします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商

品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定す

る金融商品取引所及び金融商品取引法第2条第8

項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいい

ます。以下同じ）等における取引の停止、決済

機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、受益権の取得申込の

受付を中止すること及び取得申込の受付を取消

すことができます。  

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録）  

第13条    受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合に

は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載

または記録されている振替口座簿に係る振替機

関等に振替の申請をするものとします。  

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、

当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数

の減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増
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加につき、その備える振替口座簿に記載または記

録するものとします。ただし、前項の振替機関等

が振替先口座を開設したものでない場合には、譲

受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当

該他の振替機関等の上位機関を含みます）に社振

法の規定に従い、譲受人の振替先口座に受益権の

口数の増加の記載または記録が行われるよう通

知するものとします。  

③  委託者は、第1項に規定する振替について、当該

受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿に係る振替機関等と

譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異

なる場合等において、委託者が必要と認めるとき

またはやむを得ない事情があると判断したとき

は、振替停止日や振替停止期間を設けることがで

きます。  

 

（受益権の譲渡の対抗要件）  

第14条    受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿へ

の記載または記録によらなければ、委託者及び受

託者に対抗することができません。  

 

（投資の対象とする資産の種類）  

第15条    この信託において投資の対象とする資産の種類

は、次に掲げるものとします。  

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投

資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項

で定めるものをいいます。以下同じ）  

イ．有価証券  

ロ．金銭債権  

ハ．約束手形（金融商品取引法第2条第1項第

15号に掲げるものを除きます） 

2． 次に掲げる特定資産以外の資産  

為替手形  

 

（運用の指図範囲等）  

第16条  委託者は、信託金を、円建の外国籍の投資信託で

ある「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I7シェアクラス、南アフリカランド）」の

投資信託証券（投資信託及び外国投資信託の受益

証券（金融商品取引法第2条第１項第10号で定める

ものをいいます）ならびに投資証券及び外国投資

証券（金融商品取引法第2条第１項第11号で定める

ものをいいます）をいいます。以下同じ）と、円

建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープール

ファンド（適格機関投資家専用）」の投資信託証

券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第2条第

2項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を除くものとし、本邦通貨表示のも

のに限ります）に投資することを指図します。  

1．コマーシャル・ペーパー及び短期社債等  

2．外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前号の証券の性質を有するもの  

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法

人の発行する債券及び社債券（新株引受権証

券と社債券とが一体となった新株引受権付社

債券の新株引受権証券及び短期社債等を除き

ます）  

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2

条第1項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に限ります）  

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公

社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し

条件付の買い入れ）及び債券貸借取引（現金担保

付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。  

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条

第2項の規定により有価証券とみなされる同項各

号に掲げる権利を含みます）により運用すること

を指図することができます。  

1．預金  

2．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項14

号で定める受益証券発行信託を除きます） 

3．コール・ローン  

4．手形割引市場において売買される手形  

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信

託金を、前項第 1号から第 4号までに掲げる金融

商品により運用することの指図ができます。 

 

（利害関係人等との取引等）  

第17条   受託者は、受益者の保護に支障を生じることがな

いものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない

場合には、委託者の指図により、信託財産と、受

託者（第三者との間において信託財産のためにす

る取引その他の行為であって、受託者が当該第三

者の代理人となって行うものを含みます）及び受

託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律第2条第1項にて準用する信託業法

第29条第2項第1号に規定する利害関係人をいい

ます。以下本項、次項及び第20条において同じ）、

第20条第1項に定める信託業務の委託先及びその

利害関係人または受託者における他の信託財産

との間で、前2条に掲げる資産への投資等ならび

に第19条及び第23条から第25条までに掲げる取

引その他これらに類する行為を行うことができ

ます。  

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権

限に基づいて信託事務の処理として行うことが

できる取引その他の行為について、受託者または

受託者の利害関係人の計算で行うことができる

ものとします。なお、受託者の利害関係人が当該

利害関係人の計算で行う場合も同様とします。  

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、信託財産と、委託者、その取締役、執行

役及び委託者の利害関係人等（金融商品取引法第

31条の4第3項及び同条第4項に規定する親法人等

又は子法人等をいいます）または委託者が運用の

指図を行う他の信託財産との間で、前2条に掲げ

る資産への投資等ならびに第19条及び第23条か

ら第25条までに掲げる取引その他これらに類す

る行為を行うことの指図をすることができ、受託

者は、委託者の指図により、当該投資等ならびに

当該取引、当該行為を行うことができます。  

④ 前3項の場合、委託者及び受託者は、受益者に対

して信託法第31条第3項及び同法第32条第3項の

通知は行いません。 

 

（運用の基本方針）  

第18条    委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定

める運用の基本方針に従って、その指図を行いま

す。 
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（公社債の借入れの指図及び範囲）  

第19条    委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提

供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。  

② 前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。  

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は

速やかに、その超える額に相当する借入れた公社

債の一部を返還するための指図をするものとし

ます。  

④  第1項の借入れにかかる品貸料は信託財産中から

支弁します。  

 

（信託業務の委託等）  

第20条    受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部

について、信託業法第22条第1項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべ

てに適合するもの（受託者の利害関係人を含みま

す）を委託先として選定します。  

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと  

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託

業務を確実に処理する能力があると認められ

ること  

3．委託される信託財産に属する財産と自己の固

有財産その他の財産とを区分する等の管理を

行う体制が整備されていること  

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するため

の体制が整備されていること  

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。  

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げ

る業務を、受託者及び委託者が適当と認める者

（受託者の利害関係人を含みます）に委託するこ

とができるものとします。  

1．信託財産の保存に係る業務  

2．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務  

3．委託者のみの指図により信託財産の処分及び

その他の信託の目的の達成のために必要な行

為に係る業務  

4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為  

 

（混蔵寄託）  

第21条  金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国

の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条にお

いて同じ）から、売買代金及び償還金等について

円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した

外国において発行されたコマーシャル・ペーパー

は、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄

託できるものとします。  

 

（信託財産の登記等及び記載等の留保等）  

第22条  信託の登記または登録をすることができる信託財

産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託

の登記または登録を留保することがあります。  

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のため

に委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。  

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をするこ

とができる信託財産については、信託財産に属す

る旨の記載または記録をするとともに、その計算

を明らかにする方法により分別して管理するも

のとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理

することがあります。  

④ 動産（金銭を除きます）については、外形上区別

することができる方法によるほか、その計算を明

らかにする方法により分別して管理することが

あります。  

 

（有価証券売却等の指図）  

第23条   委託者は、信託財産に属する投資信託証券にかか

る信託契約の一部解約、有価証券の売却等の指図

ができます。  

 

（再投資の指図）  

第24条   委託者は、前条の規定による投資信託証券の一部

解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係る償

還金等、有価証券等に係る利子等及びその他の収

入金を再投資することの指図ができます。  

 

（資金の借入れ）  

第25条   委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのた

めに借入れた資金の返済を含みます）を目的とし

て、または再投資にかかる収益分配金の支払資金

の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。  

②  一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期

間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの

間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の解約代金入金日まで

の間もしくは受益者への解約代金支払開始日から

信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日

までの期間が5営業日以内である場合の当該期間と

し、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価

証券等の解約代金及び有価証券等の償還金の合計

額を限度とします。  

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産

から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限

度とします。  

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。  

  

（損益の帰属）  

第26条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じ

た利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。  

   

  （受託者による資金の立替え）  

第27条   信託財産に属する有価証券について、借替がある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資
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金の立替えをすることができます。  

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価

証券等に係る利子等及びその他の未収入金で、信

託終了日までにその金額を見積りうるものがある

ときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り

入れることができます。  

③ 前2項の立替金の決済及び利息については、受託者

と委託者との協議によりそのつど別にこれを定め

ます。  

 

（信託の計算期間）  

第28条   この信託の計算期間は、毎月9日から翌月8日まで

とすることを原則とします。ただし、第1計算期間

は信託契約締結日より平成22年6月8日までとしま

す。  

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間

終了日に該当する日（以下本項において「該当日」

といいます）が休業日のとき、各計算期間終了日

は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算

期間が開始されるものとします。ただし、最終計

算期間の終了日は、第4条に定める信託期間の終了

日とします。  

 

（信託財産に関する報告等）  

第29条   受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財

産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。  

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信

託財産に関する報告書を作成して、これを委託者

に提出します。  

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者

に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わ

ないこととします。  

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定

める書類または電磁的記録の作成に欠くことので

きない情報その他の信託に関する重要な情報及び

当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない

情報を除き、信託法第38条第1項に定める閲覧また

は謄写の請求をすることはできないものとします。  

 

（信託事務の諸費用及び監査費用）  

第30条   信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する

諸費用及び受託者の立替えた立替金の利息（以下

「諸経費」といいます）は、受益者の負担とし、

信託財産中から支弁します。  

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税

等相当額を含みます）は、毎年4月及び10月に到来

する計算期末または信託終了のとき信託財産中か

ら支弁することを原則とします。  

 

（信託報酬等の総額及び支弁の方法）  

第31条   委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第28条に

規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資

産総額に年10,000分の88の率を乗じて得た額とし

ます。  

② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了の

とき信託財産中から支弁するものとし、委託者と

受託者との間の配分は別に定めます。  

③ 第1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額

を信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁しま

す。  

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第1項に規定する

率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

（収益の分配方式）  

第32条   信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、

次の方法により処理します。  

1．配当金、利子及びこれ等に類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といい

ます）は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬

に係る消費税等に相当する金額を控除した後

その残金を受益者に分配することができます。

なお、次期以降の分配金にあてるため、その一

部を分配準備積立金として積み立てることが

できます。  

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下

「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬

及び当該信託報酬に係る消費税等に相当する

金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その

全額を売買益をもって補てんした後、受益者に

分配することができます。なお、次期以降の分

配にあてるため、分配準備積立金として積み立

てることができます。  

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払）  

第33条   収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委

託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録され

ている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権

で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原

則として取得申込者とします）に支払います。  

② 前項の規定にかかわらず、指定販売会社との別に

定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受

益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金

口座等に払込むことにより、原則として、毎計算

期間終了日の翌営業日に、収益分配金が指定販売

会社に交付されます。この場合、指定販売会社は、

受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか

る受益権の売付を行います。当該売付により増加

した受益権は、第10条第3項の規定に従い、振替口

座簿に記載または記録されます。  

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）

は、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日

から、信託終了日において振替機関等の振替口座

簿に記載または記録されている受益者（信託終了

日以前において一部解約が行われた受益権にかか

る受益者を除きます。また、当該信託終了日以前

に設定された受益権で取得申込代金支払前のため

指定販売会社の名義で記載または記録されている

受益権については原則として取得申込者としま

す）に支払います。なお、当該受益者は、その口

座が開設されている振替機関等に対して委託者が

この信託の償還をするのと引換に、当該償還に係

る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うもの

とし、社振法の規定に従い当該振替機関等の口座

において当該口数の減少の記載または記録が行わ

れます。  

④ 一部解約金（第36条第3項の一部解約の価額に当該

一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同
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じ）は、第36条第1項の受益者の請求を受付けた日

から起算して、原則として5営業日目から当該受益

者に支払います。  

⑤ 前各項（第2項を除きます）に規定する収益分配金、

償還金及び一部解約金の支払いは、指定販売会社

の営業所等において行うものとします。  

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益

調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益

権の価額等に応じて計算されるものとします。  

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行

令第27条の規定によるものとし、受益者毎の信託

時の受益権の価額と元本の差額をいい、原則とし

て、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。また、

前項に規定する「受益者毎の信託時の受益権の価

額等」とは、原則として、受益者毎の信託時の受

益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数によ

り加重平均され、収益分配のつど調整されるもの

とします。 

 

（収益分配金及び償還金の時効）  

第34条  受益者が、収益分配金については前条第1項に規定

する支払開始日から5年間その支払いを請求しない

とき、ならびに信託終了による償還金については前

条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払に関する

受託者の免責）  

第35条  受託者は、収益分配金及び償還金については第33条

第1項及び第3項にそれぞれ規定する支払開始日ま

でに、一部解約金については第33条第4項に規定す

る支払日までに、その全額を委託者の指定する預金

口座等に払込みます。  

②  受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金

口座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払込

んだ後は、受益者に対する支払につき、その責に任

じません。  

 

（信託の一部解約）  

第36条  受益者（指定販売会社を含みます。以下本条におい

て同じ）は、自己に帰属する受益権につき、委託者

に指定販売会社が定める単位をもって、一部解約の

実行を請求することができます。ただし、一部解約

の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合

には、原則として受益権の一部解約の実行の請求の

受付は行いません。  

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、

前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託

者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。  

③  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日

の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.1％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除し

た価額とします。  

④  一部解約の実行の請求を受益者がするときは、指定

販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとし

ます。  

⑤  委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、

決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第1項による一部解約の

実行の請求の受付を中止すること及び既に受付け

た一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。  

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合には、受益者は当該受付中止以前に行った

当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただ

し、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

に一部解約の実行の請求を受付けたものとして第3

項の規定に準じて計算された価額とします。  

 

（信託契約の解約）  

第37条  委託者は、第4条の規定による信託終了前に、信託

契約の一部を解約することにより受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認める

ときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。  

②  委託者は、第１項の事項について、書面による決議

（以下「書面決議」といいます）を行います。この

場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れて

いる受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。  

③  前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき

の当該受益権に係る受益者としての受託者を除き

ます。以下本項において同じ）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について

賛成するものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤  第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の

解約について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときに

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、

真にやむを得ない事情が生じている場合であって、

第2項から前項までに規定するこの信託契約の解約

の手続を行うことが困難な場合には適用しません。  

 

（信託契約に関する監督官庁の命令）  

第38条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令

を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。  

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款

を変更しようとするときは、第42条の規定に従いま

す。  

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱）  

第39条   委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、
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解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させま

す。  

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第42

条の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信

託委託会社と受託者との間において存続します。  

 

（委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱）  

第40条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することが

あり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲

渡することがあります。  

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継

させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。  

 

（受託者の辞任及び解任に伴う取扱）  

第41条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任す

ることができます。受託者がその任務に違反して信

託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事

由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に

受託者の解任を申立てることができます。受託者が

辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場

合、委託者は、第42条の規定に従い、新受託者を選

任します。なお、受益者は、上記によって行う場合

を除き、受託者を解任することはできないものとし

ます。  

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

 

（信託約款の変更等）  

第42条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときま

たはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこ

の信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人

に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型

投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行うこ

とができるものとし、あらかじめ、変更または併合

しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け出ま

す。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法

によって変更することができないものとします。  

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、

その内容が重大なものに該当する場合に限ります。

以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」とい

います）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を定

め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約款に

係る知れている受益者に対し、書面をもってこれら

の事項を記載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。

以下本項において同じ）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、

当該知れている受益者は書面決議について賛成する

ものとみなします。  

④ 第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の3

分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対

してその効力を生じます。  

⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の 

変更等について提案をした場合において、当該提案 

につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面 

又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき 

には適用しません。  

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において

併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当

該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投

資信託との併合を行うことはできません。  

 

（反対者の買取請求権）  

第43条  第37条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決

議において当該解約または重大な約款の変更等に

反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する

受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。この買取請求の内容及び買取請

求の手続に関する事項は、第37条第2項または前条

第2項に規定する書面に付記します。  

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限）  

第44条  この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、

次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできま

せん。  

1．他の受益者の氏名または名称及び住所  

2．他の受益者が有する受益権の内容  

 

（信託期間の延長）  

第45条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受

益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。  

 

（公告）  

第46条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞

に掲載します。  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱）  

第47条  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記

録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金

の支払等については、この信託約款によるほか、民

法その他の法令等に従って取扱われます。  

 

（信託約款に関する疑義の取扱）  

第48条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。  

 

上記条項により信託契約を締結します。  

 

信託契約締結日 平成22年4月28日  

委託者 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 

受託者 株式会社 りそな銀行 
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追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

(円コース) 

運 用 の 基 本 方 針 

  

信託約款第18条に基づき委託者の定める運用の基本方針は、

次のものとします。  

 

１．基本方針  

この投資信託は、高水準のインカムゲインの確保と中長期的

な信託財産の成長を目指して運用を行います。 

 

２．運用方法  

(1) 投資対象  

米ドル建のハイイールド債を主要投資対象とする円建の外

国籍の投資信託である「ストラクチュラ‐米国ハイ・イール

ド・ボンド（I9シェアクラス、円）」の投資信託証券と、円

建の国内籍の投資信託である「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を主要投資対象と

します。なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券な

らびに短期金融商品等に直接投資する場合があります。  

 

(2) 投資態度  

① 当ファンドは、円建の外国籍の投資信託である「ストラ

クチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I9シェアクラ

ス、円）」の投資信託証券と、円建の国内籍の投資信託

である「ＣＡマネープールファンド（適格機関投資家専

用）」の投資信託証券を主要投資対象とし、高水準のイ

ンカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指

して運用を行います。  

② 「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボンド（I9シ

ェアクラス、円）」への投資比率は、原則として90％以

上とすることを基本とします。  

③ 組入対象投資信託証券は、委託者の判断により変更され

ることがあります  

④ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用が

できない場合があります。  

 

(3) 投資制限  

① 投資信託証券への投資割合には制限を設けません。  

② 外貨建資産への直接投資は行いません。 

③ デリバティブの直接利用は行いません。  

④ 株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）

への直接投資は行いません。 

⑤ 同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けま

せん。 

 

３．収益分配方針  

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。  

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･

配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とします。 

② 分配金額は、委託者が基準価額水準及び市況動向等を勘

案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に

は分配を行わないこともあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の 
判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。  

 

 

 

 

 

          

   

追加型証券投資信託 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド 

(円コース) 

信 託 約 款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第 1 条   この信託は、証券投資信託であり、アムンディ・

ジャパン株式会社を委託者とし、株式会社 りそな

銀行を受託者とします。      

② この信託は､信託法（平成 18 年法律第 108 号）（以

下「信託法」といいます）の適用を受けます｡ 

③ 受託者は、信託法第 28 条第 1号に基づく信託事務    
の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条

第 1 項の規定による信託業務の兼営の認可を受け

た一の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関

の信託業務の兼営等に関する法律第 2 条第 1 項に

て準用する信託業法第29条第 2項第 1号に規定す

る利害関係人をいいます。以下この条において同

じ）を含みます）と信託契約を締結し、これを委

託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託につ

いては、受益者の保護に支障を生じることがない

場合に行うものとします。  

 

（信託の目的と金額）  

第2条    委託者は、金2,000億円を上限として受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引

き受けます。 

  

（信託金の限度額）  

第3条    委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限

度として信託金を追加することができます。  

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を

変更することができます。  

 

（信託期間）  

第4条    この信託の期間は、信託契約締結日から平成26年

11月7日までとします。  

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類）  

第5条   この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、

金融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に

該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第2条

第8項で定める公募により行われます。  

 

（当初の受益者）  

第6条   この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第7

条の規定により分割された受益権は、その取得申

込口数に応じて、取得申込者に帰属します。  

 

（受益権の分割及び再分割）  

第7条   委託者は、第2条の規定による受益権については

2,000億口を上限とし、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第8条第1

項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。  

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます）

の定めるところに従い、一定日現在の受益権を均

等に再分割できるものとします。  
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（追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法）  

第8条    追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基

準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を

乗じた額とします。  

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券及び第19条

に規定する借入有価証券を除きます）を法令及び

社団法人投資信託協会規則に従って時価または一

部償却原価法により評価して得た信託財産の資産

総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産

総額」といいます）を、計算日における受益権総

口数で除した金額をいいます。  

 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第9条    この信託の受益権は、信託の日時を異にすること

により差異を生ずることはありません。  

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行）  

第10条   この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適

用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者が

あらかじめこの投資信託の受益権を取扱うことに

ついて同意した一の振替機関（社振法第2条に規定

する「振替機関」をいい、以下「振替機関」とい

います）及び当該振替機関の下位の口座管理機関

（社振法第2条に規定する「口座管理機関」をいい、

振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます）

の振替口座簿に記載または記録されることにより

定まります（以下、振替口座簿に記載または記録

されることにより定まる受益権を「振替受益権」

といいます）。  

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が

社振法の規定により主務大臣の指定を取消された

場合または当該指定が効力を失った場合であって、

当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない

場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、

振替受益権を表示する受益証券を発行しません。  

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等に

より受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名

式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。  

③ 委託者は、第7条の規定により分割された受益権に

ついて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替

機関への通知を行うものとします。振替機関等は、

委託者から振替機関への通知があった場合、社振

法の規定に従い、その備える振替口座簿への新た

な記載または記録を行います。  

 

（受益権の設定に係る受託者の通知）  

第11条   受託者は、第2条の規定による受益権については信

託契約締結日に、また、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定め

る方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行います。  

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等）  

第 12 条  指定販売会社（委託者の指定する金融商品取引法

第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を

行う者及び金融商品取引法第2条第11項に規定す

る登録金融機関をいいます。以下同じ）は、第 7

条第 1 項の規定により分割される受益権を、その

取得申込者に対し、指定販売会社が定める単位を

もって取得申込に応じることができるものとしま

す。ただし、指定販売会社と別に定める「自動け

いぞく投資約款」にしたがって契約(以下「別に定

める契約」といいます)を結んだ取得申込者に対し

ては、1 口の整数倍をもって取得の申込に応ずる

こととします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この

信託について受益権取得申込者と指定販売会社が

締結する別に定める契約と別の名称で同様の権利

義務関係を規定する契約を含むものとします。こ

の場合別に定める契約は当該別の名称に読み替え

るものとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と

同時にまたは予め、自己のために開設されたこの

信託の受益権の振替を行うための振替機関等の

口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者

に係る口数の増加の記載または記録が行われま

す。なお、指定販売会社は、当該取得申込の代金

（第4項第1号の受益権の価額に当該取得申込の

口数を乗じて得た額をいいます）の支払と引換に、

当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。  

③ 第1項の規定にかかわらず、取得申込日がファンド

の休業日(東京証券取引所の休業日、ニューヨーク

証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、

ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当す

る場合、または12月24日である場合を指します。

以下同じ)にあたる場合は、受益権の取得の申込を

受付けないものとします。ただし、別に定める契

約に基づく収益分配金の再投資にかかる追加信託

金の申込に限ってこれを受付けるものとします。 

④ 1．第 1項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌

営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料に

かかる消費税並びに地方消費税(以下「消費税

等」といいます)に相当する金額を加算した価

額とします。ただし、この信託契約締結日前の

取得申込にかかる受益権の価額は、1口につき

1円に、手数料及び当該手数料にかかる消費税

等に相当する金額を加算した価額とします。 

2．前号の手数料の額は、指定販売会社が個別に

定める料率を乗じて得た金額とします。  

⑤ 第4項の規定にかかわらず、受益者が第33条第2

項の規定に基づいて収益分配金を再投資する場

合の受益権の価額は、原則として第28条に規定

する各計算期間終了日の基準価額とします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商

品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定す

る金融商品取引所及び金融商品取引法第2条第8

項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいい

ます。以下同じ）等における取引の停止、決済

機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、受益権の取得申込の

受付を中止すること及び取得申込の受付を取消

すことができます。  

 

（受益権の譲渡に係る記載または記録）  

第13条    受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合に

は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載

または記録されている振替口座簿に係る振替機

関等に振替の申請をするものとします。  

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、

当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数

の減少及び譲受人の保有する受益権の口数の増
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加につき、その備える振替口座簿に記載または記

録するものとします。ただし、前項の振替機関等

が振替先口座を開設したものでない場合には、譲

受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当

該他の振替機関等の上位機関を含みます）に社振

法の規定に従い、譲受人の振替先口座に受益権の

口数の増加の記載または記録が行われるよう通

知するものとします。  

③  委託者は、第1項に規定する振替について、当該

受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿に係る振替機関等と

譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異

なる場合等において、委託者が必要と認めるとき

またはやむを得ない事情があると判断したとき

は、振替停止日や振替停止期間を設けることがで

きます。  

 

（受益権の譲渡の対抗要件）  

第14条    受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿へ

の記載または記録によらなければ、委託者及び受

託者に対抗することができません。  

 

（投資の対象とする資産の種類）  

第15条    この信託において投資の対象とする資産の種類

は、次に掲げるものとします。  

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投

資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項

で定めるものをいいます。以下同じ）  

イ．有価証券  

ロ．金銭債権  

ハ．約束手形（金融商品取引法第2条第1項第

15号に掲げるものを除きます） 

2． 次に掲げる特定資産以外の資産  

為替手形  

 

（運用の指図範囲等）  

第16条  委託者は、信託金を、円建の外国籍の投資信託で

ある「ストラクチュラ‐米国ハイ・イールド・ボ

ンド（I9シェアクラス、円）」の投資信託証券（投

資信託及び外国投資信託の受益証券（金融商品取

引法第2条第１項第10号で定めるものをいいます）

ならびに投資証券及び外国投資証券（金融商品取

引法第2条第１項第11号で定めるものをいいます）

をいいます。以下同じ）と、円建の国内籍の投資

信託である「ＣＡマネープールファンド（適格機

関投資家専用）」の投資信託証券のほか、次の有

価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により

有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除

くものとし、本邦通貨表示のものに限ります）に

投資することを指図します。  

1．コマーシャル・ペーパー及び短期社債等  

2．外国または外国の者の発行する証券または証

書で、前号の証券の性質を有するもの  

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法

人の発行する債券及び社債券（新株引受権証

券と社債券とが一体となった新株引受権付社

債券の新株引受権証券及び短期社債等を除き

ます）  

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2

条第1項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に限ります）  

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公

社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し

条件付の買い入れ）及び債券貸借取引（現金担保

付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。  

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条

第2項の規定により有価証券とみなされる同項各

号に掲げる権利を含みます）により運用すること

を指図することができます。  

1．預金  

2．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項14

号で定める受益証券発行信託を除きます） 

3．コール・ローン  

4．手形割引市場において売買される手形  

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信

託金を、前項第 1号から第 4号までに掲げる金融

商品により運用することの指図ができます。 

 

（利害関係人等との取引等）  

第17条   受託者は、受益者の保護に支障を生じることがな

いものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない

場合には、委託者の指図により、信託財産と、受

託者（第三者との間において信託財産のためにす

る取引その他の行為であって、受託者が当該第三

者の代理人となって行うものを含みます）及び受

託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律第2条第1項にて準用する信託業法

第29条第2項第1号に規定する利害関係人をいい

ます。以下本項、次項及び第20条において同じ）、

第20条第1項に定める信託業務の委託先及びその

利害関係人または受託者における他の信託財産

との間で、前2条に掲げる資産への投資等ならび

に第19条及び第23条から第25条までに掲げる取

引その他これらに類する行為を行うことができ

ます。  

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権

限に基づいて信託事務の処理として行うことが

できる取引その他の行為について、受託者または

受託者の利害関係人の計算で行うことができる

ものとします。なお、受託者の利害関係人が当該

利害関係人の計算で行う場合も同様とします。  

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、信託財産と、委託者、その取締役、執行

役及び委託者の利害関係人等（金融商品取引法第

31条の4第3項及び同条第4項に規定する親法人等

又は子法人等をいいます）または委託者が運用の

指図を行う他の信託財産との間で、前2条に掲げ

る資産への投資等ならびに第19条及び第23条か

ら第25条までに掲げる取引その他これらに類す

る行為を行うことの指図をすることができ、受託

者は、委託者の指図により、当該投資等ならびに

当該取引、当該行為を行うことができます。  

④ 前3項の場合、委託者及び受託者は、受益者に対

して信託法第31条第3項及び同法第32条第3項の

通知は行いません。 

 

（運用の基本方針）  

第18条    委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定

める運用の基本方針に従って、その指図を行いま

す。 
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（公社債の借入れの指図及び範囲）  

第19条    委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提

供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。  

② 前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。  

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は

速やかに、その超える額に相当する借入れた公社

債の一部を返還するための指図をするものとし

ます。  

④  第1項の借入れにかかる品貸料は信託財産中から

支弁します。  

 

（信託業務の委託等）  

第20条    受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部

について、信託業法第22条第1項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべ

てに適合するもの（受託者の利害関係人を含みま

す）を委託先として選定します。  

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務

の遂行に懸念がないこと  

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託

業務を確実に処理する能力があると認められ

ること  

3．委託される信託財産に属する財産と自己の固

有財産その他の財産とを区分する等の管理を

行う体制が整備されていること  

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するため

の体制が整備されていること  

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。  

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げ

る業務を、受託者及び委託者が適当と認める者

（受託者の利害関係人を含みます）に委託するこ

とができるものとします。  

1．信託財産の保存に係る業務  

2．信託財産の性質を変えない範囲内において、

その利用または改良を目的とする業務  

3．委託者のみの指図により信託財産の処分及び

その他の信託の目的の達成のために必要な行

為に係る業務  

4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機

能を有する行為  

 

（混蔵寄託）  

第21条  金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国

の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条にお

いて同じ）から、売買代金及び償還金等について

円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した

外国において発行されたコマーシャル・ペーパー

は、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関

または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄

託できるものとします。  

 

（信託財産の登記等及び記載等の留保等）  

第22条  信託の登記または登録をすることができる信託財

産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託

の登記または登録を留保することがあります。  

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のため

に委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。  

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をするこ

とができる信託財産については、信託財産に属す

る旨の記載または記録をするとともに、その計算

を明らかにする方法により分別して管理するも

のとします。ただし、受託者が認める場合は、そ

の計算を明らかにする方法により分別して管理

することがあります。  

④ 動産（金銭を除きます）については、外形上区別

することができる方法によるほか、その計算を明

らかにする方法により分別して管理することが

あります。  

 

（有価証券売却等の指図）  

第23条   委託者は、信託財産に属する投資信託証券にかか

る信託契約の一部解約、有価証券の売却等の指図

ができます。  

 

（再投資の指図）  

第24条   委託者は、前条の規定による投資信託証券の一部

解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係る償

還金等、有価証券等に係る利子等及びその他の収

入金を再投資することの指図ができます。  

 

（資金の借入れ）  

第25条   委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのた

めに借入れた資金の返済を含みます）を目的とし

て、または再投資にかかる収益分配金の支払資金

の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。  

②  一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期

間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの

間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の解約代金入金日まで

の間もしくは受益者への解約代金支払開始日から

信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日

までの期間が5営業日以内である場合の当該期間と

し、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価

証券等の解約代金及び有価証券等の償還金の合計

額を限度とします。  

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産

から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限

度とします。  

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。  

  

（損益の帰属）  

第26条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じ

た利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。  

    

（受託者による資金の立替え）  

第27条   信託財産に属する有価証券について、借替がある

場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資
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金の立替えをすることができます。  

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価

証券等に係る利子等及びその他の未収入金で、信

託終了日までにその金額を見積りうるものがある

ときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り

入れることができます。  

③ 前2項の立替金の決済及び利息については、受託者

と委託者との協議によりそのつど別にこれを定め

ます。  

 

（信託の計算期間）  

第28条   この信託の計算期間は、毎月9日から翌月8日まで

とすることを原則とします。ただし、第1計算期間

は信託契約締結日より平成22年6月8日までとしま

す。  

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間

終了日に該当する日（以下本項において「該当日」

といいます）が休業日のとき、各計算期間終了日

は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算

期間が開始されるものとします。ただし、最終計

算期間の終了日は、第4条に定める信託期間の終了

日とします。  

 

（信託財産に関する報告等）  

第29条   受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財

産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。  

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信

託財産に関する報告書を作成して、これを委託者

に提出します。  

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者

に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わ

ないこととします。  

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定

める書類または電磁的記録の作成に欠くことので

きない情報その他の信託に関する重要な情報及び

当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない

情報を除き、信託法第38条第1項に定める閲覧また

は謄写の請求をすることはできないものとします。  

 

（信託事務の諸費用及び監査費用）  

第30条   信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する

諸費用及び受託者の立替えた立替金の利息（以下

「諸経費」といいます）は、受益者の負担とし、

信託財産中から支弁します。  

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税

等相当額を含みます）は、毎年4月及び10月に到来

する計算期末または信託終了のとき信託財産中か

ら支弁することを原則とします。  

 

（信託報酬等の総額及び支弁の方法）  

第31条   委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第28条に

規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資

産総額に年10,000分の88の率を乗じて得た額とし

ます。  

② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了の

とき信託財産中から支弁するものとし、委託者と

受託者との間の配分は別に定めます。  

③ 第1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額

を信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁しま

す。  

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第1項に規定する

率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

（収益の分配方式）  

第32条   信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、

次の方法により処理します。  

1．配当金、利子及びこれ等に類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といい

ます）は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬

に係る消費税等に相当する金額を控除した後

その残金を受益者に分配することができます。

なお、次期以降の分配金にあてるため、その一

部を分配準備積立金として積み立てることが

できます。  

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下

「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬

及び当該信託報酬に係る消費税等に相当する

金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その

全額を売買益をもって補てんした後、受益者に

分配することができます。なお、次期以降の分

配にあてるため、分配準備積立金として積み立

てることができます。  

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払）  

第33条   収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委

託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録され

ている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権

で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原

則として取得申込者とします）に支払います。  

② 前項の規定にかかわらず、指定販売会社との別に

定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受

益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金

口座等に払込むことにより、原則として、毎計算

期間終了日の翌営業日に、収益分配金が指定販売

会社に交付されます。この場合、指定販売会社は、

受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか

る受益権の売付を行います。当該売付により増加

した受益権は、第10条第3項の規定に従い、振替口

座簿に記載または記録されます。  

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）

は、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日

から、信託終了日において振替機関等の振替口座

簿に記載または記録されている受益者（信託終了

日以前において一部解約が行われた受益権にかか

る受益者を除きます。また、当該信託終了日以前

に設定された受益権で取得申込代金支払前のため

指定販売会社の名義で記載または記録されている

受益権については原則として取得申込者としま

す）に支払います。なお、当該受益者は、その口

座が開設されている振替機関等に対して委託者が

この信託の償還をするのと引換に、当該償還に係

る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うもの

とし、社振法の規定に従い当該振替機関等の口座

において当該口数の減少の記載または記録が行わ

れます。  

④ 一部解約金（第36条第3項の一部解約の価額に当該

一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同



 

 - 82 -

じ）は、第36条第1項の受益者の請求を受付けた日

から起算して、原則として5営業日目から当該受益

者に支払います。  

⑤ 前各項（第2項を除きます）に規定する収益分配金、

償還金及び一部解約金の支払いは、指定販売会社

の営業所等において行うものとします。  

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益

調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益

権の価額等に応じて計算されるものとします。  

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行

令第27条の規定によるものとし、受益者毎の信託

時の受益権の価額と元本の差額をいい、原則とし

て、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。また、

前項に規定する「受益者毎の信託時の受益権の価

額等」とは、原則として、受益者毎の信託時の受

益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数によ

り加重平均され、収益分配のつど調整されるもの

とします。 

 

（収益分配金及び償還金の時効）  

第34条  受益者が、収益分配金については前条第1項に規定

する支払開始日から5年間その支払いを請求しない

とき、ならびに信託終了による償還金については前

条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。  

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払に関する

受託者の免責）  

第35条  受託者は、収益分配金及び償還金については第33条

第1項及び第3項にそれぞれ規定する支払開始日ま

でに、一部解約金については第33条第4項に規定す

る支払日までに、その全額を委託者の指定する預金

口座等に払込みます。  

②  受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金

口座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払込

んだ後は、受益者に対する支払につき、その責に任

じません。  

 

（信託の一部解約）  

第36条  受益者（指定販売会社を含みます。以下本条におい

て同じ）は、自己に帰属する受益権につき、委託者

に指定販売会社が定める単位をもって、一部解約の

実行を請求することができます。ただし、一部解約

の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合

には、原則として受益権の一部解約の実行の請求の

受付は行いません。  

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、

前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託

者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。  

③  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日

の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.1％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除し

た価額とします。  

④  一部解約の実行の請求を受益者がするときは、指定

販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとし

ます。  

⑤  委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、

決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第1項による一部解約の

実行の請求の受付を中止すること及び既に受付け

た一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。  

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合には、受益者は当該受付中止以前に行った

当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただ

し、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しな

い場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

に一部解約の実行の請求を受付けたものとして第3

項の規定に準じて計算された価額とします。  

 

（信託契約の解約）  

第37条  委託者は、第4条の規定による信託終了前に、信託

契約の一部を解約することにより受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認める

ときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。  

②  委託者は、第1項の事項について、書面による決議

（以下「書面決議」といいます）を行います。この

場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の2週間前までに、この信託契約に係る知れて

いる受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。  

③  前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき

の当該受益権に係る受益者としての受託者を除き

ます。以下本項において同じ）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について

賛成するものとみなします。  

④  第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の

3分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤  第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の

解約について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときに

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、

真にやむを得ない事情が生じている場合であって、

第2項から前項までに規定するこの信託契約の解約

の手続を行うことが困難な場合には適用しません。  

 

（信託契約に関する監督官庁の命令）  

第38条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令

を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。  

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款

を変更しようとするときは、第42条の規定に従いま

す。  

 

（委託者の登録取消等に伴う取扱）  

第39条   委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、
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解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させま

す。  

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第42

条の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信

託委託会社と受託者との間において存続します。  

 

（委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱）  

第40条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することが

あり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲

渡することがあります。  

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継

させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。  

 

（受託者の辞任及び解任に伴う取扱）  

第41条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任す

ることができます。受託者がその任務に違反して信

託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事

由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に

受託者の解任を申立てることができます。受託者が

辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場

合、委託者は、第42条の規定に従い、新受託者を選

任します。なお、受益者は、上記によって行う場合

を除き、受託者を解任することはできないものとし

ます。  

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は

この信託契約を解約し、信託を終了させます。  

 

（信託約款の変更等）  

第42条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときま

たはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこ

の信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人

に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型

投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行うこ

とができるものとし、あらかじめ、変更または併合

しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け出ま

す。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法

によって変更することができないものとします。  

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、

その内容が重大なものに該当する場合に限ります。

以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」とい

います）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を定

め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約款に

係る知れている受益者に対し、書面をもってこれら

の事項を記載した書面決議の通知を発します。  

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者及びこの

信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。

以下本項において同じ）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、

当該知れている受益者は書面決議について賛成する

ものとみなします。  

④ 第2項の書面決議は議決権を行使することができる

受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の3

分の2以上に当たる多数をもって行います。  

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対

してその効力を生じます。  

⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の 

変更等について提案をした場合において、当該提案 

につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面 

又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき 

には適用しません。  

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において

併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当

該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投

資信託との併合を行うことはできません。  

 

（反対者の買取請求権）  

第43条  第37条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決

議において当該解約または重大な約款の変更等に

反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する

受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。この買取請求の内容及び買取請

求の手続に関する事項は、第37条第2項または前条

第2項に規定する書面に付記します。  

 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限）  

第44条  この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、

次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできま

せん。  

1．他の受益者の氏名または名称及び住所  

2．他の受益者が有する受益権の内容  

 

（信託期間の延長）  

第45条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受

益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の

うえ、信託期間を延長することができます。  

 

（公告）  

第46条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞

に掲載します。  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱）  

第47条  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記

録されている受益権にかかる収益分配金の支払、一

部解約の実行の請求の受付、一部解約金及び償還金

の支払等については、この信託約款によるほか、民

法その他の法令等に従って取扱われます。  

 

（信託約款に関する疑義の取扱）  

第48条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。  

 

上記条項により信託契約を締結します。  

 

信託契約締結日 平成22年4月28日  

委託者 クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 

受託者 株式会社 りそな銀行 



 

 - 84 -

 

 

委 託 会 社 

投資信託委託会社であり、「委託者」、「投信会社」または「運用会社」と

も呼ばれます。受託会社と締結した信託契約に基づき、信託財産の運用

指図、投資信託説明書（目論見書）や運用報告書の作成等を行います。

運 用 報 告 書 

受益者（お客さま）に、ファンドの運用実績・運用状況等をお知らせす

るための書類です。各ファンドでは原則として、4月及び 10 月の計算期

末毎に委託会社が作成し、販売会社を通じて受益者の皆さまにお渡しし

ます。 

基 準 価 額 

ファンドを購入または途中換金する時の基準となる価額で、純資産総額

を受益権総口数（ファンドを保有しているすべての受益者の保有口数）

で割って算出されます。基準価額は、組入れる有価証券の値動き等によ

り日々変動します。各ファンドでは、１万口当たりの価額で表示されま

す。 

受 託 会 社 

信託業務を営む金融機関又は信託会社であり、「受託者」とも呼ばれます。

委託会社の指図に基づき、信託財産の保管・管理や基準価額の計算を含

む信託財産の計算等を行います。信託財産は、受託会社自身の財産と分

別して管理されています。 

純 資 産 総 額 

ファンドに組入れられている株式や公社債等をすべて時価評価し、株式

の配当金や公社債等の利息などの収入を加えたものから、未払金などの

負債総額やファンドの運用に必要な費用などを差し引いたもので、ファ

ンドの信託財産が全体でいくらになっているかを表す金額です。 

信 託 期 間 

ファンドが設定されてから終了するまでの期間をいいます。委託会社は

受託会社と合意の上、所定の手続きを行うことによって信託期間を変更

することができます。 

信 託 財 産 留 保 額 
ファンドを途中換金する際に、換金時の基準価額から控除される金額で

す。 

信 託 報 酬 
ファンドの運用・管理にかかる費用で、ファンド毎に一定の率が決めら

れ、ファンドの中から委託会社、受託会社、販売会社に支払われます。

設 定 日 ／ 信 託 設 定 日 
ファンドの運用を開始する日です。ファンドについて、委託会社と受託

会社が信託契約を締結します。 

追 加 型 投 資 信 託 
オープン型投資信託ともいいます。ファンドの設定・運用開始後も買付

け・売却ができる投資信託のことです。 

販 売 会 社 

ファンドの販売を行う会社（銀行や証券会社等の金融機関）をいいます。

販売会社は、募集の取扱のほか、換金（解約）の取扱、収益分配金・償

還金の支払いの取扱等を行います。 

ファンド・オブ・ファンズ 

社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において「投資信託証券

への投資を目的とする投資信託」をいいます。投資信託証券から株式や

債券などへ投資します。 

 

 

 

用語解説 



 

 
 
 
 
 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース） 

アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース） 

 

追加型投信／海外／債券 

 

投資信託説明書(請求目論見書) 

2010 年 7 月 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アムンディ・ジャパン株式会社 
 
 
 本書は金融商品取引法の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書（請求目論見書）です。



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（投資信託についての一般的な留意事項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項） 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 本投資信託説明書（請求目論見書）により行う｢アムンディ・りそな米国ハイ・イ

ールド債券ファンド｣の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取引法(昭

和 23 年法第 25 号)第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 22 年 6 月 15 日に関

東財務局長に提出しており、平成 22 年 7 月 1 日にその届出の効力が生じておりま

す。 

 

2．本投資信託説明書（請求目論見書）は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細

情報」の内容を記載したものであり、金融商品取引法（昭和 23 年法第 25 号）の

規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。 

 

3. ｢アムンディ・りそな米国ハイ・イールド債券ファンド｣の受益権の価額は、同ファ

ンドに組入れられている有価証券等の値動きや為替の変動による影響を受けます

が、これらの運用による損益はすべて投資家の皆さまに帰属いたします。 

 

4．当ファンドは投資元本及び分配金が保証されているものではありません。 

投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますよう

お願い申し上げます。 
・投資信託は預金ではなく、預金保険の対象とはなりません。 

・投資信託は保険契約ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象とはなりません。 

・銀行を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

・投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（銀行は販売の窓口となり

ます）。 

・投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります）に投資

するため、投資元本及び分配金が保証された商品ではありません。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負う

ことになります。 

・投資信託のご購入時にはお申込手数料、保有期間中には信託報酬及びその他の費用

等がかかります。 

・投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。 

当ファンドは、外国籍投資信託を通じて外貨建の債券を主要投資対象としています

ので、組入債券の価格の下落や組入債券の発行体の倒産や財務状況の悪化及びそれらに

関する外部評価の変化等により基準価額が下落し、損失を被り投資元本を割込むことが

あります。また、為替の変動（円高となった場合等）により当ファンドの基準価額が

下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。 
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第１ ファンドの沿革 
豪ドルコース、ブラジルレアルコース 

      平成21年11月6日    信託契約締結、各ファンドの設定・運用開始 

 

中国元コース、南アフリカランドコース、円コース 

平成 22 年 4 月 28 日   信託契約締結、各ファンドの設定・運用開始 

 

第２ 手続等 

１ 申込（販売）手続等 

１）お申込みの受付場所 
各ファンドの取得申込は、委託会社が指定する販売会社の本支店営業所等において取扱ってお

ります。詳細は後記までお問い合せください。 

 

２）申込期間と申込価額 
 申込期間 申込価額 

 平成22年 7月 1日（木）から 
平成23年 1月 7日（金）まで※1 

申込受付日の翌営業日の基準価額

取得申込の受付は、原則として各営業日の午後 3時までに受付けたもの（当該取得の申込にか

かる販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を当日の受付分として取扱います。この時刻

を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとなります。 
ただし、ファンドの休業日※2にあたる場合はお申込みできません。 

※1 申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

※2 東京証券取引所の休業日、ニューヨーク証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、  

  ルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する場合、または 12 月 24 日である場合を   

   指します。 

 
* 委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停止  
その他やむを得ない事情があるときは、取得の申込の受付を中止すること及び既に受付けた

取得申込の受付を取消すことができます。 
 

３）申込単位 
1 円または 1口を最低単位として販売会社が定める申込方法及び単位とします。 

詳しくは、販売会社にお問合せください。 

 

* 取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機関
等の口座を申出るものとし、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録が行われます。

なお、販売会社は、当該取得申込の代金の支払と引換に、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記

載または記録を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の

振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとしま

す。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定に従い、その備える振替口座

簿への新たな記載または記録を行います。受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつ

ど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行います。 
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２ 換金（解約）手続等 

１）途中換金※の受付 
※途中換金とは信託約款上の一部解約と同意義です。 

(a) 原則として、毎営業日換金（解約）のお申込みが可能です。各ファンドをご購入いただ

いた販売会社においてお申込みください。 

(b) 受益者が途中換金の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行

うものとします。 

２）途中換金取扱期間と換金価額 

(a) 途中換金の実行の請求の受付は、原則として各営業日の午後 3時までに受付けたもの（当

該換金の申込にかかる販売会社所定の事務手続きが完了したもの）を当日の受付分とし

て取扱います。この時刻を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとなります。 

(b) 途中換金の実行の請求日が、ファンドの休業日にあたる場合においては、委託会社は途

中換金の実行の請求を受付けないものとします。 

(c) 換金価額は、換金請求受付日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に 0.1%の率を乗じ

て得た信託財産留保額を控除した価額とします。 

(d) 換金代金は、受益者の請求を受付けた日から起算して原則として 5営業日目から、販売

会社において受益者に支払われます。 

３）換金単位 

1 口を最低単位として販売会社が定める単位とします。 

詳しくは、販売会社にお問合せください。 

４）換金価額の照会方法 

換金価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問合せる

ことにより知ることができます。なお、換金価額は 1万口単位で表示されたものが発表さ

れます。 

各ファンドの換金価額について委託会社の照会先は次の通りです。 

 

５）途中換金の実行の請求の受付を中止する特別な場合 

(a) 委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停

止その他やむを得ない事情があるときは、途中換金の実行の請求の受付を中止すること

及び既に受付けた途中換金の実行の請求の受付を取消すことができます。 

(b) 途中換金の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行っ

た当日の途中換金の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその途中換金の実行

の請求を撤回しない場合には、当該受益権の換金価額は、当該受付の中止を解除した後

の最初の基準価額の計算日に途中換金の実行の請求を受付けたものとして当該基準価額

の計算日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に 0.1%の率を乗じて得た信託財産留

保額を控除した価額とします。 
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６）受益権の買取 

販売会社は、受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。 

買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問

合せください。 

７）買取請求の受付と買取価額 

買取請求の受付と買取価額の詳細については、販売会社へお問合せください。 

 

８）買取請求の受付を中止する特別な場合 

金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、販売会社は受

益権の買取を中止すること及び既に受付けた受益権の買取を取消すことができます。 

* 買取請求の受付を中止する特別な場合の詳細については、販売会社にお問合せください。 
 

* 換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかるこ
の信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引換に、当該一部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消

の申請を行うものとし、社振法の規定に従い、当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載また

は記録が行われます。換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

 

 

第３ 管理及び運営 

１ 資産管理等の概要 

(1)資産の評価 

１）基準価額の算定 
基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券及び信託約款に規定する

借入有価証券を除きます）を法令及び社団法人投資信託協会規則に従って時価又は一部償

却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総

額」といいます）を、計算日における受益権総口数で除して得た金額をいいます。 
２）基準価額の算出頻度と公表 
基準価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問合せる

ことにより知ることができます。また、当日の基準価額は原則として、翌日の日本経済新

聞に掲載されます。なお、基準価額は 1万口単位で表示されたものが発表されます。 

 

各ファンドの基準価額について委託会社の照会先は次の通りです。 
 

(2)保管 

該当事項はありません。 

 
(3)信託期間 

ファンド 信託期間 

豪ドルコース、ブラジルレアルコース 平成21年11月6日から平成26年11月7日まで 

中国元コース、南アフリカランドコース、円コース 平成22年4月28日から平成26年11月7日まで 

ただし、後記「(5) その他 １）信託の終了」に該当する場合、信託は終了することがありま

す。なお、委託会社は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めた

ときは、受託会社と協議のうえ、信託期間を延長することができます。 
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(4)計算期間 

１）各ファンドの計算期間は、以下のとおりです。 

ファンド 計算期間 

豪ドルコース、ブラジルレアルコース 

原則として毎月9日から翌月8日までとします。

ただし、第1計算期間は信託契約締結日から  

平成22年1月8日までとします。 

中国元コース、南アフリカランドコース、

円コース 

原則として毎月9日から翌月8日までとします。

ただし、第1計算期間は信託契約締結日から  

平成22年6月8日までとします。 

２）各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます）が休業日のとき、各計算期

間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとしま

す。ただし、最終計算期間の終了日は、信託約款に定める信託期間の終了日とします。 

(5)その他 

１）信託の終了 

(a) 委託会社は、各ファンドにつき、次の場合、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解

約し、信託を終了させることができます（以下「繰上償還」といいます）。この場合にお

いて、委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ⅰ．信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認

めるとき 

ⅱ．信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が 10 億口を下回った場合 

ⅲ．やむを得ない事情が発生したとき 

委託会社は、前記に従い繰上償還させる場合、以下の手続により行います。 

1) 委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨について、書面による決議（以下「書

面決議」といいます）を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日

ならびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、

この信託契約に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載し

た書面決議の通知を発します。 

2）前記1)の書面決議において、受益者（委託会社及びこの信託の信託財産にこの信託

の受益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以

下2）において同じ）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使すること

ができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れてい

る受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

3）前記1)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当

該受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 

4）前記1)から前記3)までの規定は、以下に掲げる場合には適用しません。 

1. 信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、前

記 1）から 3）までの規定による信託契約の解除の手続きを行うことが困難な場合 

2．委託会社が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提案につき、

この信託契約に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意の意思表示

をした場合 

(b) 委託会社が、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき、その命令に従い、

信託契約を解約し信託を終了させます。 

(c) 委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

とき委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁がこ

の信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐことを命じたと

きは、この信託は、後記「２）信託約款の変更等」の(b)の書面決議が否決された場合を

除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において、存続します。 

(d) 受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合及び解任された場合におい

て、委託会社が新受託会社を選任できないとき、委託会社はこの信託契約を解約し、信

託を終了させます。 
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２）信託約款の変更等 

(a) 委託会社は、各ファンドにつき、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得

ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまた

はこの信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第 16 条第 2号に規

定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ）を行うことができるも

のとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨及びその内容を監督官庁に届け出

ます。なお、信託約款は「２）信託約款の変更等」に定める以外の方法によって変更す

ることができないものとします。 

(b) 委託会社は、前記(a)の事項（(a)の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当

する場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます）につ

いて、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重

大な約款の変更等の内容及びその理由などの事項を定め、当該決議の日の 2週間前まで

に、この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載し

た書面決議の通知を発します。 

(c) 前記(b)の書面決議において、受益者（委託会社及びこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下(c)にお

いて同じ）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。

なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決

議について賛成するものとみなします。 

(d) 前記(b)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受

益者の議決権の 3分の 2以上に当たる多数をもって行います。 

(e) 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

(f) 前記(b)から前記(e)までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした

場合において、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又は電磁的

記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 

(g) 前記(a)から前記(f)にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された

場合にあっても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面

決議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

３）反対者の買取請求権 

各ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合において、書面決議に

おいて当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、販売会社を通じて、受託

会社に対し、自己に帰属する受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することが

できます。この買取請求権の内容及び買取請求の手続に関する事項は、前記「１）信託の

終了」（a）の 1)または、「２）信託約款の変更等」(b) に規定する書面に付記します。 

４）公告 

委託会社が受益者に対してする公告は日本経済新聞に掲載します。 

５）運用報告書の作成 

委託会社は、4月及び 10 月の計算期間の末日及び償還時に運用報告書を作成し、各ファン

ドの信託財産にかかる知られたる受益者に対して交付します。 

６）関係法人との契約の更改等に関する手続 

販売会社との間で締結された募集・販売等に関する契約の有効期間は、契約締結の日から

1 年間とします。ただし、期間満了の 3 ヵ月前までに委託会社、販売会社いずれからも、

別段の意思表示のないときは、自動的に 1年間更新されるものとし、自動延長後の取扱に

ついてもこれと同様とします。ただし、期間の途中においても必要がある時は、契約の一

部を変更することができます。 
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２ 受益者の権利等 

受益者の有する主な権利は次の通りです。 

① 収益分配金に対する請求権 

１）受益者は、委託会社が決定した収益分配金を持分に応じて請求する権利を有します。 

２）収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益

者（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益

者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権で

取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権について

は原則として取得申込者とします）に毎計算期間終了日後 1ヵ月以内の委託会社の指定す

る日からお支払いします（原則として決算日（休日の場合は翌営業日）の翌営業日からお

支払いします）。収益分配金の支払は、販売会社の本支店営業所等において行うものとし

ます。 

３）受益者は、収益分配金を支払開始日から 5年間支払請求しないと権利を失います。 

② 償還金に対する請求権 

１）受益者は、償還金を持分に応じて請求する権利を有します。 

２）償還金は、信託期間終了日後 1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（休

日の場合は当該償還日の翌営業日）の翌営業日）から、信託終了日において振替機関等の

振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行わ

れた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で

取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義で記載または記録されている受益権につい

ては原則として取得申込者とします）に支払います。償還金の支払は、販売会社の本支店

営業所等において行うものとします。 

３）受益者は、償還金を支払開始日から 10 年間その支払を請求しないと権利を失い、受託会社

から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属します。 

③ 途中換金（買取）請求権 

１） 受益者は、1口を最低単位として販売会社が定める単位で途中換金の実行を請求すること、

または買取を請求することにより換金する権利を有します。 

２）換金代金は、換金請求受付日から起算して、原則として 5営業日目から受益者にお支払い

します。 

* 買取の取扱については販売会社によって異なりますので、詳しくはお申込みの販売会社

の本支店営業所等にお問合せください。 

④ 帳簿書類の閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に各ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲

覧及び謄写の請求をすることができます。 

⑤ 反対者の買取請求権 

信託契約の解約、または重大な約款の変更等を行う場合において、書面決議において当該解

約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権

を信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 
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第４ ファンドの経理状況 

 

りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース） 
 

１. 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成 12

年総理府令第 133 号）に基づき作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

２. 当ファンドの計算期間は 6ヵ月未満であるため、財務諸表は 6ヵ月毎に作成しております。 

 

３. 当ファンドは、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づき、第 1特定期間(平成 21 年 11

月 6 日から平成 22 年 4 月 8日まで)の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けており

ます。 
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１ 財務諸表 

りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース） 

（１）貸借対照表 

（単位：円） 

  
第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  44,957,263 

投資信託受益証券  2,816,520 

投資証券  1,362,296,160 

未収利息  61 

流動資産合計  1,410,070,004 

資産合計  1,410,070,004 

負債の部   

流動負債   

未払収益分配金  12,258,082 

未払解約金  7,545,034 

未払受託者報酬  33,555 

未払委託者報酬  950,741 

その他未払費用  37,110 

流動負債合計  20,824,522 

負債合計  20,824,522 

純資産の部   

元本等   

元本 ※1,2 1,290,324,425 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  98,921,057 

(分配準備積立金)  90,054,348 

元本等合計  1,389,245,482 

純資産合計  1,389,245,482 

負債純資産合計  1,410,070,004 
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（２）損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

  

第 1 特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

至 平成22年 4月 8日） 

営業収益   

受取配当金  46,838,120 

受取利息  7,960 

有価証券売買等損益  88,494,900 

営業収益合計  135,340,980 

営業費用   

受託者報酬  117,050 

委託者報酬  3,316,345 

その他費用  37,110 

営業費用合計  3,470,505 

営業利益又は営業損失（△）  131,870,475 

経常利益又は経常損失（△）  131,870,475 

当期純利益又は当期純損失（△）  131,870,475 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一

部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
 471,944 

剰余金増加額又は欠損金減少額  15,669,705 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 
 3,709 

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 
 15,665,996 

剰余金減少額又は欠損金増加額  7,263,536 

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 1,518,517 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 5,745,019 

分配金 ※1 40,883,643 

期末剰余金又は期末欠損金（△）  98,921,057 
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

  至 平成22年 4月 8日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1)投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しており

ます。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。 

 

２．収益及び費用の計上基準 

 

受取配当金 

原則として、投資証券の収益分配金落ち日において、当該収益分

配金金額を計上しております。 

３．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

特定期間の取扱い 

ファンドの特定期間は、設定日の平成 21 年 11 月 6 日から平成

22 年 4 月 8日までとなっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

項目 
第 1特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

※１ 期首元本額 

 

281,970,080 円 

 期中追加設定元本額 1,060,798,619 円 

 期中一部解約元本額 52,444,274 円 

※２ 特定期間末日における受益権の

総数 

1,290,324,425 口 

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
第 1特定期間 

（自 平成21年11月6日 

  至 平成22年 4月8日） 

  

※１ 分配金の計算過程  

 （平成 21 年 11 月 6 日から平成 22 年 1月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（13,444,620

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（52,680,424 円）、信託約款に規定される収益調整金（2,230,747 円）及び分配準備積立金（0円）より分

配対象収益は 68,355,791 円（１万口当たり 820 円）であり、うち 7,918,570 円（１万口当たり 95 円）を

分配金額としております。 

 

 （平成 22 年 1 月 9日から平成 22 年 2月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（9,152,073 円）、

解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額（0

円）、信託約款に規定される収益調整金（18,374,225 円）及び分配準備積立金（57,288,875 円）より分配

対象収益は 84,815,173 円（１万口当たり 814 円）であり、うち 9,890,386 円（１万口当たり 95 円）を分

配金額としております。 
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第 1特定期間 

（自 平成 21年11月 6日 

                       至 平成 22 年 4 月 8日） 
 （平成 22 年 2 月 9日から平成 22 年 3月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（10,688,691

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（0円）、信託約款に規定される収益調整金（24,872,852 円）及び分配準備積立金（57,289,738 円）より分

配対象収益は 92,851,281 円（１万口当たり 815 円）であり、うち 10,816,605 円（１万口当たり 95 円）を

分配金額としております。 

 

 （平成 22 年 3 月 9日から平成 22 年 4月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（12,280,296

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（34,369,577 円）、信託約款に規定される収益調整金（37,393,229 円）及び分配準備積立金（55,662,557

円）より分配対象収益は 139,705,659 円（１万口当たり 1,082 円）であり、うち 12,258,082 円（１万口当

たり 95 円）を分配金額としております。 

 

（金融商品に関する注記） 

Ⅰ. 金融商品の状況に関する事項 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月6日 

  至 平成22年 4月8日） 

１．金融商品に対する取組

方針 

 

信託約款に規定する「運用の基本方針」の定めに従い、有価証券等の

金融商品を投資対象として運用を行っております。 

２．金融商品の内容及び当

該金融商品に係るリ

スク 

 

保有する主な金融資産は、投資信託受益証券及び投資証券でありま

す。これらは売買目的で保有しております。 

当該金融商品には、価格変動リスク、金利変動リスク、為替変動リス

ク、信用リスク及び流動性リスク等があります。 

 

３．金融商品に係るリスク

管理体制 

リスクマネジメント部が、当ファンドの主要投資対象である投資信託

受益証券及び投資証券のパフォーマンス状況及びマーケット動向等

のモニタリングを行っております。また、価格変動リスク、金利変動

リスク、為替変動リスク、信用リスク及び流動性リスク等の運用リス

クを分析し、定期的に運用委員会に報告しております。 

 

４．金融商品の時価等に関

する事項についての

補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

Ⅱ．金融商品の時価等に関する事項 

１．貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

第１特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8 日） 

貸借対照表計上額は、期末の時価で計上しているためその差額はありません。 

 

２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品 

第１特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8 日） 

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商品の帳簿価額を時

価としております。 
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（２）有価証券 

時価の算定方法は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。また、有価証

券に関する注記事項については、「（有価証券に関する注記）」に記載しております。 

 

（３）デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

第 1特定期間末 

（平成 22 年 4 月 8 日） 
種類 

当特定期間の損益に 

含まれた評価差額(円) 

投資信託受益証券 280

投資証券 77,315,789

合計 77,316,069

 

（デリバティブ取引等に関する注記） 

第１特定期間末（平成 22 年 4 月 8日） 

該当事項はありません。 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 

第 1特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8日） 

該当事項はありません。 

 

（１口当たり情報に関する注記） 

 

第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

1 口当たり純資産額 1.0767 円 

（1 万口当たり純資産額） （10,767 円） 
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（４）附属明細表 

第１ 有価証券明細表 

① 株式 

該当事項はありません。 

 

② 株式以外の有価証券 

種類 通貨 銘柄 口数 評価額 備考

投資信託

受益証券 

日本円 CAマネープールファンド(適格機関投

資家専用) 2,800,000 2,816,520 
 

 小計 
銘柄数

組入時価比率

2,800,000

1

0.2%

2,816,520 

 

100.0% 

 

 投資信託受益証券 合計 2,816,520  

投資証券 日本円 ストラクチュラ-米国ハイ・イール

ド・ボンド(Ｉ3シェアクラス、豪ドル) 127,520 1,362,296,160 
 

 小計 
銘柄数

組入時価比率

127,520

1

98.1%

1,362,296,160 

 

100.0% 

 

 投資証券 合計 1,362,296,160  

合計 1,365,112,680  

(注)組入時価比率は、左より組入時価の純資産に対する比率及び各小計欄の各合計金額に対する比率で

あります。 

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

該当事項はありません。 

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 15 - 

 

りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース） 

 

１. 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成 12

年総理府令第 133 号）に基づき作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

２. 当ファンドの計算期間は 6ヵ月未満であるため、財務諸表は 6ヵ月毎に作成しております。 

 

３. 当ファンドは、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づき、第 1特定期間(平成 21 年 11

月 6 日から平成 22 年 4 月 8日まで)の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けており

ます。 
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 りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース） 

（１）貸借対照表 

（単位：円） 

  
第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  1,179,831,503 

投資信託受益証券  61,862,850 

投資証券  25,875,100,000 

未収利息  1,616 

流動資産合計  27,116,795,969 

資産合計  27,116,795,969 

負債の部   

流動負債   

未払金  222,164,600 

未払収益分配金  358,380,398 

未払解約金  63,341,546 

未払受託者報酬  636,693 

未払委託者報酬  18,039,662 

その他未払費用  660,637 

流動負債合計  663,223,536 

負債合計  663,223,536 

純資産の部   

元本等   

元本 ※1,2 25,598,599,917 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  854,972,516 

(分配準備積立金)  1,278,635,105 

元本等合計  26,453,572,433 

純資産合計  26,453,572,433 

負債純資産合計  27,116,795,969 

 

 



 

 

 - 18 -

 

（２）損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

  

第 1 特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

至 平成22年 4月 8日） 

営業収益   

受取配当金  1,189,899,800 

受取利息  150,393 

有価証券売買等損益  1,199,618,450 

営業収益合計  2,389,668,643 

営業費用   

受託者報酬  2,081,172 

委託者報酬  58,966,541 

その他費用  660,637 

営業費用合計  61,708,350 

営業利益又は営業損失（△）  2,327,960,293 

経常利益又は経常損失（△）  2,327,960,293 

当期純利益又は当期純損失（△）  2,327,960,293 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一

部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
 4,561,017 

剰余金増加額又は欠損金減少額  7,760,950 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 
 7,760,950 

剰余金減少額又は欠損金増加額  343,106,671 

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 1,328,143 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 
 341,778,528 

分配金 ※1 1,133,081,039 

期末剰余金又は期末欠損金（△）  854,972,516 
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月 6日 

  至 平成22年 4月 8日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1)投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しており

ます。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。 

 

２．収益及び費用の計上基準 

 

受取配当金 

原則として、投資証券の収益分配金落ち日において、当該収益分

配金金額を計上しております。 

３．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

特定期間の取扱い 

ファンドの特定期間は、設定日の平成 21 年 11 月 6 日から平成

22 年 4 月 8日までとなっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

項目 
第 1特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

※１ 期首元本額 

 

6,189,775,944 円 

 期中追加設定元本額 19,717,775,398 円 

 期中一部解約元本額 308,951,425 円 

※２ 特定期間末日における受益権の

総数 

25,598,599,917 口 

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月6日 

  至 平成22年 4月8日） 

  

※１ 分配金の計算過程  

 （平成 21 年 11 月 6 日から平成 22 年 1月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（308,328,196

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（623,975,008 円）、信託約款に規定される収益調整金（49,386,305 円）及び分配準備積立金（0円）より

分配対象収益は 981,689,509 円（１万口当たり 721 円）であり、うち 190,586,319 円（１万口当たり 140

円）を分配金額としております。 

 

 （平成 22 年 1 月 9日から平成 22 年 2月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（231,776,673

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（0円）、信託約款に規定される収益調整金（413,018,251 円）及び分配準備積立金（740,309,115 円）より

分配対象収益は 1,385,104,039 円（１万口当たり 709 円）であり、うち 273,121,130 円（１万口当たり 140

円）を分配金額としております。 
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第 1 特定期間 

（自 平成21年11月6日 

   至 平成 22 年 4 月 8 日） 
 （平成 22 年 2 月 9日から平成 22 年 3月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（287,814,131

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（0円）、信託約款に規定される収益調整金（537,754,197 円）及び分配準備積立金（738,776,320 円）より

分配対象収益は 1,564,344,648 円（１万口当たり 704 円）であり、うち 310,993,192 円（１万口当たり 140

円）を分配金額としております。 

 

 （平成 22 年 3 月 9日から平成 22 年 4月 8 日までの計算期間） 

計算期間末における解約に伴う当期純利益金額分配後の配当等収益から費用を控除した額（336,567,882

円）、解約に伴う当期純利益金額分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額

（546,246,552 円）、信託約款に規定される収益調整金（717,823,275 円）及び分配準備積立金（732,365,464

円）より分配対象収益は 2,333,003,173 円（１万口当たり 911 円）であり、うち 358,380,398 円（１万口

当たり 140 円）を分配金額としております。 

 

（金融商品に関する注記） 

Ⅰ.金融商品の状況に関する事項 

項目 

第 1特定期間 

（自 平成21年11月6日 

  至 平成22年 4月8日） 

１．金融商品に対する取組

方針 

 

信託約款に規定する「運用の基本方針」の定めに従い、有価証券等の

金融商品を投資対象として運用を行っております。 

２．金融商品の内容及び当

該金融商品に係るリス

ク 

 

保有する主な金融資産は、投資信託受益証券及び投資証券であります。

これらは売買目的で保有しております。 

当該金融商品には、価格変動リスク、金利変動リスク、為替変動リス

ク、信用リスク及び流動性リスク等があります。 

 

３．金融商品に係るリスク

管理体制 

リスクマネジメント部が、当ファンドの主要投資対象である投資信託

受益証券及び投資証券のパフォーマンス状況及びマーケット動向等の

モニタリングを行っております。また、価格変動リスク、金利変動リ

スク、為替変動リスク、信用リスク及び流動性リスク等の運用リスク

を分析し、定期的に運用委員会に報告しております。 

 

４．金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

Ⅱ．金融商品の時価等に関する事項 

１．貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

第１特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8 日） 

貸借対照表計上額は、期末の時価で計上しているためその差額はありません。 

 

２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品 

第１特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8 日） 

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該金融商品の帳簿価額を時

価としております。 
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（２）有価証券 

 時価の算定方法は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。また、有価証

券に関する注記事項については、「（有価証券に関する注記）」に記載しております。 

 

（３）デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

第 1特定期間末 

（平成 22 年 4 月 8 日） 
種類 

当特定期間の損益に 

含まれた評価差額(円) 

投資信託受益証券 6,150

投資証券 1,326,477,600

合計 1,326,483,750

 

（デリバティブ取引等に関する注記） 

第１特定期間末（平成 22 年 4 月 8日） 

該当事項はありません。 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 

第 1特定期間（自 平成 21 年 11 月 6 日 至 平成 22 年 4 月 8日） 

該当事項はありません。 

 

（１口当たり情報に関する注記） 

 

第 1 特定期間末 

（平成22年 4月 8日） 

1 口当たり純資産額 1.0334 円 

（1 万口当たり純資産額） （10,334 円） 
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（４）附属明細表 

第１ 有価証券明細表 

① 株式 

該当事項はありません。 

 

② 株式以外の有価証券 

種類 通貨 銘柄 口数 評価額 備考

投資信託

受益証券 

日本円 CA マネープールファンド(適格機関投資

家専用) 61,500,000 61,862,850 
 

 小計 

銘柄数

組入時価比率

61,500,000

1

0.2%

61,862,850 

 

100.0% 

 

 投資信託受益証券 合計 61,862,850  

投資証券 日本円 ストラクチュラ-米国ハイ・イールド・ボ

ンド(Ｉ4シェアクラス、ブラジルレアル) 2,524,400 25,875,100,000 
 

 小計 

銘柄数

組入時価比率

2,524,400

1

97.8%

25,875,100,000 

 

100.0% 

 

 
投資証券 合計 

25,875,100,000  

合計 25,936,962,850  

(注)組入時価比率は、左より組入時価の純資産に対する比率及び各小計欄の各合計金額に対する比率で

あります。 

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

該当事項はありません。 

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 
 

 

２ ファンドの現況 

純資産額計算書 

 

  「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

平成 22 年 5 月末日現在 

Ⅰ 資産総額 1,487,536,331円 

Ⅱ 負債総額 33,021,304円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,454,515,027円 

Ⅳ 発行済口数 1,545,955,223口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9409円 

（1 万口当たり純資産額） （9,409円）
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 「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

 平成 22 年 5 月末日現在 

Ⅰ 資産総額 29,905,796,414円 

Ⅱ 負債総額 329,683,345円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 29,576,113,069円 

Ⅳ 発行済口数 31,189,661,332口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9483円 

（1 万口当たり純資産額） （9,483円）

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

 平成 22 年 5 月末日現在 

Ⅰ 資産総額 181,261,728円 

Ⅱ 負債総額 123,084円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 181,138,644円 

Ⅳ 発行済口数 193,735,101口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9350円 

（1 万口当たり純資産額） （9,350円）

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

 平成 22 年 5 月末日現在 

Ⅰ 資産総額 250,766,259円 

Ⅱ 負債総額 3,317,635円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 247,448,624円 

Ⅳ 発行済口数 270,512,546口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9147円 

（1 万口当たり純資産額） （9,147円）

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

 平成 22 年 5 月末日現在 

Ⅰ 資産総額 6,285,723円 

Ⅱ 負債総額 5,347円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 6,280,376円 

Ⅳ 発行済口数 6,448,571口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9739円 

（1 万口当たり純資産額） （9,739円）
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第５ 設定及び解約の実績 
 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（豪ドルコース）」 

期間 設定口数 解約口数 発行済口数 

第 1特定期間 自 平成21年11月 6日
至 平成22年 4月 8日 1,342,768,699 52,444,274 1,290,324,425 

（注 1）全て本邦内におけるものです。以下同じ。 

（注 2）第 1特定期間の設定口数には、当初募集期間の設定口数を含みます。以下同じ。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（ブラジルレアルコース）」 

期間 設定口数 解約口数 発行済口数 

第 1特定期間 自 平成21年11月 6日
至 平成22年 4月 8日 25,907,551,342 308,951,425 25,598,599,917 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（中国元コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（南アフリカランドコース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 

 

「りそな米国ハイ・イールド債券ファンド（円コース）」 

特定期間末日をむかえていないため、該当事項はありません。 
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